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地方議会を取りまく環境第1章

統一地方選挙の投票率の低下

近年、 統一地方選挙 を は じ め各種の首長 ・ 自治体議会選挙での投票率は

年々低下 を 続 け 、 自治体議会への市民 の 関 心 の 低下が心 配 さ れて い る (1)。

第1節

投票率の低下は、 代表制民主主義 に と っ て そ の正統性 を危 う く す る き わ め
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て 重大 な 問題 であ る に も かかわ らず、 近年 ま で政治研究者に よ っ て 、 そ の

よ う な 視点 か ら は あ ま り 検討 さ れて こ な か っ た問。 統一 地方選挙の投票

率 は 、 第二次大戦直後は80%か ら 90%で国政選挙 を 上回 っ ていたが、 そ の

後次第 に低下 し(図 1 参照) 、 地方選挙の 「統一率」 の 低下 も 原 因 と な り 、

国政選挙 と ほぼ同じかそれ を 下回 る よ う に な っ た 。 直近 の 選挙で見て み る

と 、 2019年 4 月の統一地方選挙の 道府県議会議員 選挙の投票率は44.02%

と 過去最低 と な り (前回 は45.05%) 、 指定都市議会議員 選挙 は43.28%、 市

議会議員 選挙(指定都市議会議員 選挙 を 除 く ) は45.57%、 町村議会議員

選挙 は59.70%で あ っ た 。 他方、 国政選挙 で は 、 2019年 7 月参議院選挙の

投票 率 は 48.80%(2016年54.70%) 、 2017年10月 の衆議院選挙 は53.68%

(2014年52.66%) であ り 、 都道府県議会、 指定都市議会、 市議会の各議員

選挙 の 方 が衆参議員 選挙 よ り も 低い こ と がわ か る (3)。 い ま で は 、 国政選

挙 よ り も 投票率が高いの は 、 住民 に き わ め て 近い 「地域代表J と い う 性格

が強 く 、 「ム ラ 型」 選挙が残っ ている 町村議会議員 選挙だ け と な っ た 。

滋賀県で も 同様 に 、 自 治体議会選挙での投票率 は低下傾向 に あ る 。 2019

年 4 月の 県議会議員 選挙の投票率 は 、 20日年 の49.69%、 2015年 の46.54%

を 下回 り 、 戦後最低の43.13%であ っ た(4)。

かつ て は身近 な 議会の選挙、 自 分たちの代表 を送る と い う 強い意識があ

り 、 80%以上の高い投票率 を 保持 し ていた 自 治体議会選挙の投票率が、 な

ぜ こ こ ま で低下 し 、 有権者の半分以上が投票 に行かな い状況 に ま で変化 し

たの で あ ろ う か。 も ち ろ ん、 国政選挙の投票率の低下 と 共通 の 原 因 が指摘

さ れて い る が、 同時 に こ の 原 因 の一端は 自 治体議会そ の も の に も あ る と 考

え ら れる 。

第2節 地方議会を見る目一市民と議員の相E不信

自 治体議会や 自 治体議員に 関 す る マス コ ミの報道 は 中央政治に比べてき

わ め て 少 な く 、 報道内容は不祥事やスキャンダルが大半で あ る 。 政務活動
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費 で 知 人女性 に海外視察 を 委託 し た 愛知県議、 政務活動費で年間約200回

の 日 帰 り 出張を繰 り 返 し 、 号泣会見 し た兵庫県議、 市長選の票の と り ま と

め の疑 い で半数以上の市議が逮捕 さ れた平川市議会、 政務調査費の不正使

用 で大量の議員 が辞職 に追い込 ま れた富山市議会、 大阪府堺市議の 政務活

動 費 に 関 わ る 架空チ ラ シ事件、 そ の他酔っ 払い運転や無免許運転、 わ い せ

つ 画像販売 な ど、 犯罪や事件 に 事欠か な い(5)。 こ れ ら の 事件 は 議 会 や 地

方議員 の 活動への不信 を 招 き 、 一部に は議会不要論 さ え 出 て い る 。 ま た 、

一般市民 は 自 治体議会や議員 の 日 常生活 ・ 活動 内 容 を あ ま り 知 ら ず、 年 に

4 回 の 定例議会 の あ る と き だけ議会に 出席 し 、 首長の提案 を 議論 し承認す

る の が仕事だ と 考 え て い る 人々 も 多 い 。 それゆ え 、 議員 の不祥事が問題 に

な る と 、 議員 の 数 を 減 ら す こ と や給与 を 減 ら す こ と がそ の 関心 の 中 心 と な

る 。

地方議会 を 見 る 市民 の 目 は厳 し い 。 早稲 田 大学 マ ニ フェスト研究 所 の

2018年調査 に よ れば、 地方議会 ・ 議員への信頼度 は首相 の26.6% よ り も 低

く 、 都道府県議会15.1%、 都道府県議15.1%、 市区町村議会16.6%、 市区

町村 議 1 7 . 1 %で あ る 。 首長 の 信頼度 は 、 知 事30.9%、 市 区 町村 の 首 長

26.1 %であ り 、 と も に 議会 よ り も 高い 。 ま た 、 「地方議会 は 何 を し て い る

か分か ら な い 」 が49. 1%、 「 地 方 議員 は 何 を し て い る か分か ら な いJが

52.3% も あ り 、 市民か ら 活動が評価 さ れず、 市民 に 見 え て い な い の が実状

で あ る (6)。

で は 、 議員 の側は市民 を どの よ う に見て い る の か 。 ，NHK選挙WEB地

方議員 2 万人 ア ンケート」 に よ れば、 「有権者 は議会 に 無 関 心 だJ と ，思っ

て い る 議員 は全国で は66.6%であり (， と て も そ う 思 う 」 と 「 あ る 程度 そ

う 思 う 」 の 合計) 、 滋 賀 県 で は 75.0% (， と て も J 1 4.5%、 「 あ る 程度J

60.5%) と 、 全 国 よ り も 8.4% も 多 い 。 ま た 、 議会改革が一定進む中 で、 議

員 の同僚議員 に 対す る 目 も 厳 し く な っ て お り 、 「 な ぜ こ の 人が、 と い う 同

僚議員がい る J と 、 70.4%の議員 が思 っ て い る (滋賀 県70.4%) (7)。
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「実現 し たい政策 は 、 特 に ないj と い う 議員 が36.4%(滋賀 県37.5%) お り 、

彼 ら は 「 な ん の た め に 議員 を し ている のか」 と い う 疑問 と 不信 を 抱かざる

を え な い。 し か し 、 それで も 、 「議会 は機能 し てい る 」 と 75.6%(滋賀 県

72.6.%) の議員 は 思 っ ている (8)。 と な る と 、 議会活動 は熱心 な 一部の議員

の 活躍で支 え ら れて い る の か、 あ る いは多 く の議員 は、 「地方議会の役割

は こ の程度」 と 考 え ている の か、 こ れで議会改革 は進むの か、 不安に な る 。

し か し 、 幸い市民 は ま だ議会 を 見放 し て はいない よ う であ る 。 上述の早

稲 田 大学マ ニフェスト研究所の調査 に よ れば、 「地方議会 は あ っ て も な く

て も 同じだJ と ま で考 え る 市民 は21.5%、 「 そ う 思 わ な いj が36.1%、 「 ど

ち ら で も な いJが36%で あ る 。 「地方議員 はいて も い な く て も 同じだ」 と

考 え る 人 は 22.5% と 少数で、 「 そ う 思 わ な い」 が37.9%、 「 どち ら で も な

い」 が約36%で あ る (9)。 相対多 数が地方議会 と 議員 の存在価値 を認 め て

お り 、 ま だ救いは あ る 。 し か し 、 こ の二つ の質問で 「 どち ら で も ないJ と

の回答者が、 存在価値を認め る 回答 と ほぼ同比率で、 約 3 分のー強存在 し

ている こ と は 、 地方議会が 「剣が峰」 に立っ ている こ と を示 し てい る 。 本

稿で は そ の再生の道 を 考 え る 。

第 3 節 議会の新たな動き

大半の議会 と 議員が真面 目 に そ の職責 を 果 た し て お り 、 さ ら に近 年 は議

会の役割j と 活動の強化 に取 り 組んでいる 議会や議員 が増加 し ている 。 し か

し、 自ら予算案や条例案を作成し、 政策 を 実行でき る 首長 に 比べて、 首長

提案の審議 と 議決が実際の活動の中心であ る 自治体議会の活動 は 一般に地

味で あ り 、 マス コ ミの ニ ュ ースに な り に く い。 自治体議会がそ の活動面で

ニ ュ ースに な る の は、 主 に首長提案が議会で否決 さ れた と き で あ る 。

最近の滋賀 県で も こ の よ う な 例 は あ る 。 2018年の彦根市の市庁舎耐震補

強・増築工事の裏合意 に 関 す る 百条委員 会の活動と2019年 2 月 の一般予算

案の 否決、 2019年秋の大津市 に おける支所 ・ 公民館の廃止 ・ 縮小 と そ の コ
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ミ ュ ニ テイ ・ セン タ ー 化条例案 に対す る 議会か ら の 反対意見の噴出 に よ っ

て 、 市 長 が 当 初 の 条 例 案 を 撤回 し 、 修正案 を 提案せざ る を 得 な く な っ た

ケース、 2019年12月 と 2020年 3 月 の 高島市議会での新 ゴ ミ 処理施設 の 用 地

取得案の否決な どがその例であ る 。 こ れ ら の議会 の 行動 は 、 後述の 地 方議

会改革 の 動 向 が示す よ う に 、 議会本来の役割 を 発揮 し た も の で あ り 、 単な

る エピソー ド と し て で は な く 、 も っ と 積極的 に 評価 さ れ る べ き で あ り 、 そ

こ か ら 議会の監視機能の強化、 市民 と 議会 と の つ な が り の発展、 議会の活

動強化 と 改革 に つ な げる 方法 と 道筋が考察 さ れ る べ き 事柄で あ る 。

他方、 高知県大川村議会が、 議員 候補者不足が続いた め 、 議会 に 代 え て

住民総会 (町村総会、 地方 自 治法94条) の設置を検討 し た よ う に 、 小 さ な

町村議会で は 人口減少 と 産業構造の変化に伴い、 議員 の な り 手が不足 し 、

議会の存続そ の も の が危 う く な り つ つ あ る (10)。

自 治体議会 は 、 こ の よ う な情況変化の 中 で そ の役割 と 意義 を間われてい

る 。 こ れ に 対 し て 、 2000年 頃か ら 大都市議会で は な く 、 北海道の栗山町議

会 や ニ セ コ 町議会の よ う な 地方の小 さ な町の 議会が先駆 と な り 、 自 治体議

会の改革 と 議会活動の活性化、 住民 自 治の発展 を めざす取 り 組み が展開 さ

れ、 全国へ拡大 し て き た 。 滋賀 県 に も こ の改革の波は及んで、い る 。

本稿は 、 こ の よ う な状況下 に あ る 自 治体議会 の課題 と 展望 を 明 ら か に す

る た め に 、 2019年 5 月 に 滋賀 自 治体問題研究所 に 設置 さ れ た 地方議会改革

研究会が行 っ た 、 滋賀 県下の地方議会改革の実態調査 と そ の 分析の報告書

『滋賀 県 下 の 地方議会改革の現状 と 課題~議会調査の報告 と 分析-j を 大

幅 に 加筆 ・ 修正 し た も の で あ る (11)。 第 1章で は 地方議会を取 り ま く 環境

を 、 第 2章で は2000年代以来の地方議会の 自 主的 な 改革の歩み (1内か ら

の 改革) ) と 総務省側の 「外か ら の改革」 論 を 概観す る と と も に 、 そ の 課

題を考察す る (12)。 第 3章で は 、 政府が進め る 「 自 治体戦略2040構想、J と

第32次地方制度調査会の議論の内容 と 問題点 を 地方議会 と の 関連で検討す

る 。 第 4章で は 、 滋賀 自 治体問題研究所が滋賀 県議会 と 県下 の 19市町議会

(龍法 '20) 53-1. 51 (51) 
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に対 し て 行 っ た 議会改革の調査結果 を整理、 分析す る 。 第 5 章で は 、 滋賀

県下の議会改革の特徴的 な取 り 組み と し て 、 大津市議会の議会改革 と 議会

基本条例の運用 に ついて 自 己検証 し ている 米原市議会 と 長浜市議会の例を

紹介、 検討す る 。 第6章で は、 第 5 章ま での分析を 踏 ま え て、 地方議会活

性化の た め の課題の提示 を 行 う 。 資料編 と し て 、 第 4 章関係の アンケート

結果、 大津市議会、 彦根市議会 と 米原市議会のヒアリングを 付 け てい る 。

執筆は、 第l章、 第2章 と 「お わ り に か え て 」 を 高橋、 第 3 事を 本多 、

第 4 章、 第 5 章、 第6章は、 報告書の瓜生の原稿を高橋が加筆 し た 。 資料

編 1 、 3 、 4 、 5 を瓜生、 2を 山口が担当 し た。

( 1 ) 本稿では「地方議会」という用語と「自治体議会」という用語が混在してい

る。 一般的に使われている「地方j議会という用 語には、 政策を決定する

「中央J政府に対して、 その政策を微調整し、 遂行する周縁の「地方」とい
う意味を含んでいる。 このバイアスを避け、 政策決定の中心が固と自治体の

双方にあることを強調する立場か ら 、 近 年、 政治学・行政学の分野では「地

方議 会」という用 語に代えて、「自治体議会」という用 語を使用 する研究者

が増え てきている。 ここでは、 中途半端ではあるが、 慣用 的な用 法として

「地方議会」の用 語を使いつつ、 自立した自治体としての存在を強調する場

合には、「自治体議会Jの用 語を使用 する。 江藤俊昭 『自治体議会学』 ぎょ

うせい、 2012年 ;贋瀬克也編著『自治体議会改革の固 有性と普遍性』 法政大

学 出 版局、 2018年 ; 金井利之 『自治体議会 取扱説明書J 第一法規、 2019年、

3 頁、 参照。

(2 ) 選挙学会など選挙研究の専門家は以前か ら 投票率の低下を重視していた。 こ

こでは、 広 く 政治学研究者一般を指している。 日本学術 会議政治学委員 会・

政治委員 会政治過程分科 会「提言 各種選挙における投票率低下への対応
策J2014年 8月29日 ; 竹島博之「意識調査か ら 見た有権者 教育の射程と限界

一若者 の投票率向上のためにー 」日本政治学会編『政治と教育J (年報政治
学2016-1) 木鐸社、 2016年、 11・30頁 ; 日本政治学会編 『選挙ガパ ナンスと民

主主義.1 (年報政治学2018- II ) ;品田 裕1 18歳・19歳の投票率についてJ r地

方自治J 843号、 2018年2月、 参照。

( 3  ) 高橋進「地方議会・地方自治の危機、 民主主義の危機か?-投票率低下と議

員の意識か ら 考 え る-( 1 ) (2 ) J  rしがの住民と自治j 335号、 336号、 2019

年 6月、 7 月。 総務省 『目で見る投票率』 平成31年 3 月、 http ://www.
soum u.go.j p/main_con tent/00 0610780.pdf 

(4 ) 高橋進、 前掲「地方議会・地方自治の危機、 民主主義の危機か? J;滋賀県
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総務省『目で見る投票率j平成31年 3 月、 23頁。

自治体議会改革の現状と課題第2章

首長優位の二元代表制度一強すぎる首長権限、 弱すぎる議会第1節

と 自治体議会議員の両方

を 直接選挙で選び、 両者 を 形式上 は同等の市民代表 と し て お り 、 「二元代

表制J と 呼ばれ て い る (1)。

日本の 地方自治制度は 、 首長 (知事市町村長)

こ の 点 は 、 国会議員に よ る 選挙 で多 数 を 占め

た者が首相 に な り 、 そ の下で内閣が構成 さ れ、 執政 (行政+政治統治) が

行 わ れ る 議院内閣制 と は異 な っ て い る (2)。 こ の二元代表制 に お い て は 、

議会の 第 1 の仕事は議案 に対す る 議決であ り 、 そ れ に よ っ て自治体の意思

決定 と な る 。 第 2 の仕事は 、 議会全体が首長 に対す る 監視機能 を 果た す こ
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と で あ り 、 こ の機能の性格は「機関対立主義」 あ る い は「機関競争主義」

と 呼ばれ て い る 。 そ れゆ え 、 地方 自 治法第100条 第 1 項 は 議 会 に 「 当 該地

方公共団体の事務 に 関 す る 調査権 を認め 」 、 さ ら に 「特 に 必要があ る と 認

め る と き は 、 選挙人そ の他の関係人の出頭及び証言並びに記録の提出 を 求

め る こ と がで き る 」 と 規定 し て い る 。 つ ま り 、 議会全体の活動の重要 な 柱

は 、 首長 と そ の行政執行への監視機能であ る 。 そ れゆ え 、 自 治体議会 に は

原理的 に「首長 の与野党」 と い う 考 え 方 は存在 し な い と さ れ る 。 し か し 、

現実 に は 、 議員 や諸党派 ・ 会派 は首長の与野党の立場 を 取 り が ち で あ る 。

他方で は 、 地方 自 治法は首長だけ に予算の提案権 を認め、 議会 は そ の 否

決 と 修正権限 し か持 た な い (修正 は増減が可能) 。 ま た 「再議」 と い う 制

度 も あ る (地方 自 治法176条) 。 首長 は議会の議決 に異議があ る と き ( つ ま

り 、 首長提案が否決 さ れた場合や議会側が 自 ら 提案 し 可 決 し た 条 例 案 に 対

し て 、 首長が反対 の 時 に は ) 、 再議 (つ ま り 、 議会の再審議) を 要求す る

こ と がで き る 。 そ し て 、 再議 を 求め ら れた予算や条例の議案 に 関 し て は 、

議会の 3 分の 2 以上の同一内容の議決で な け れば、 当 初 の議決 は効力 を 有

し な い。 つ ま り 、 首長 は議員 の 3 分の l を 確保 し て お けば、 そ の提案通 り

に行政 を 執行で き る 制度 と な っ て い る 。 近年 で は 、 2014年 に 大阪府 の松井

知事 ( 当 時) が、 大阪府議会が可決 し た知事の特別顧問 ら に よ る 助言等の

場の公聞 を 求 め る 情報公開条例の改正案 を再議に付 し 、 廃案 に し た事例が

あ る 。 全 国 で は 1999年 4 月 か ら 2016年 3 月 ま で の 17年間 に204件が再議 に

付 さ れ て い る (3)。

そ の う え 、 首長 に は「専決処分」 が認め ら れて い る (地方 自 治法179条 ) 。

専決処分 と は 、 緊急を要す る 時や議会 を招集す る 余裕がな い と き 、 ま た 議

会が議決すべ き 案件 に つ い て 結論 を 下 さ な い ま ま 時間が経過 し た場合は、

首長が議会 に代わ っ て議案 を 処理す る こ と がで き る 権 限 で あ る 。 つ ま り 、

議会の議決が な い の に 、 議決 さ れた こ と と 同じ よ う に 実施す る こ と がで き

る 制度で あ る 。 こ の 目 的 は行政の遅滞 を 防ぐた め と さ れて い る が、 実際 に

(飽法 '20) 53-1. 55 (55) 



論 説

は首長 に よ る 乱用 が問題 と な っ ている 。 専決処分について は 、 2012年の東

京都東久留米市議会が 4 度否決 し た 一般会計当 初予算案の市長 に よ る 専決

処分や鹿児島県阿久根市の竹原市長 に よ る 甚だ しい濫用 があ り 、 こ の よ う

な 問題 に 対応 す る た め に 、 2012年の地方 自 治法改正で専決処分の対象 に 一

部限定が加 え ら れた(4)。

こ の よ う に 、 二元代表制が誼われな が ら も 、 他方で は 「首長主義」 と も

言われる よ う に、 制 度的 に も 実体的 に も 首長の権限 と 実行力 、 アピー ルカ

の 方が強 く 、 議会 は良 く て脇役、 悪 く て悪役の役回 り であ っ た。 し か し 、

2006年の夕張市の財政破綻の よ う な事例が起 こ る と 、 そ の責任 を 首長 だ け

で な く 議会 も 問 われ、 首長 と 行政 を 監視す る はずの 「議会 は何 を し ていた

の か」 と い う 非難が沸 き 起 こ る のが現実であ る 。

第2節 地方分権改革による自治体議会の権限拡大

戦後、 地方 自 治体が脚光 を浴びた の は 、 19印年代末か ら 70年代 の 「革新

首長の 時代 」 、 80年代 の 「地方の時代J(両者 は 主 と し て 大都市圏) 、 90年

代 の 「改革派知事」 の 時代(主 と し て 農村部) であ る 。 こ れ ら はいずれ も

首長が主導 し た も の で あ り 、 自 治体議会 は脇役に も な れず、 福祉 と 市民 自

治、 改革 を 推進 し よ う と す る 首長 に対す る 反対勢力 と し て の面が強か っ た 。

こ の 当 時 はr 3 割 自 治」 と いわれ、 自 治体の権限が限定 さ れ、 国の機関委

任事務がそ の事務の大半 を 占め ていた。 さ ら に 、 多 く の場合 に は保守勢力

が議会の多 数 を 占めてい る な かで、 革新首長 は 内 で は議会、 外で は福祉や

基地問題・公害問題な どで国の権限 と 衝突 し な が ら 、 独 自 の施策や条例 を

通じて市民福祉の 向 上 と 環境 政策の推進 に努力 し て き た(5)。 し か し 、 地

方 自 治体の権 限の拡大 は な か な か進 ま な か っ た。

こ の状況 を 法制度的 ・ 政治的 に一変 し た の が、 2000年に成立 し た地方分

権一括法 に よ る 改革であ る 。 世界的 な 地方分権化の流れ を 受 け 、 ま た 1990

年代か ら の圏内 で の 各種の分権改革の動 き を 集約 し 、 そ の 発展の跳躍台 と
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す る こ と を めざ し て法制度の 改革が行 われた 。 「第 1 次地 方分権改革J と

呼ばれ る こ の改革の 目 玉は 、 機関委任事務の廃止で、あ っ た 。 機関委任事務

と は、 国 が指揮監督権 を 保持 し た ま ま 、 国の事務 を 首長等 に委任 し 実施 さ

せ る も の で、 こ れ ら の事務 に 関 し て の条例制定権 は認め ら れていな か っ た 。

そ の 事務が都道府県の事務の 7 - 8 割、 市町村の事務の 3 - 4 割 を 占め て

いた。 地方分権一括法に よ っ て 、 機関委任事務が廃止 さ れ、 自 治体の事務

は 自 治事務 と 法定受託事務(以前の機関委任事務の 3 割が法定受託事務 に 、

7 割が 自 治事務 に移行) に分け ら れた。 自 治体議会 に と っ て重要 な こ と は 、

こ の改 革 に よ っ て 原理上 は両事務 と も 自 治体の条例制定権の 対象 に な っ た

こ と に よ り 、 議会の権限が拡大 し た こ と であ る 。 し か し 、 こ の時 は法定受

託事務 に ついて は 、 法律 ・ 政令 に 定めがあ る 場合の み議会の議決事項 と さ

きた(6)。

2000代後半か ら 現在 ま で続い て い る 分権改革 は 、 「第 2 次地方分権 改

革」 と 呼ばれている 。 2006年 12月 に地方分権改革推進法が制定 さ れ、 こ の

法律 に よ っ て 設置 さ れた地方分権改革推進委員 会の も と で改革案が次々 と

提起 さ れ、 法律化 さ れて き た 。 固に よ る 多 く の義務付け ・ 枠付け が廃止 さ

れ、 自 治体 の 権 限 に移行 し た 。 し か し 、 注意すべ き は 、 自 治体 の 規模 に

よ っ て事務 と 権限の拡大 に 差があ る こ と と 、 移行事務量 に 見合 う 財源移行

が不十分な こ と であ る 。

自 治体議会の活動 に 関 しで も 、 活動強化の た め の法改正が行 われて き た。

議案の 提 出 は 議員 定数の 8 分のlか ら 12分のlへ と 修正 さ れ、 議員 に よ る

議案提 出 が少 し容易 に な っ た 。 議員 定数は 1999年、 2001年 の 2 度の 地 方 自

治法改正 を 経て 、 自 治体が 自 由 に 条例で定め る こ と がで き る よ う に な り 、

2004年の 改正 で は 、 自 由 に 定例会の回数 を 決め る こ と がで き る よ う に な っ

た 。 201 1 年 に は 法定受託事務 に か か る 事件(法律用語で は 、 議 決事項 を

「事件」 と い う ) も 議会の議決の対象 と な っ た(1国 の安全 に 関 す る こ と そ

の他」 政令 に 定め る も の は除外) 0 2012年 の 改正 で は 、 上述の阿久根市長
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による 専決処分の濫用 と 議会招集拒否の事例 も あ り 、 専決処分の 限定、 議

長への 臨時議会の招集権の付与、 議会活動強化 を 企 図 し て の参考 人招致 ・

公聴会 な どが規定 さ れた 。 ま た 、 「政務調査費」 を 「政務活動 費」 に 変更

し 、 議会活動の活発化、 政策能力 の強化 を 企 図 し て使途の拡大 を 可能 に し

た 。 し か し 、 こ れ は 、 「 はじめ にJで述べたよ う な 、 そ のず さ ん な 使用 に

道 を 聞 く こ と に も な っ た 。 以上のよ う に 、 と も か く 自 治体の権限拡大、 そ

れに伴 う 議会の権限の拡大 と 活動強化の た め の法改正が第 2 次分権改革で

行 われて き た(7)。

他方で は 、 2000年代 に橋下徹大阪府知事(後 に 大阪市長) 、 河村 た か し

名古屋市長、 竹原信一阿久根市長 な どの 「ポピュリスト首長」 が登場 し 、

首長 と 議会 の 関係 (，首長の暴走J) 、 民主主義、 自 治体議会の役割 に新た

な 問題 を 投げか け た(8)。

第3節 「内からの」自治体議会改革の歩み

上述のよ う に 、 地方分権改革 によっ て法形式上 は 固 と 自 治体 と の 関係 は 、

そ れ ま での上下関係か ら 対等 な 関係へ と 大 き く 変化 し た 。 も ちろ ん、 沖縄

の辺野古基地建設問題が示すよ う に 、 法律上 も 国の権限が 自 治体 に優越 し

ている 面は残存 し てい る 。 し か し と も か く 、 自 治体の権限は拡大 し 、 そ れ

に し た が っ て 地方議会の権限 も 拡大 し た。 こ のよ う な 自 治体の法的位置づ

け の 変化 を 受け て 、 先進的 な 自 治体で は 「 自 治力 」 の強化 を 進め よ う と す

る 動 き が生じて き た の であり、 その表れの一 つ が 自 治基本条例 の制定で あ

る 。 自 治基本条例 は 「 自 治体の憲法J と も 言 われ、 自 治 を 担 う 市民、 議会、

執行機関 な どの そ れぞれの役割 と 責任、 情報公開や市民参加、 住民投票 な

ど 自 治 を 推進す る 制度 と 基本方針 を 定 め て い る 。 2000年 に全国 の 先頭 を

切 っ て 北海道 の ニ セ コ 町が制定 し 、 2019年 9 月現在で390 自 治体が制定 し

て い る (9)。 自 治基本条 例 の ほ と ん どは首長提案で制定 さ れ た が、 長野県

飯 田 市 は 議 員 提 出 議案 と し て 自 治基本条例が制定 さ れた 数少 な い例 で あ
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も う 一つ の流れは2000年代後半か ら 始 ま る 議会基本条例 の制定で あ る 。

こ れ は議会の側か ら の提案で制定 さ れている 。 議会基本条 例 の 基本的 な 目

的 は 、 議会の役割 の明確化で あ り 、 「議会力 」 の強化 で あ る 。 そ の 第 1 の

特徴は、 議会 は 自 治体の 「意思決定機関」 で あ り 、 首長 と 対等 な 二元代表

制 を 担 う 機関 と し て明確 に位置づけている こ と であ る 。 す な わち、 行政事

務執行 に対す る 監視機能及び立法機能の責務 を 持つ と 明確に宣言 し てい る 。

第 2 の特徴は、 市民の代表機関 と し て 、 市民の意思 を 代弁 し 、 市民の参加

を 進め 、 市民 に聞かれた活発 な 議会 を めざす と し てい る こ と で あ る 。 第 3

に 、 議員聞 の 自 由 討議 に よ る 議員の資質向上 と 議会の政策能力 の 向上 を め

ざ し てい る こ と で あ る 。 議会基本条例 は、 2006年 に北海道栗山町が最初 に

制定 し 、 自 治体議会改革フォー ラ ムの調査に よ れば、 2019年11 月 3 日 現在

で878 自 治体(49.1%) で制定 さ れて お り 、 今や 自 治体議会の 基 本装備 と

な っ ている (11)。

第4節 議会改革の 内容

議会基本条例 に よ る 議会改革の中身の柱は、 上述の よ う に 、 第一 に 、 議

会 と 首長 と の関係 を 機関対立的 な二元代表制 と 捉 え 、 議会 を 首長 と 緊張関

係に立つ べ き も の と 位置づけている こ と で あ る 。 つ ま り 、 首長 と なれ合い、

首長 の 方針 を 追認す る だ け の存在であ っ て は な ら ず、 執行部 を 監視す る 役

割 を 重視 し てい る の で あ る 。 第 二 は 、 市民の議会活動への参加 を 推進 し よ

う と し てい る 点 で あ る 。 重要事項 を 審議す る 際 に は 、 学識経験者や利害関

係人か ら 意見 を 聴 く 公聴会や参考人の招致、 請願 ・ 陳情 の 審議 に おいて提

出者 と し て市民が直接意 見 を 述べ る 機会の設定、 議員がグル ー プで市民の

元へ行 き 、 議会活動の報告や市民 と の意見交換 を す る 場の設定、 子 ど も 議

会 な どの 開催がそ の例 で あ る 。 長野県飯綱町の よ う に さ ら に進 ん でい る 議

会 で は 、 市民の 「政策サ ボ ー タ ー制度」 を 導入 し 、 議会 に よ る 政策形成 に
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市民の力 を 直接借 り る 政策が展開 さ れている (12)。

第三は 、 議員聞の 政策討議 を 充実 さ せ、 「議会力 」 つ ま り 議会 と し て の

政策能力 と 執行部 を 追及す る 能力 を つ け る こ と を 重視 し てい る こ と で あ る 。

そ の 目 的 は個々の 会派や議員 だけ で な く 、 議会全体 と し て の力量の強化で

あ る 。 委員 会の場 と は別 に 「政策討論会J な どの場 を 設 け て 、 議員間で政

策課題 を 自 由 に話 し合 う こ と も 目 指 し ている 。 こ れ は 、 議員 や 委員 会 に よ

る 政策提案や 条例提案 と い う 成 果 を も た ら し 、 「政策議会Jへの 発展 の 道

を 拓い て い る (13)。 ま た 、 本会議や 委 員 会 で従来の 「一括質 問 Jr一括答

弁」 で は な く 、 「一問 一答」 方式 を 導入 し た り 、 首長 に 「反問権」 を 認め 、

質疑 を 充実 さ せた り す る こ と に よ り 、 議会の機能強化 と 緊張感 に つ な げて

い る 。

第四は 、 情報公開の推進であ る 。 本会議の 中継 と ネ ッ ト配信、 議案 に 対

す る 個々の議員 の賛否 の公開、 議案や委員 会議事録のネ ッ ト公開 、 政務活

動費の領収書の公開 な どは、 市民の知 る 権利の保障 に と っ て 重要で あ る 。

第五は 、 議会 と し て の政策統御であ る 。 例えば、 議会 に よ る 行政の事務

事業の政策評価の 実施や首長提案議案への修正案の提出がそれであ る 。 こ

れ ら は総務省の学識者等に よ る 地方議会改革論 と は異 な る 「 内 か ら の議会

改革」 と 呼べ る も の で あ る (14)。 し か し 、 こ れ ら の改革が どれ ほ ど各議会

の実際の活動強化、 審議力 と 監視能力 の強化、 住民 自 治の強化、 住民福祉

の増大に寄与 し ている か は 、 個別 に検討す る 必要があ る 。

他方で は 、 こ れ ら の取 り 組み のい く つ か は 、 以前か ら 住民の要望 を 聞き 、

政策提言を し てき た 会派や議員 に と っ て は 当 た り 前で あ り 、 なぜ他の議員

や 会派の た め に努力 す る 必要があ る の か と い う 疑問の声 も あ る 。 し か し 、

二元代表制 を 充実す る た め に は、 会派 を 超 え て 議会全体 と し て の議会力 を

強化す る こ と が、 市民 自 治 ・ 地方 自 治 を充実 し 、 議会の役割 を 十全 に 果 た

し て い く た め に不可欠で、あ る と い う 認識が次第に共有 さ れる よ う に な っ て

い る 。 各地の 自 治体議会 は こ の た め に着実な努力 を 続 け てい る (15)。
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こ の よ う な 議会改革 を す す め る う え で不可欠な の は 、 議会事務局 の体制

強化で あ る 。 議会活動 の 活発な議会は、 いずれ も 議会事務局 の 人員体制 を

質量 と も 強化 し て い る (16)。

議会改革 を 支援す る こ と を 目 的 に 、 早稲田大学マ ニフェスト研究所 は 、

毎年、 情報共有 ・ 住民参加 ・ 機能強化の 3 点での 改革度 に 基づ く 議会改革

度調査 ラ ンキング を 公表 し て お り 、 議会事務局や議会改革関係者、 地方議

員 の間 で は そ の ラ ンキングは、 自 分たちの改革の取 り 組み の 外部評価 と し

て 重視 さ れて い る 。 ち な み に 、 2018年 ラ ンキングの300位 ま で で は 、 滋賀

県 内 の議会で は 、 第 2 位大津市議会、 第四位長浜市議会、 第44位彦根市議

会、 第51位米原市議会、 第64位甲賀 市議会、 第94位草津市議会、 第125位

湖南市議会、 第295位滋賀 県議会 と な っ て い る (17)。

第5節 「外からの議会改革論J

上述の 「 内 か ら の改革Jの取 り 組み と は別に、 総務省 は こ の問、 毎年 の

よ う に新 しい研究会 を 設置 し 、 地方議会改革 と 議員 選挙制度の検討 を 行 っ

て い る 。 2013年 8 月に発足 し た 「地方議会 の あ り 方 に関す る 研究会J は 、

憲法学の 長谷部恭男 を 座 長 に 全員 が法学 ・ 政治学 ・ 行政学の有識者で構成

さ れた 研究 会 で あ り 、 2014年 2 月に報告書 を 取 り ま と め た 。

報告書 で は 、 議会の本質 的 な 役割 と し て の議決案件、 議会の意思決定の

支援機能 の充実、 公聴会や参考人制度の活用 に よ る 民意 の 反 映 と 住民参加

の拡充、 議会か ら の情報発信や議会活動 の評価の仕組み の構築 、 選挙制度

の検討、 自 治体の規模等 に応じた 議会制度の あ り 方や議員 に 求 め ら れ る 資

質 な どが検討 さ れ、 議員 の選挙制度の方法が今後の検討課題 と し て提起 さ

れて い る 。

「地方議会 の あ り 方 に 関 す る 研究会」報告が公表 さ れた直後の2014年 7

月 に 、 新 た に 「地方議会 に 関 す る 研究会」が発足 し 、 2015年 3 月に 報告書

を ま と め た 。 こ の研究 会 の 座 長 は行政法学者の小早川光郎で あ り 、 先の
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「地方議会の あ り 方 に 関 す る 研究会」 のメンバー の う ち 5 人が継続 し て 入

る と と も に 、 現場の実状 を 踏 ま え る た め に 、 全国都道府県議会議長会、 全

国市議会議長会、 全国町村議会議長会の各事務局長がメンバ ー と な っ た 。

こ の研究会の 目 的 は 、 上記の 3 議長会か ら 示 さ れている 検討項 目 な ど地方

議会に 関 す る 課題 を 具体的 に検討す る と さ れていた。 2015年 3 月に 公表 さ

れた報告書 で は 、 ①地方議会の現状 と 課題 を 、 ア 、 地方分権の進展や 人口

減少時代の到来 を 踏 ま え た 、 地域の実情 に 応じた効果的 な 議会機能の発揮

イ、 性別 、 年齢層な ど、 住民の構成 と 比較 し て の議員構成の偏 り ウ、 投

票率の低下 な ど住民の 関心の低下 エ、 議会 と 議員への信頼確保 を 挙げて

い る 。 ②議会制度及び議会運営の あ り 方 に 関 し て は 、 団体意思決定、 監視、

政策形成 と い う 議会の 3 つ の機能 に 関 し て 、 人口規模の観点か ら 議会の役

割 と 機能 を 整理 し、 そ の充実方法 を検討 し て い る 。 ま た、 ③地方議員 に 求

め ら れ る 役割(代表性 と 専門性) と そ の 活動支援(議会事務局 の充実 な

ど ) ④多様 な層が議員 に な り え る 方策 ⑤政党 と 選挙制 度 の あ り 方 ⑥ 

住民参加 の充実 と 議会の説明責任 を 果た せ る 仕組み の構築、 情報発信な ど

も 検討 さ れた 。 ま た 、 こ の報告で は 、 団体規模に よ り 政党化の状況が異な

る こ と を 認め つ つ も 、 専門化、 多様な層か ら の議員 の供給、 政策競争等の

観点か ら 、 「有権者の 実効的 な 選択 を 可能 に す る 選挙制度J(比例代表制 、

選挙区の設定、 連記制) について検討 し てい る 。

こ の報告か ら 約 1 年半後の2016年11月に新 し く 「地方議会 ・ 議員 に 関 す

る 研究会jが発足 し た 。 こ の研究会 は 、 先の研究会で検討 さ れた テ ー マ の

う ち 、 地方議会議員 の な り 手の確保 と 幅広い人材 の確保 を 検討課題 と し た

が、 2017年 7 月の報告書では地方議会の選挙制 度だけが取 り 上げ ら れた。

そ こ で は 、 住民の 関 心 を 喚起 し 、 地方議会の存在 感 を 高め る に は 、 「実効

的 な代表選択」 が可能 な 選挙制度が必要であ る と し 、 それ を 、 投票容易性、

比較可能性、 納得性(選挙結果 と 議員 の選 出 と の納得でき る 関係)、 投票

環境 (有権者の投票参加意欲の高 ま り ) の 4 つ の観点か ら 検討 し て い る 。
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市区町村議会 に 関 し て は、 求め ら れ る 役割 に つ い て、 高 い専門性 が求 め ら

れ る 大規模 自 治体か ら 地域課題の細や か な 捕捉が必要 な 小規模 自 治体 ま で、

人口規模 に応じて多様であ る の で、 比例代表制、 制限連記制 と 投票区の 設

置、 現行制度 と 選挙区設置の中か ら の選択 を 提唱 し て い る 。 都道府県議会

に 関 し て は、 広域的 ・ 戦略的 な政策形成機能が求め ら れ、 政党化や会派制

が定着 し て い る の で、 比例代表制 と 選挙区選挙の並立制、 併用制、 選挙区

設置の組み合わ せ を 提唱 し て い る 。

こ の研究会 は、 先の 2 つ の研究会 と 異な り 、 地方議会の充実強化の た め

の 自 主的 な 取 り 組み に は 関心 を 払わず、 選挙制度工学 的 な 発想 に 立 ち 、 選

挙制度 の 改 変 によ る 地 方政治 と 地方議会の改革 を 過度 に 志向 し て い る と

言 っ て良い。 報告書 で も 「純粋 に学術的 な 見 地 に 立 ち J r実効的 な 代表選

択 と い う 観点か ら 議論 し たJ と 述べて い る 。 こ の 点 は、 かつ て、 小選挙区

制の導入 に よ っ て 二大政党制 と 「政権交代が可能 な 民主主義」が実現す る

と 述べて い た 「選挙制度改革論者」 の 破綻 し た 議論 を 想起 さ せ、 日 本 の 地

方政治 の 実態 を 無視 し た観念論の危 う さ を 感じ さ せ る 。

2019年 1 月 の総務省の 3 議長会 (全国都道府県議会議長会、 全国市議会

議長会、 全国町村議会議長会) への そ れぞれの議会 に お け る 課題への対応

策の検討依頼に 応じて、 全国都道府県議会議長会に2019年 5 月 に 第 4 次都

道府県議会制度研究会 (座長、 中郁章、 行政学) が設置 さ れた 。 2020年 3

月 に公表 さ れた 報告書は、 知事 と の 関係、 議会機能 と 議会 の あ り 方、 議会

の位置付 け と 職務等の明確化 に 関 し て、 地方 自 治法の改正を 含む積極的 で

現実的 な23項 目 の提言 を 行 っ て お り 、 注 目 に値す る (18)。

( 1 )一般的には「二元代表制」概念が使われているが、 これについては、 近年、

様々 な議論がある。 金井は、 二元代表制論を批判し、 制度的には「二次元的

公選職制Jと捉え、 首長・議員・副首長などが寄り合って議論する「討論広

場としての議会」に住民代表の意義を与える「討論広場代表制論Jを提唱し

ている。 金井利 之 『自治体議会 取扱説明書』 第一法規、 2019年、 39-85頁。
江藤も二元代表制論に留保を付け、 議場という場で住民、 議員、 首長が集い、
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討議する「フ ォ ー ラ ム としての議会」を提唱している。 江藤俊昭 『議会改革

の第2ステ ー ジ 信頼される議会づ く りへj ぎょ うせい、 平成28年、 123-

128頁。 駒村良則 『地方議会の法構造j 成文堂、 2006年 ; 榊原秀司11 r地方自

治の危機と法』自治体研究社、 2016年、 第2章、 参照。 このような議論に留
意したうえで、 ここでは一般的に使われている二元代表制という用 語を使用

する。

(2 ) 建林正彦・曽我謙悟・待烏聡史 『比較政治制度論』 、 有斐閣ア ルマ、 2008年、

参照。

(3 ) 辻陽 『日本の地方議会j 中公新書、 2019年、 24頁。

(4 ) 辻陽 『日本の地方自議会J 23-36頁 ; 加茂利男他編 『地方議会再生 名古屋・

大阪・阿久根か ら 』 自治体研究社、 2011年も参照。

( 5  ) 岡田一郎 『革新自治体』 中公新書、 2016年。
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[総務省の諸研究会の報告書等掲載サイト]

地方議会のあり方に関する研究会

https:/ /www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/c-gikai/index.html 

地方議会に関する研究会
https:/ /www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/ c-gikai_kentou/index.h tml 

地方議会 ・ 議員に関する研究会

https:l /www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/chihogikai_giin/index.html 

第3章 2040年問題と地方議会

第1節 2040年問題と地方議会

( 1 )  2040年問題とは

2040年 問題 と は、 総務省内 に設置 さ れた 、 学識経験者か ら 構成 さ れ る 自

治体戦略2040構想研究会(以下f2040研究会J) が2018年 4 月 に 公表 し た

「 自 治体戦略2040構想研究会第l次報告~人口減少下 に おいて満足度の高

い人生 と 人聞 を 尊重す る 社会 を ど う 構築す る か�J に お いて 提起 し た 問題
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で あ る 。 2040研究 会 は 、 2040年 に は 日 本の 人口は 1 億1，092万人 に減少す

る と こ ろ 、 人口減少のスピー ド の加速 に よ り そ の 頃 に は毎年90万人程度が

減少 し 続 け 、 高齢者人口(65歳以上) は、 団塊ジュ ニ ア 世代が全て高齢者

と な る 2042年 に3.935万人(高齢化率36.1%) でピー ク を迎 え る と 予想 し て

い る 。 そ の よ う な 「少子化に よ る 急速 な 人口減少 と 高齢化Jが進行す る 中 、

日 本 は 「若者 を吸収 し な が ら 老いてい く 東京圏 と 支 え 手 を 失 う 地 方圏」 、

「標準的 な 人生設計の消滅に よ る 雇用 ・ 教育の機能不全j、 そ し て 「スポン

ジ化す る 都市 と 朽ち果て る インフ ラ 」 と いっ た 「未曾有の危機」 に 見舞わ

れる と い う の で あ る 。

と く に深刻な の は東京であ る 。 こ れ ま で は 日 本の経済活動 の 中心の東京

に若者が流入 し 、 それが さ ら に東京の経済活動 を 発展 さ せ、 そ こ で増大 し

た税収 を 地方圏に還流 さ せ る こ と で若者 を流出 さ せた 地方圏を 支 え て き た

が、 高齢化が今後進行す る 東京は、 地方圏を支 え ら れな く な り 、 東京 自 身

が膨大化す る 医療 ・ 介護サ ービスを維持す る こ と がで き ない、 ま た 、 首都

直下型地震が起 き た ら 東京23区だけで は避難住民 を収容で き ない、 さ て 、

ど う すれば よ いの か、 と いっ た よ う に 問題が設定 さ れている 。

そ こ で、 2040研究会 は 、 同年 7 月 に公表 し た 「第 2 次報告~人口減少下

に おいて満足度の高い人生 と 人間 を 尊重す る 社会 を ど う 構築 す る か-Jに

おいて 、 「新 た な 自 治体行政 の 考 え 方J と し て 、 つぎの 4 点 を 提案 し てい

る 。

① スマート自治体への転換

② 公共私 に よ る 暮 ら し の維持

③ 圏域マネジメント と 二層制の柔軟化

④ 東京圏の プ ラ ッ トフォーム

①か ら ④ ま での 考 え 方 は 、 つぎの よ う に敷桁す る こ と がで き ょ う 。 2040

研究会の構想(以下 12040構想J) は 、 東京 を あいかわ ら ず成長エンジン

と し て位置づ け た う え で、 こ れ ま で東京に行財政資源を集中 的 に投下 し て
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き た仕組み を 人口減少時代に合わせて再編す る た め に 、 東京圏概念に基づ

いて、 東京圏で は 、 圏全体が東京 を 維持 し 、 東京圏以外の 地 方圏で は 「 中

枢中 核都市J(2018年12月 全国で82都市 を 指定) が 中心 と な っ て圏域 を 形

成 し 、 中枢中核都市 は圏域の高度 な都市機能 を 担い、 スマート 自 治体 と 称

さ れ る 周辺市町村 はICT用 にス タ ンダー ド化 さ れた 行政 を 担 う だ け に す る 。

スマー ト化 に よ っ て半減 し た 自 治体職員で は担 え ない公共サ ー ビス に つ い

て は 、 こ れ を シェアリング・エ コ ノ ミ ー や地域運営組織・地域 自 治組織に

委ねて 、 こ れ ら の 「私」 と 「共」 が 自 治体に代わ っ て地域 を 維持す る 。 そ

れがで き な い よ う な圏域外の市町村 は都道府県が補完すれば よ い、 と い う

も の で あ る 。

2040構想が法制度 と し て 実装化 さ れた 暁 に は 、 圏域内 の周辺市町村 は 、

中枢中核都市の 「内部団体」 に近い も のにな り 、 圏域外の小規模市町村 は

都道府県 と の 関係で は 「特倒的 団体」 に 近い も の と な り 、 都道府県・市町

村か ら 成 る 二層制はスポンジ化す る で あ ろ う 。 そ の先 は 広 域市町村合併、

道州制が待っ ている 。 そ し て 、 こ の よ う な再編 と 並行 し て 、 自 治体職員は、

シ ェ ア リング・エ コ ノ ミ ー 化 さ れ た 「 公 的 サ ー ピ ス」 を 担 う プ ラ ッ ト・

フォーマー を 呼び寄せ る こ と を 仕事 と す る よ う に な る 。 そ し て 、 な お も 市

町村 の 手 に 残 る 公 的 サ ー ビス は 、 AIやロポ ッ ト技術が対応 す る こ と と な

り 、 そ の 実態 はITベンダー が担 う と い う こ と に な る 。 スマー ト 自 治体 に

おいて は 自 治体職員が半分で済む所以であ る (1)。

(2) 2040構想と地方自治

2040構想は 、 自 治体の あ り 方 を 大 き く 変容 さ せ る も の で あ り 、 し た がっ

て こ れ を 実現す る た め に は地方 自 治制度の改革 も 必要 と な る 。 と こ ろ が、

第l次報告の ま と め に は 、 つぎの よ う な記述があ る 。

「今後、 本研究会 に お いて 議論すべ き は 、 新 た な 自 治体 と 各府省の 施 策

( ア プリケー シ ョ ン) の機能が最大 限発揮で き る よ う に す る た め の 自 治体

行政(OS) の書 き 換え であ る 。 」
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さ ら に 、 第2次報告で は 、 つぎの よ う に締め く く られている 。

「 政府全体 と し て 、 第一次報告 に おいて示 し た新た な 施策(ア プリケー

シ ョ ン) の 開発 と 第二次報告 に おいて示 し た新た な 自 治体行政 に 関 す る

制度設計 に ついて具体的 に検討 を 進め る 必要があ る 。 」

こ れ ら の叙述で は 、 国の施策 に唯々諾々 と 従 う だ け の 自 治体行政像が描

かれている 。 そ こ に は地方 自 治 と い う 言葉 も 地方分権 と い う 言葉 も な い。

2040研究 会 は 、 地方分権改革以前 に存在 し 、 地方 自 治体 を 国に従属 さ せて

いた機関委任事務制度の 頃 の 中央官庁の官僚 と 同じ よ う な 目 線で地方 自 治

体 を 見ていた と いっ て よ い。

自 治体行政 は 、 「行政」 に違いは ないが、 「地方 自 治体」 の行政で あ っ て 、

決 し て 「国Jの行政では ない。 憲法上、 自 治体 に は 、 内閣が有す る 行政権

と は別 に、 独 自 の行政執行権能が保障 さ れている こ と は今や常識 と な っ て

い る 。 そ し て 、 自 治体の行政の多 く に ついて は住民の直接選挙 に よ っ て選

出 さ れ る 首長が こ れ を 執行す る 権能 を 有す る 一方で、 第2章第2節で述べ

ら れている よ う に 、 地方分権改革 を 通じて、 も う 一つ の住民代表で あ る 地

方議会が 自 治体行政の あ り 方 を 大 き く 左右す る 権能 を 有す る に 至 っ ている 。

し た が っ て 、 2040構想が法制度 と し て 実装化 さ れた と し て も 、 こ れ を 具体

化す る に は首長の 「協力」 だ け で な く 、 地方議会の 「協力」 が必要 と さ れ

る の で あ る 。

地方議会の 「協力 」 は、 言 う ま で も な く 、 地方議員 を 選ぶ住民 に お け る

2040構想への肯定的 な 理解、 その前提 と な る 2040年問題について住民の 聞

での危機意識の共有が必要 と さ れ る 。 そ こ で、 こ の2つ の 問題 を 、 2倒O構

想 を 法制度化す る た め に設置 さ れた第32次地方制度調査会 は、 どの よ う に

扱っ ている の か以下 で検討す る 。

第2節 第32次地制調における地方議会に関する識論

( 1  ) 中間報告における 地方議会へ の言及
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第32次地方制度調査会 (以下 「第32次地制調J) は 、 2040構想が出 さ れ

る と ほ ぼ同時、 2018年 7 月 5 日 に設置 さ れた 。 地 方制度調査会は 、 政府が

地方 自 治制度 を 変 え る 際 に は必ず諮問 を し な ければな ら な い と さ れて い る

機関で あ る 。 第32次地制調 に 対す る 内閣総理大臣か ら の諮 問 は 、 「圏域 に

お け る 地方公共団体の協力 関係J、 「公 ・ 共 ・ 私のベスト ミ ッ ク ス」 を 例示

す る に と どめ て い る が、 「 人口減少が深刻化 し高齢者人口がピー ク を 迎 え

る 2040年 頃 か ら 逆算 し顕在化す る 諸課題 に対応 す る 観点」 と い っ た 点 で、

2040構想 と 問題意識 を共通 に し て い る こ と に照 ら せば、 第32次地制調 は 上

記の 4 つ の事項 を 制度化す る こ と を 任務 と し て い る と い っ て よ い 。

第32次地制調 は 、 諮問事項を専門家に よ る 調査に付す た め に 、 そ の 下 に

設置 し た専門小委員会での20回 に わ た る 審議 を 経て 、 設置後 1 年 を 経過 し

た2019年 7 月 30 日 に 開 催 さ れた第 3 回総会に お い て 中間報告 を と り ま と め

た 。

中間報告 は 、 運命に抗 う 悲壮感の下で唯一の 選択肢 を 提示す る と い っ た

雰囲気 の2040構想 と 比較す る と 、 「地方圏への新た な 人 の 流れが生 ま れた

り 、 多様な人材の参画が進 ん だ り し つ つ あ り 、 こ の よ う な流れが広 が る こ

と で、 課題の現れ方が緩や か な も の と な る 可能性 があ る J と い っ た よ う に 、

や や冷静な論調 で 課題 を 提示す る と と も に 、 「行政サ ー ビスの 内容や提供

体制 を 、 Society 5.0の到来 を 前提 と し た も のへ変革 し 、 新 た な技術を 地域

社会へ実装 し て い く こ と がで き れば、 人材不足や距離等の制約 を 乗 り 越 え 、

課題の 現れ方 を 変 え て い く 可能性 があ る j と 述べ、 Society5.0への期待 に

基づい た 課題解決の楽観的 な展望 を 示 し て い る 。

中 間 報告 は 、 固 と の関係 に お い て 自 治体 は 国 の 施 策 を 走 ら せ る た め の

OSで あ り 、 地域 ・ 住民 と の 関係 に お い て は 、 シ ェ ア ・ エ コ ノ ミ ー 、 コ

ミ ュ ニ テイ ・ ビジネス の 運営 者 の た め の 基盤整備者 ( プ ラ ッ トフォー

マ ー ・ ピ ルダ ー ) であ る と し た2040構想 と 比較すれば、 i (地 方 自 治体 に お

け る 『地域の未来予測』の作成 の た め に ) 固 に お い て は 、 各府省の政策 に
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関 わ る デー タ 等、 国で統一 的 に 把握 し て い る デー タ につ い て 、 都道府県及

び市町村 に 対 し て情報提供 を 行 う な ど、 実情 に応じた作成支援 を 行 う こ と

が求め ら れ る 」 と い っ た よ う に 、 オブ ラ ートに包ま れた表現 を と っ て い る 。

さ ら に 、 中間報告 は 、 「 人口減少社会 に お い て増大す る 合意形成が困難

な 課題 に つ い て 、 民主的 に 地域の合意形成 を 進 め て い く 上で、 議会の役割

は 一層重要 に な る 。 」 と い っ た よ う に 、 地域の合意形成 を 踏 ま え て 自 治体

が2040年問題に対処すべ き であ る と の観点 を 示 し て い る 。 と く に 、 地方議

会への言及は2040構想、に は な か っ た点であ る 。

も っ と も 、 第32次地制調は、 こ れ に 続 け て 、 「議会が多様 な 民 意 を 集約

す る こ と が重要で あ り 、 議員の な り 手不足 を 克服す る こ と が求 め ら れ る 」、

「議会への多様な 人材 の 参画 を 促 進す る 必要があ る J と 指摘す る 。 つ ま り 、

地方議会への民意の 反映の課題 につ い て は、 こ れ ま で多 く の地方議会で試

み ら れて き た 議会改革 を 参照 し て検討 を 進 め る の で は な く 、 議員の 「 人

材」確保の問題 と し て検討す る と し て い る の であ る 。

( 2 ) 専 門小委員会 での議論の経過

中間報告で言及 さ れた地方議会 に つ い て は 、 中間報告 を と り ま と め た第

3 回総会 に お い て提案された 「今後の審議」に お い て 、 次年の最終答 申 ま

で の審議事項の一 つ に挙げ ら れ、 さっ そしそ の後すぐに 開 催された専門

小委員会の第21回会合 に お い て も 審議 さ れた 。 そ の 会合では第32次地制調

の事務局 が、 第31次地制調答 申 を 引 い て 、 「 人口減少社会 に お い て そ の 役

割 を こ れ ま で以上 に十分に果た す た め に は、 議会制度や議会運営 の あ り 方、

議員に 求 め ら れ る 役割及び幅広 い 人材 の確保の観点j か ら 、 地方議会 に 関

す る 課題 を 提示 し た。 し か し 、 同会合で は委員相互の 聞 での議論はされる

こ と は な か っ た 。

そ の後 しば ら く 、 地方議会の件は審議事項 と さ れる こ と は な く 、 第33回

会合(2020年 3 月 4 日 開催) に お い て よ う や く 坦上 に上がっ た。 そ の 会合

で は 、 2019年6月 に総務省 内 に 設 け られた研究会であ る 「地方議会 ・ 議員
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の あ り 方 に 関 す る 研究会」 で と り ま と め ら れ た 「論点整理 と 検討 の 方 向

性j をふ ま え て、 事務局 が提示した 「当面の対応の 考 え 方Jが議論 さ れ た 。

そ れゆ え 、 第32次地制調専門小委員 会での議論を ま と め る 前 に、 「地方議

会 ・ 議員 の あ り 方研究会」 での議論 を 紹介す る こ と と す る 。

第3節 法制化に向けた議論の収飲

( 1 ) あり 方研究会「論点の整理と検討の方向性」

地方議会や議員 の あ り 方 に 関して は、 す で に、 総務省 に おいて研究会が

3 次に わ た っ て 設 け ら れ、 報告書が提 出 さ れていた こ と は、 第2章第 5 節

「外か ら の議会改革論Jで紹介した 通 り であ る 。

高知県大川村が人口減少の た め議員 の候補者が不足す る お そ れがあ る と

して、 村議会 を 廃止して 「町村総会J (地方 自 治法94条) を 設 け る 検討 を

始め た こ と を 承 け て、 2017年 7 月 総務省は 「町村議会の あ り 方 に 関 す る 研

究会」 を 設 け た 。 同研究会は、 翌年 3 月 に報告書 を 提 出 し、 町村 に お け る

2つ の議会モデル (少数議員 か ら 成 る 「集中専門型」 と 、 多様な職業か ら

議員 を 得 る べ く 議員 を すべて非専業 と し、 一部の事項 を 議決事件か ら 外し

た 「多 数参画型J) を 提示し、 小規模町村 はいずれかの モ デ ル を 選択すべ

き であ る と 提案した 。

も っ と も 、 地方議員 の な り 手不足問題に対応して 設 け ら れ た直近 の 2つ

の研究会 (1地方議会 ・ 議員 に 関 す る 研究会J、 「町村議会の あ り 方 に 関 す

る 研究会J) は、 いずれ も 研究者 だ け で構成 さ れ、 と く に な り 手不足 に 悩

む町村議会関係者の意見が反映 さ れていない と の批判が強 く 、 法制 度化 に

向けて か な り の困難が予想 さ れ る も の であ っ た(2)。

そ こ で、 第32次地制調 に おいて 地方議会 ・ 議員 制度 の 改革 を 進め る た め

に は地方議会 関係者の参画が必要であ る こ と か ら 、 専門小委員 会 と は別に、

前述した よ う に 「地方議会 ・ 議員 の あ り 方 に 関 す る 研究会J (以下 「 あ り

方研究 会J) が総務省内に 設置 さ れ た 。 そ の構成 員 10 人 に 、 地方議会 関係
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者 4 人(全国都道府県議会議長会関係 1 人、 全国市議会議長会関係2人、

全国町村議会議長会関係 1 人) が加 わ っ ている 。

あ り 方研究会 は 、 設置後、 こ れ ま で 5 回の会合 を 開催 し てい る (2020年

3 月 9 日 現在) 。 こ の間 、 構成員 と な っ てい る 地方議会関係者か ら 意見書

等が提 出 さ れ、 審議 を 経た後に、 2020年2月 1 日 の第 5 回会合 において、

「論点整理 と 検討の方向性(案) Jが事務局 か ら 提案 さ れた 。 それに よ れば

あ り 方研究 会 は 、 「地方議員 の な り 手不足 の要因 に 対応 す る 際 の 視点」 と

し て 、 「議員 や潜在的 な な り 手の視点か ら 整理 し 、 対応 を 検討す る こ と 」

が必要 だ と し 、 「議員 報酬J、 「兼業禁止」 と いっ た議員 の待遇に焦点 を 当

て てい る 。 そ し て 、 「議員 の待遇に 関 す る 検討 を 行 う に は…議会 に対す る

住民の理解 を 得ている こ と が前提 に な る 」 と し ている 。

あ り 方研究 会 は 、 こ の よ う な視点か ら 、 「多様な住民が議会 に 参画 し な

い(で き ない) J制度的 な 要 因 を 取 り 除 く こ と 、 「地方議会が住民の理解 を

得 る た め に」 求め ら れ る 議会の取組 を 進め る こ と を 検討の方向性 と し て挙

げてい る 。 さ ら に 、 あ り 方研究会 は 、 「多様な 人材 の 参画 を 促 す」 た め に

「地方議員 の 選挙制 度 に ついて 、 根幹 を 含め た見直 し 」 を も 検討 の 方 向性

のーっ と し て挙 げてい る 。

も っ と も 、 あ り 方研究 会 は「多様な 住民が議会 に 参画 し な い(で き な

い) J制度的 な 要 因 を 取 り 除 く こ と 、 具体的 に は、 「議員 の位置づけ」、 「経

済的 な 要 因 」 、 「身分 に 関す る 規制」、 f立候補環境 の整備」 に ついて第32次

地制調 で の さ ら な る 検討 を 求め る に と どめている 。「地方議会が住民の理

解 を 得 る た め に」 求め ら れ る 取組は、 こ の間の議会改革の成果で も あ る こ

と か ら 、 敢 え て 国 に よ る 法制 化 は 必要 と さ れな いか ら で あ ろ う 。 ま た 、

「地方議員 の 選挙制度」 の見直 し 、 と り わ け、 ク ォー タ 制 の導入、 連記制

の導入、 選挙区の設定 は 地方議会関係者か ら 出 さ れた 意見で は ない と こ ろ

で あ り 、 第32次地制調の 審議 に付す こ と がで き る ほ ど議論は成熟 し ていな

いか ら で あ ろ う 。
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(2 ) 専 門小委員会「当面の考 え 方J

第32次地制調専門小委員 会第33回 会合に も どろ う 。 上述の よ う に 、 あ り

方研究 会 第 5 回 会合で提案 さ れ た 「論点整理 と 検討 の 方 向性 (案) J を ふ

ま え 、 事務局 か ら 「 当面の対応 の 考 え 方」 と し て 、 あ り 方研究会 の 要望 に

従っ て 、 「議員 の位置づけ」 、 「経済的 な 要 因 」 、 「身分 に 関 す る 規制」 、 「立

候補環境の 整備」 の 4 点が示 さ れた。 そ の要点 は以下 の と お り であ る 。

① 地方議員 の位置づけ

- 地方議員 の位置づけ ・ 責務 を明確化す れば、 地方議会 ・ 議員 に 対

す る 住民の理解 を深め、 地方議会 ・ 議員 を 活性化 し 、 ひい て は 、

若者や女性、 サ ラ リー マンな ど新た な 人材 の議会への参画 を 促 進

す る こ と に つ な が る と 考 え ら れ る か。

- 地方議会 を構成す る 議員 の属性 に偏 り があ る 中 で は 、 若者や女性

な ど多様な層の住民 は参画 し た い と 思 わ な い の で は な い か。 こ れ

ま で参画 し よ う と し て こ な か っ た多様な層の住民が参画 し よ う と

魅力 を 感じ る よ う に 、 地方議会が意識改革 を 行 う 必要があ る の で

は な い か。

② 経済的 な 要 因

・ 議員 報酬 に つ い て は 、 主 に 小規模団体 に お い て 、 そ れだ け で は 生

計 を 維持で き な い ほ どの低水準で あ り 、 そ の こ と が議員 の な り 手

不足の 要 因 で あ る と の 意見があ る 。 他方で、 地 方自治法 に は 、 議

員 報酬の額は条例で こ れ を 定め る と 規定 さ れ て お り 、 住民の合意

がな け れば引 き 上 げる こ と は難 し い の で は な い か と い う 意見 も あ

る 。

- 地 方議会 ・ 議員 の 活動 が住民 に 知 ら れ て い な い こ と が、 地 方議

会・議員 に 対す る 住民の理解や信頼の低下 を 招い て い る と い う 指

摘 も あ る 。

- こ の た め、 地方議会 ・ 議員 の活動や議員 報酬等の実態 に つ い て 、
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住民の理解 を 深め る た め の工夫や方策 を検討す る 必要があ る の で

は ないか。

③ 身分 に 関す る 規制

・ 地方議員 の兼業 ・ 請負禁止 は、 職務執行の公正、 適正を確保す る

こ と を 目 的 に 、 地方公共団体 と の 「請負J を 禁止す る も の 。

-兼業 ・ 請負禁止 について は 、 地方議員 の み な ら ず、 地方公共団体

の長、 副知事 ・ 副市町村長、 そ の他の執行機関 に ついて も 概ね同

じ規制が設 け ら れている が、 地方公共団体の長等について は、 地

方議員 の場合 と 異 な り 、 第三セ ク タ ー の役員 を兼ねる こ と が許容

さ れている 。 議員 の な り 手不足が深刻化 し てい る 現状 を 踏 ま え る

と 、 地方公共団体の長等 と 同様に 、 第三セ ク タ ー を兼業 ・ 請負禁

止の対象か ら 除外す る こ と が考 え ら れ る の で は ないか。

-地方公共団体 と の 「請負Jの範囲が明確で な い こ と が議員 の な り

手不足の要因 に な っ ている と の指摘があ り 、 そ の範囲 を明確 に す

る こ と を 検討すべ き で は ないか。

- そ の際 に は、 現行で は 、 個人の請負に ついて は取引 量 に か か わ ら

ず一律 に禁止 さ れている が、 法人の請負に ついて は 、 当該地方公

共団体に対す る 請負が、 当該法人の業務の主要部分を 占め、 当該

請負の重要度が職務執行の公正、 適正を損な う お それが類型的 に

高い と 認め ら れる 程度に至っ ている 場合の 当該法人 に 限 ら れてい

る こ と を踏 ま え 、 個人の請負についての規制 の あり方 に ついて も

検討す る 必要があ る の で は ないか。

④ 立候補環境の整備

・ 立候補 に伴 う リス ク を軽減す る 観点か ら は、 地方議会議員 選挙 に

立候補 し た候補者が休暇 を取得す る な ど し た 場合 に 、 そ の こ と を

理由 と し て解雇や配置転換な どの不利益な取扱い を 受 け る こ と が

な い よ う に す る こ と に ついて 、 事業主等関係者の負担等の課題 に
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も 留意 し な が ら 、 検討す る 必要があ る の で は ないか。

と こ ろ で、 あ り 方研究会の 「論点整理 と 検討 の 方 向性(案) J で挙 げ ら

れていた に も かか わ ら ず、 「 当面の対応 の 考 え 方J で は欠落 し た 事項があ

る 。 それは 「議員 の年金」 に 関 す る 事項であ る 。 こ の事項は 、 地方議会議

員 関係者の 意見の 中 に は必ず存在 し 、 か な り 強い要望 と さ れている 。

地方議会議員 に も 、 以前 は地方公務員 共済制度のーっ と し て 年 金制度が

あ っ た 。 し か し 、 平成の大合併の進展 に よ り 、 地方議員 が激減 し 、 かつ、

議員 報酬が減額 さ れ続 け た と こ ろ か ら 、 年金制度 を 維持す る こ と がで き な

く な り 、 20日年 に廃止 さ れた。

こ の よ う な経緯か ら 、 地方議員 の年金制度の復活、 具体的 に は 地方議員

の厚生年金制度への加入 に は根強い反対があ る 。 そ し て 、 そ の 反対の背景

に は、 保険料の労使折半に よ る 自 治体 に お け る 新た な 財政負担の発生 に 対

す る 抵抗感が財政担当者の間 に あ る だ け で な く 、 ヨーロ ッ パの よ う に 地 方

議員 を 名誉職 と 捉 え る と い っ た 考 え 方が根強 く 存在 し 、 「地方議員 の位置

づけJ に 関 す る 地方議会関係者 の認識 と は か な り 食い違っ て い る (4)。 し

た が っ て 、 「 当 面の 対応 の 考 え 方」 の 中 に 入れ る に は 、 ハー ド ル は な お も

高い と 考 え ら れた の で あ ろ う 。 ま た 、 それは、 ク ォー タ 制の導入、 連記制

の導入、 選挙区の設定 を 含む地方議員 の選挙制度の改革 も ま た 、 第32次地

制調への審議事項 と し て 要望 さ れな か っ た こ と と 相殺の 関係 に あ っ た よ う

に も 思 われ る 。

第4節 小括

2040構想は 、 自 治体の あ り 方 を 根本的 に 変 え て し ま う こ と を 意 図 し てい

る 。 も っ と も 、 そ こ で示 さ れた 考 え に基づいた法制度が成立 し た と し て も 、

実際の運用 は各 自 治体 に 委ね ら れる 。 各 自 治体の選択が、 圏域マネジメン

トに おいて想定 さ れ る よ う に 、 最終的 に は 自 分の居住 し てい る 市町村の 、

(龍法 '20) 53-1. 75 (75) 
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「 自 治体J と し て の存在 自 体 を 左右す る こ と に な る 以上 、 熟議 に 基づいた

地域の合意が必要であ る 。 し た がっ て 、 第32次地制調が中 間報告 に おいて

地方議会の重要性 を 強調 し た の は至極当然の こ と であ る 。

し か し 、 第32次地制調専門小委員 会 も 、 議員 の な り 手不足の解消方策、

中 で も 「多様な 住民が議会 に 参画 し ない(で き ない) J制度的 な 要 因 を 取

り 除 く こ と 、 具体的 に は、 「議員 の位置づけ」、 「経済的 な 要 因 」 、 「身分に

関す る 規制j、 「立候補環境 の整備」 に検討 を収倣 さ せ よ う と し てい る 。

こ の よ う に検討の対象 を 限定す る 理由 は、 前述 し た 通 り 、 「地方議会が

住民の理解 を 得 る た め にJ求め ら れる 議会の取組 を 進め る 課題 は 、 地方議

会がすで に 自 主 的 に検討 と 改革 を 進め て き た も の であ り 、 敢 え て 固 と し て

法制度化す る 必要 は ない と い う と こ ろ 、 そ し て 、 地方議会議員 の多様性 を

高め る た め の 重要 な 制 度改革であ る 地方議員 の選挙制度の見直 し の課題は 、

第32次地制調の 委員 の 地方議会関係者の意 向 に沿っ た も の で は な く 、 第32

次地制調に残 さ れた 時 間 に照 ら せば成案 に 至 る 見込みがない と い う と こ ろ

に 求 め ら れ よ う 。

微温的 な改革が果 た し て2040構想が 目 指す 自 治体の再編 に 向 け て の 「合

意形成 を 行 う 場」 と し て の議会 に つ な が る の か、 疑 問 に 思 われ る 。 も っ と

も 、 公共私の連携 を 進め る 手法 と し て公務員 の兼業 を許容す る た め の コ ン

セプトで あ る 「一人複役Jの発想に照 ら せば、 な り 手不足の解決手法 と し

て 挙 げ ら れて い る 4つ の制 度改革 は地方議員 に お け る 「一人複役」 を 許容

し拡大に資す る も の と も いえ る 。 それが地方議会 自 体 を 公 ・ 共 ・ 私の連携

の 下 に置 く こ と を 意味す る の で あれば、 地方議会の改革 に か か る 第32次地

制調の 目 的 は十分に達せ ら れた と いっ て よ いであ ろ う 。

( 1 )晴山 一穂・猿橋均編『民主的自治体労働者 論』 大月書庖、 2019年、 146-148

頁[本多滝夫執筆]

(2 )大 田直史「地方議会・議員のあり方改革の方向性J r自治と分権J 73号、
2018年54頁以下
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(3 ) 今井照「地方議員の年金復活 自民党の新法案が的外れすぎるJ r現代ピジ

ネスJ 2018年2月1 日 (http・//www.gendai.ismedia.jp/articles/ー/54306)

[追記]

脱稿後、 2020年6月26日に第32次地制調は、 最終答申としてí2040年頃から

逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制のあり方等に関

する答申」を内閣総理大臣に手交した。

答申は、 2040構想をめぐる最大の論争点であった「圏域マネジメントと二層

制の柔軟化」の法制度化を提言することをせず、 中間報告でも示された「地域
の未来予測」を市町村間が共有することで、 連携中枢都市圏、 定住自立圏、 市

町村合併を含む、 さまざまな広域連携の手法を市町村が自主的に選択すべきこ

とを提言している。 もっとも、 答申は、 連携計闘について市町村間での共同作

成の推進が可能となるような法制の整備を求めている。

地方議会の議員のなり手不足の問題については、 答申は、 あり方研究会およ
び専門小委員会で検討の対象とされた4つの課題 (①議員の法的位置づけ、 ②

議員報酬のあり方、 ③請負の禁止、 ④立候補環境の整備) をそのまま課題とし

て提示するにとどまり、 法制化すべき事項を具体的に提言することをしていな
い。 もっとも、 答申は、「団体規模に応じた議会のあり方についての新たな選

択肢の提示等も含めて引き続き検討すべきであるJとして、 あり方研究会や専

門小委員会では検討対象とされなかった、「町村議会のあり方に関する研究

会Jの報告書で示された2つの町村議会モデルを総務省が引き続き検討できる

余地を残している。

なお、 あり方研究会は、 第32次地制調の答申後も調査審議を継続している。

2020年6月29日には、 第7回会合を開催し、 地方議会議員の選挙制度の検討を

行った。

[報告書等掲載サイト]

・第32次地方制度調査会
総務省HP https:/ /www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/chihou_seido/ 

kaigi_back.html 

-自治体戦略2040構想研究会
総務省HP https:/ /www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/jichitai2040/ 

index.html 

-町村議会のあり方に関する研究会
総務省HP https:/ /www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/choson_gikai/ 

index.html 

-地方議会・議員のあり方に関する研究会
総務省HP httpsゾ/www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/chihogikai_giin/ 

index.html 
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第4章 県及び19市町の議会改革の現状

本章で は 、 滋賀 県 に お け る 議会改革の現状や課題 を 把握す る た め 、 滋賀

自 治体問題研究所が、 県お よ び県下 19市町議会事務局 に依頼 ・ 実施 し た ア

ンケートの 内容を整理 し、 い く つかの項 目 を抽出 し て検討す る 。

第1節 基本事項の調査結果

表 4 - 1 は 、 基本事項 と し て調査 し た項 目 の う ち、 条 例 で の 議員 定数、

議員 報酬、 政務活動費、 議会事務局 の体制な ど を ま と め た も の で あ る 。 予

想 さ れる こ と で あ る が、 各項 目 と も 、 県、 市、 町で大 き な差があ る 。

議員 定数 に つ い て 、 予算規模 と 人口規模 と の 関係 を 図 4 - 1 、 図 4 - 2 に

示 し た。 全体 と し て は、 予算規模、 人口規模が小 さ く な る ほ ど定数が少 な

く な っ て い る が、 予算規模、 人口規模共に低減傾 向 に 限界が表れて い る 。

つ ま り 、 予算規模や 人口規模が小 さ く な っ て も 、 一定数の議員 が必要 な の

で あ る 。

表4-1 議員定数、 報酬額、 政務活動費、 議会事務局体制

条例 年間 報酬総額 (円) 政務活動費 議会事務局 体制(人 )

県、 市町名 定数 議員一人 20.18年度
臨時 非

仏j 議長 副 議長 議員 あ た り 平均執行 備考 正職員数 嘱託職員 常勤磯良
(円/月) 率(%)

滋賀県 44116.520..350 14.328.874 13.486.∞o 300.000 87.0.2 
会派非所属 27 

14 日
2∞.∞o円 (育休1)

大i章市 381 10.525.140. 9.788220. 9.019.260. 70..'似泊 74.50 16 1 。

彦根市 241 8.522.640. 7245.840. 6.463.800 20.瓜)() 84.56 8 。 。

長浜市 261 7.369200 6.40.8.000 5.927.40.0. 20..瓜泊 54.30 7 。 。

近江八幡市 241 7.289.100 6.40.8.0.0.0. 5.767.20.0. 20..∞o 88 5 。 l 

草津市 241 6.696，別加 5.904脱却 5.316.∞o 30..0∞ 73 7 1 l 

守山市 221 5.拠4.0∞ 5.侃4.α)() 4.路4.∞o 20..833 89 年額25万円 6 I 

栗東市 181 6.728.40.0. 5.719.140 5.214.510. 2∞00. 約75 5 。 。

甲賀市 241 72ωαm 6247.8∞ 5.1ω7.∞o 2瓜削 89 6 l 。

野洲市 181 6.816.574 6.023.950. 5.548.374 10.000 78.9 5 。 。

湖南市 181 6.949.8∞ 6.0.0.2.10.0. 5.528.249 16.∞o 68.64 
(4月 分 は

5 。
24.0.00円)

高島市 181 6.1ω瓜泊 5236αm 4.774∞。 2瓜削 82五l 5 。 。

東近江市 251 7.3692∞ 6247且∞ 5.927.4∞ 20.ぼ)() 94.81 6 。 l 

米原市 181 6.341.000 5.231.324 4.755.750. 10.∞o 92 5 。 2 

日野町 141 5目126.400 4.0.0.5.∞。 3.684.60.0. なし 2 。 0..5 
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図 4 - 3 は 、 一般会計予 算額 と そ の予算額 に 対 す る 議員報酬総額 ( すべ

て の 議員の報酬額の総和 ) の比率 を 示 し た も の であ る 。 予算規模が小 さ い

ほ ど、 予算に 占め る 議員報酬総額の比率が大 き く な っ て い る 。 図 4 -4 に

示 し た議員個人の報酬額に つ い て も 、 同様の こ と がい え る 。 議員報酬 は 、

図4-1議員定数と予算規模
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革の取 り 組み に 向 けて増

員 さ れた 。 第 5 章第l節

お よ び資料編の 「大津市

議会のヒ ア リング結果J

で 紹介 し て い る よ う に

事務局 の 質量の充実は議

会改革の実現 に不可欠で

あ る (2)。

表 4 - 2 は 、 各 議会 に

お け る 質問種別 の質問 時

間 数 を ま と め た も の で あ

る 。 議会 に よ っ て異 な る

取 り 決 め があ る こ と がわ

か る 。

図4-4予算額に対する議員信人報酬額
園 2印曲
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50 

質問時間 は議員 が行 う 質問時間であ る が、 近江八幡市で は 、 当 局 の回答

時 聞 が含 ま れている 。 こ の方式は時間管理が容易であ る が、 議員 の 質問時

間の短縮に な ら ない運営が必要であ る 。 代表質問 について は、 市議会 で は

会派要件 を 2 人以上 と す る 結果、 1 名の政党や無所属議員 は代表質問がで

き ない。 「代表質問 」 の 定義 に関連す る が、 少数で も 市民の代表であ り 、

それが し っ か り 反映 さ れる べ き であ ろ う 。

表4-2 各議会における質問時間

代表質問 一般質問 議案質問 そ の他
質問種別 補足説明県、 市町名

の区別

滋賀県 概ね60分
120分/ 年、

上記 2 に含む 代表質問は 5人以上 の 会派 のみ
30分/ 議会

所属 議 員数 3 - 5人
当初提出 議案 に対 し て は議案質問 と

の会派司40分
一般質問を同時 に実施 し ており、 発

大津市
所属 議 員数6- 10人

60分 60分 言時間 は合わせ て60分。 追加提出様
の会派=今45分

案など に対し て単独 で質問する場合
所属 議 員数II人以上

は、 議案質問のみ で60分。
町 会派=>50分

彦根市 60 30 30 般質問 と 議案質疑 を合わせ て30分

(寵法 '20) 53-1 .  80 (80) 



滋賀県下の自治体議会改革の現状と 課題

長浜市
35分+ 会派 所属機民

40分 制限な し 当局 の答弁 時間 は含 まない
数x 3 分

代表質 問 は 2人以上 の 会派 のみ。 個
近江八幡市 2時間/ 議会 1時間/ 議会 人質問 の議員の持ち時間 は30分 (左

記 回答 は 当局 回 答時間含む)

基礎時間 20分+ 会派
構成 議員数x5分 (正

草海市 副 議長 を 会派構成 議 25分/ 議会 制限 時間な し
員数 に含み、 会派ご
と の上限 は60分 )

守山市 40分/ 議会 30分/ 議会 30分/ 議会

栗東市 0.75 。51 3 回 代表質 問 は 2人以上 の 会派 のみ可

0.5時間+ ( 3 分× 会
時間制限在

甲賀市
派 の人数 )/織 会

0.5時間/議会 L (再々 質

問 ま で)

野洲市 40分 30分 30分 代表。 1 会派40分以内

湖南市
25分+ ( 会派人数ー

30分 (答弁 20分 (答弁含む)
1 人x 5 分 )

高島市
30分+ ( 会派人数×

50分
時間関阻をし

代表質 問 は 2人以上 の 会派 のみ可
5 分 ) 3固まで

原則、 各 会派人数 に

議 員 1 人 当 た り5 分

を乗じ た 時間 に、 各

会派 10分 を加算 する 25分以内

東近江市 が、 そ の都度 議 会運 ( 3 月 は20分 定めな し 定めな し 定めな し 代表質問 は、 2人以上 の 会派 のみ可

営委員 会 に て決定 す 以内 )

る。 た だ し 、 代表質

聞 の 時間 は、 1 日間

で2∞分以内 と する。

米原市 40分/ 議会 30分/ 議会

日野町
1 時間 ( 答 同一 議題

弁 は除く ) 3 固 ま で

竜王町 時間関匝なし
愛荘町 30 

豊郷町 な し 30分/ 議会 質疑時間 制限なL U提案 3 固 ま で

甲良町 40分/ 議会

多賀町 0.5時間/議会

第2節 議会改革関連課題の調査結果

( 1 ) 議会基本条例の制定、 運用評価の状況 (0 2 )

ア ンケートの 回答全体は資料編 4 に示 し て い る が、 こ こ で は い く つ かの

特徴的 な 点 を 紹介、 検討す る 。 議会基本条例 は 、 議会 に よ っ て 多 少 の 差 は

あ る が、 議会及び議員の活動原則、 市民 と の 関係、 首長等 と の 関係、 議会

の体制 ・ 機能強化 な ど を 定め た も の であ り 、 議会改革 を すす め る 基本方針

と な る 。 Q 2 お よ び資料 4 - 1 に示す よ う に 、 県 と 13市 お よ び 日 野町、 竜
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王町、 愛荘町の 3 町が制定済であ り 、 豊郷、 甲良、 多賀 の 3 町が制定 に 向

け て検討中 と い う 回答で、あ っ た。

制定済の県お よ び市町は制定後 5 年以上が経過 し てい る が、 制定後 4 年

間 の 条 例 の 運用状況 を 議会全体 と し て評価 し 、 そ の 内容 を 公開 し てい る の

は 大津市 、 長浜市 、 米 原 市 だ け で あ る (大津市 は資料 4 ・1 お よ びQ 2

( 2  ) で は 、 評価未実施 と な っ ている が、 実際 に は2018年 度 に 実施 さ れ、

2019年 3 月 に結果が公表 さ れてい る ) 。 こ れ ら 3 市議会 は 、 運用状況 を 評

価 し て 今後の課題 を 明 ら か に す る 作業 を 行い、 次の取 り 組みへ と つ な げて

い る 。 草津市、 野洲市では特別委員会で評価 し 、 公開 し ている (3)。

県議会は 評価 を 実施 し ている がそ の 内容は非公開 と の回答で あ っ た が、

こ れで は 市民が判断で き ない。 議会運営委員 会な どで各年度の運用状況 に

ついて議論 さ れている と こ ろ も あ る が、 そ う した 内容に ついて も 積極的 に

公開 し てい く べ き であ る 。 議会の情報公開 こ そ、 市民の議会への信頼 を 高

め る も の で あ る と い う 視点が大事であ る 。 な お 、 運用実績の評価 ・ 公開 を

行 っ てい る 議会 は 、 2017年調査で は 、 全国 の制定済み と 回答の あ っ た689

議会の う ち、 13.1%で あ っ た(4)。 た だ、 評価活動 は評価そ の も の が 目 的 で

は な く 、 議会改革の 目 的が住民福祉の 向上の た め であ る こ と に 、 常 に留意

す る 必要があ る 。

( 2 ) 議会 における 議論の形式 (06、 07 )

一 問一答方式 は 、 県お よ び栗東市 を 除 く 18市町で導入 さ れている 。 た だ、

一 問一答方式は 、 10問 に対し10答、 50聞 に対し50答が準備 さ れる な ど、 議

論が深 ま ら ない と い う 問題 も 指摘 さ れている 。 そ の 本来の 目 的 は議会の審

議 を 深め る こ と で あ り 、 さ ら な る 改善、 工夫が必要で、あ ろ う 。 な お 、 2017

年調査で は 、 全国の導入 自 治体は82.8%であ る (5)。

首長の 反問機(Q 7 ) は 、 県、 東近江市、 豊郷町、 甲良町 を 除 き 設定 さ

れ、 2018年度 は 7 市町で実際 に 反聞が行われた。 全国では、 反問権導入が

52.6%、 2016年度 で の 行使が14.8%で あ っ た(6)。 反問権は首長 と 議会 と の
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聞 に 一 定 の 緊張関係 を 形成す る 効果があ る よ う で あ る 。 し か し 、 反問権 に

ついて は賛否両論あ り 、 「偽計」 と の批判 も あ る (7)。 どの よ う に 行使す れ

ば議論の充実 に つ な が る の か手探 り 段階 と 思 わ れ、 実践の 中 での工夫が待

た れ る 。

( 3 ) 通年議会制 (資料4・2 )

通年議会制 を 実施 し ている の は 、 滋賀県 と 大津市、 2019年度 か ら 守 山 市

で実施 と い う 状況で あ る 。 県 は従来 と 大き く 変 わ ら ない形で導入 し た た め 、

審議 日 数は 変 わ ら ない と 回 答 し ている 一方、 大津市 は審議 日 数が増 え た と

い う 回答であ っ た 。 いずれ も 災害時 な ど に迅速 な対応が可能 と な る こ と な

ど を メリ ッ ト と し て あ げている 。 し か し 、 個々の議員 か ら は、 拘束時 間 が

増 え 、 市民の 中 に 入 り そ の声 を 聞 く 時聞がな く な っ た と い う 不満 も 出 てい

る 。 市民の声 を 集約 す る こ と は議会 ・ 議員 の重要 な 活動 で あ り 、 「議会内

の 議 員 活 動 」 と 「 議 会外の 議 員 活動 」 の 兼ね合い が 今後 の 課題 で あ ろ

う (8)。 導入 し て い な い と こ ろ は 、 執行部側の負担 の 増 大 な ど を 懸念材 料

と し て あ げている が、 こ れ も 運用次第 であ る 。 な お 、 2019年 4 月 時点 で全

国で の 導 入 は 、 通 年 議 会 、 通 年 会期の両方 式 を 合わ せ て 約 60議 会 で あ

る (9)。

( 4 ) 議員閤討議 ( 資料4聞2 、 Q 8 、 9 )

「討議す る 議会」 は議会基本条例がめざす議会の基本像で あ る 。 議員 間 討

議 は 、 県 と 愛荘町、 豊郷町、 甲良町、 多賀町 を 除 く 15市町で は 条例 な どで

明文化 さ れている 。 愛荘町で は明文化 さ れていないが、 議員 間 討議が行 わ

れ てい る 。 大津市、 長浜市、 近江八幡市、 草津市、 野洲市の 5 市 で は頻繁

に 行 わ れてい る 。 県お よ び12市町で は2018年度 は 、 首長提案 に つい て の議

員 間討議 は 行 わ れ な か っ た 。 全国 の2017年調査 で は 、 22.1%で実施 さ れ て

い る (10)。 議員 間討議の 目 的 は 、 議案への議員 の 理解 を 深め 、 議会の共通

認識 と 協働に寄与す る こ と で あ る が、 そ れ に は議員 特 に 常任 委員 長 の 力 量

が間わ れている と の指摘 も あ る 。
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( 5 ) 市民 と の対話 (表 4 ・ 3 、 資料編 4 ・ 3 、 Q 1 3)

市民 と の対話 は 「新 しい市民参加方式」 と し て 、 各地の議会 で取 り 組 ま

れて き て い る 。 「首長 と 市民 と の対話」 は こ れ ま で多 く の 自 治体で行 わ れ

て き た が、 2000年代 ま で は、 議会 と し て の 「市民 と の対話」 は、 ど こ の 議

会 も 実施 し て こ な か っ た 。 「議会 に よ る 市民 と の対話J は 、 個々の議員 に

よ る 支持者 と の 懇談会や住民相談会 と は次元の異 な る も の で あ り 、 「議会

の説明責任」 の遂行 と 「政策議会Jへの発展 に 関 わ る も の で あ る 。

表 4 - 3 は 、 2018年 度 の 「市民 と の対話」 の実施状況 を ま と め た も の で

あ る 。 実施 し ていない議会は愛荘、 豊郷、 甲良の 3 町であ っ た 。 他は何 ら

か の 形 で 市 民 と の 対話が行 わ れ て い た 。 な お 、 2017年調査 で は 全国 の

53.1 % で実施 さ れて い る (11)。 最 も 多 い形式 は議会報告 会 で あ る が、 一 方

的 な 報告会 は議会側か ら も 参加す る 住民側 も 意欲がわ か な い と 各地で報告

さ れている 。

甲 賀 市 で は住民の よ く 集 ま る 「市 ま ちづ く り セン タ ー 」 な どへ常任委員

会が出 か け 、 住民の意見 を 聴、 く 試み、 彦根市で は常任員 会 ご と に 報告会 を

分担 し 、 該 当 議 員 がチ ラ シ を 配 っ て 宣伝、 ワ ー ク シ ョ ッ プ方 式や ワ ー ル

ド ・ カ フェ方式の導入 な ど、 様々な工夫が さ れ、 多 数の市民の参加 を 得 る

こ と がで き ている 。 一方的 な 報告会か ら 、 住民の意見 を 聴 く こ と 、 住民 と

と も に市の課題 を 考 え てい く こ と に方向転換 し てい る と 言 え る 。

県、 大津市や多賀町な ど 8 市 3 町で は 、 特定団体や特定テ ー マ での住民

対話が行われている が、 議会に よ っ て参加者数に差があ る 。 「住民 と の対

話」 は 議会か ら の 政策形成 と 結合 さ れ、 「政策議会j への発展 の重要 な 基

盤 と し て位置づけ ら れる べ き で あ ろ う (12)。

表4 - 3 住民との対話の実施状況 (2018年度)
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( 6 ) 公聴会、 参考人招致、 専門的知見の活用 (0 1 2)

2018年 度 に 公聴会が行 わ れた議会 は ゼロであ っ た が、 参考人招致 は 県、

大津市、 彦根市、 長浜市、 栗東市の 5 議会で行 わ れ た 。 公聴会 は 手続的 に

機能的 で な く 、 議会の会期な どの都合で設定 し に く い の で、 そ の代替 と し

て 近 年 は 参考 人招致の形で専門的 な 知見 を 活用 す る 方 向 に 進 ん で い る 。

2017年全国調査で も 公聴会 は0.1%の実施であ る が、 参考人招致 は 16.7%で

あ り 、 2010年調査の 12.6%か ら 着実 に 増 え て い る (13)。

( 7  ) 会議状況の イ ン タ ー ネ ッ ト 配信 (01 9)

竜王町、 豊郷町、 甲良町、 多賀町の 4 町を 除 く 、 県お よ び15市町で本会

議の イン タ ーネ ッ トの オンデマン ド 配信が行 わ れ て お り 、 議会の 公開 は進

ん で き た 。 2017年全国調査で は 、 52.9%で実施 さ れ て い る (14)。 議会 の 傍

聴 に来 ら れな く と も 、 別の場所あ る い は事後 に 議会 の 審議 を見 る こ と がで

き る こ と は、 住民が議会 と 議員 の活動 を 知 る う え で非常 に便利 で あ る 。 住

民側が こ れ を モ ニ タ ー す る 努力 や体制 に つ い て も 検討が必要であ ろ う 。

( 8  ) 議案に対す る 賛否の公開 (020)

すべて の 議案 に つ い て の各議員 の賛否 を 公開 し て い る の は 、 県お よ び14

市町で あ る 。 守 山 市、 日 野町、 竜王町、 多 賀 町 は 非 公 開 、 甲 賀 市 は 意見

書 ・ 請 願 に つ い て の み 公 開 さ れて い る (甲 賀 市 で は 2020年 3 月議会か ら

HP上 での会議案の公開へ改善) (15)。 住民か ら み る と 、 自 分たちが選 出 し

た個々の議員 が、 議案や請願、 意見書 に対 し て どの よ う な 態 度 を と っ た の

か は 知 り た い 、 知 る べ き 情報であ り 、 知 ら せ る こ と は議会の義務で あ る 。

代表の行動 の公表は代表制民主主義の大前提で あ る 。 賛否の 非公 開 は議会

の情報公 開 の 原則 に 反 し て お り 、 直ちに改善すべ き であ る 。 2017年全国調

査で は57.4%の議会が、 すべて議案 に 対 す る 議員個別の賛否 を 公 開 し て い

る (16)。

( 9  ) 請願 ・ 陳情 での市民の提案説明 (01 0) 一 市民の議会へ の 参加

陳情 ・ 請願 に お い て 「市民の希望で認め る 」 の は 、 大津市 な ど 4 議会 で
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あ る 。 「議会が必要 と 認め た と き 」 に 限定 し てい る の が12市町で あ り 、 こ

れ ら の う ち、 2018年 度 に 実際 に市民 に よ る 提案説明が行われた の は 、 大津

市、 長浜市、 栗東市、 甲賀市、 米原市の 5 市だ、 け で、あ っ た 。 滋賀県、 彦根

市、 守 山市、 高島市、 豊郷町、 多賀町の6議会は 「想定 し てい な いJ と 回

答 し てい る 。 議会で活動す る の は議員 だけであ る と い う 古い固 定観念 に 基

づ く 旧来の議会運営 に おいて は 、 紹介議員 の説明や賛成討論だけで良い と

済 ま さ れて き た。

し か し 、 今 日 、 「市民の参加す る 議会Jí討論の場 と し て の 議会Jí討議

広場(フォー ラ ム) と し て の 議会」 への改革 を めざす視点か ら は、 請願 ・

陳情 し た市民 自 身 に よ っ て提案の趣 旨 を 説明 し て も ら い、 それについて議

員 が質疑 を す る こ と が、 主権者であ る 市民 に 対す る 「議会の責任」 を 果 た

す う え で不可欠で あ る 。 ま た 、 資料 4 -2 の項 目 6か ら 分か る よ う に 、 請

願 ・ 陳'1育の採択 に あ た っ て 「反対討論が必ず行われ る 」 の は 、 甲賀市、 日

野町、 竜王町、 豊郷町の 1 市 3 町だけで、 他は 「反対討論が行 われ な い こ

と があ る 」 と な っ てい る 。 こ れは、 実態 的 に は 「反対討論 な し の採決での

否決Jが行 われている と い う こ と であ り 、 市民か ら 見れば 「問答無用 の否

決」 と な る 。 こ れ で は 、 市民 に対す る 「議会の説明責任」 は果た さ れてい

ない。 議会 は と こ ろ て んの押 し 出 し道具の よ う に 、 陳情 ・ 請願 を 機械的・

効率的 に処理すれば良い と い う も の で は ない。 思想信条 を 問 わず、 市民の

声 に 誠実 に 向 き 合 う と こ ろ か ら 、 「市民 に聞かれた議会」 が始 ま る 。 北海

道栗 山町議会は、 議会基本条例で 「特別 な理由 がない限 り 、 委員 会 に お い

て提出者代表の意見 を 聴 く 機会 を 設 け な ければな ら ないj定 め て い る 。 議

賀 県下 の議会で も 早急 な 改革が求め られる (17)。

( 10) モ ニ タ ー ・ サ ポ ー タ ー制度 (Q28 ( 2 ) )  

議会活動 に住民参加 を 得 る 方法のーっ と し て議会モ ニ タ ー、 サ ボ ー タ ー

制度が、 議会改革議論の 中 で提案 さ れている 。 2015年調査で は県下 で は こ

う し た制度 を 導入す る 議会 は な か っ た が、 今回 の調査で野洲市が広報紙の
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作成 に こ の制度 を 導入 し て い る と い う 回答があ っ た。 内容に つ い て注 目 し

て い き た い。 2017年全国調査で は、 何 ら かの形の モ ニ タ ー ・ サポート制度

の導入 は3.8% (56議会) と ま だ ま だ少 な い(18)。

( 1 1 ) 政策討論の場 (Q25)

政策審議の た め の新た な場の設定 も 、 議会改革の内容の一つ で あ る 。 政

策討論の た め の特別な場 を 設定 し て い る の は 、 前述の 政策検討会議 を 設置

し て い る 大津市 と 今回調査で新た に設置 と 回答 と し た草津市 だ け で あ る 。

大津市の政策検討会議 は議会改革の重要 な 成果の一つ で あ り 、 議会活性化

に 大 き な貢献を し て い る 。 他 に 、 常任委員 会や特別委員 会 で の 開 催実績が

あ る の は 、 東近江市 だ け で あ る 。 2017年全国調査で は 、 特別な場の制度設

置が10.5%、 「開催実績あ り J が7.2%で あ り 、 ま だ ま だ、拡がっ て い な い (9)。

( 1 ) 騎瀬克也 ・ 自治体議会改革 フ ォ ー ラ ム 編著 『議会改革 白書2016年版j 2016年、

生活社。 この 白 書のデー タ の分析は、 問書の「調査結果概要J130-154頁、

参照。 また、 2017年調査も加 えた分析は、 長野基「統計で見る自治体議会の

変容j 庚瀬克也編著 『自治体議会改革の固 有性と普遍性j 12-41頁、 参照。

(2 ) 清水克士「議会局「軍師」 論一議会事務局のサポ ー ト体制と議員との関係」

『 ガパナ ン スj 20日年 5 月、 37-39頁 ; 同「自治体議員と議会局 職員の距離 ・

関係一統 ・ 議会局「軍師J論J�カ事パナ ン スj 2019年 6 月、 32・34頁、 参照。

( 3  ) 大 津市議会の議会基 本 条 例 を踏 ま え た「議会活 動 の 評 価 」 報告書は、

https:/ Iwww.city.otsu.lg.jp/gikai/news/23495.html ; 草津市議会の談会基本

条例の取り組み情況の検証は、 https:llkusatsu-shigik ai.jpII04assembly/

index2.html 野洲市議会の談会改革報告書は、 https:llwww.city-yasu.lg.jp/

gyouseil gikail gikai/1454413349603.html 

(4 ) 長野基「統計で見 る 自治体議会の変容J 18 頁、 表 1 -2。 以 下で引用 する長

野論文の2017年度全国調査の回答母数は、 1485自治体議会である。 問、 15頁、

表< はじめに>ー2参照。

( 5  ) 長野基 「統計で見 る 自 治体議会の変容J 25頁図 3 -2参照。

( 6  ) 長野基、 前掲、 25頁、 図 3 - 3 参照。

( 7  )金井利之 『自治体議会 取扱説明書.1 105-109頁、 参照。

( 8 )金井利 之、 前掲、 134-141頁 ; 高沖秀宣 『自治体議会改革講義.1 47-52頁、 参
日目。

( 9  ) 自治体議会改革 フ ォ ー ラ ム 、 http://www.gikai-kaik ak u.netlgikaikaikak u_

kaiki.htmlo 2020年 5月11日ア ク セス。
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(10) 長野基、 前掲、 26頁、 図 3 - 4 参照。

(11) 長野基、 前掲、 21頁、 図2- 3 参照。

(12) 土山希美枝 n-質問力」でつ く る政策議会j 公人の友社、 2017年 ; 同「政策

議会の政策過程と「争点資源」開発J庚瀬克也編著 『 自 治体議会の固 有性と

普遍性J 103-127頁。 江藤はた ん な る「議会報告会」か ら の脱却を強調し、
「住民との対話Jを議会か ら の「政策サイ ク ル」の起点と位置づける。 江藤

俊昭 『議会改革の第2ステ ー ジJ 21-23、 71-76頁参照。

(13) 長野基「統計で見る 自 治体議会の変容J19頁、 図2- 1 参照。

(14) 長野基、 前掲、 29頁、 図 4 ・2参照。

(15) 甲 賀 市議会事務局に確認したところ (2020年 5月12日) 、 資料編Q20の甲 賀

市の欄では「重要議案についてのみ各議員の賛否公開」欄にOが付いている

が、 実際には賛否の公 聞は意見書と請願に関してだけである。 一般議案は

「賛成多数で可決Jと記載。

(16) 長野基、 前掲、 30頁、 図 4 - 3 、 参照

(17) 江藤俊昭 『議会改革の第2ステ ー ジj 110・111頁 ; 高沖秀宣 『 自 治体議会改

草講義j 57-58頁、 参照。

(18) 長野基、 前掲、 22頁、 表2-2、 参照。

(19) 長野基、 前掲、 24頁、 図 3 - 1 、 参照。

第 5 章 滋賀県下の議会での特徴的 な 取 り 組み

議会改革の 進展 の 中 で、 滋賀県下の 自 治体で も 先進的 な取 り 組み が行 わ

れ て い る 。 こ こ で は 、 そ の 中 で も 特徴的 な 大津市 の 議会 改 革 の 取 り 組

み(1)、 米原市 と 彦根市の議会改革の 自 己評価 を 紹介す る 。

第1節 大津市議会の議会改革

本調査研究で は 、 調査活動の最初に、 大津市議会の議会事務局に議会改

革 の 状況や 課題 に ついて のヒ ア リング を 行 っ た(2)。 岡 市議会 の 改革 は 、

早稲田大学マ ニフェスト研究所の2018年度調査で は全議会で 2 位、 64中核

市 の 中 で 1 位に ラ ンク さ れ、 全国的に控 目 さ れ て い る (3) 。 そ の特徴であ

る 政策検討会議、 大学連携 と 議会事務局体制に ついて紹介す る 。

( 1 ) 政策検討会議 (4)

表 4 ・1 か ら 分か る よ う に、 政策検討会議の テ ー マ は 、 議会改革に関 わ
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る 条例の検討 ・ 立案 だ け で な く 、 い じ め防止条例、 災害対策基本条例 、 が

ん対策推進条例 な ど、 市の具体的 な 政策 に 関 わ る も の があ る 。 ま た 、 政 策

づ く り に 当 た っ て は 、 必要に応 じ て 執行部か ら の助言、 参考人招 致 、 公聴

会 の 開 催 な ど、 議会 と 議員 内 部ですべて を カ バー す る の で は な く 、 開 か れ

た 形で執行部や外部の専 門 家 の 知 見 な ど を 積極的 に活用 し て い る こ と が、

そ の 活動 を 支 え て い る 。 ま た 、 こ の政策検討会議での政党 ・ 会派 を 超 え た

具体的 な 政策 を め ぐ る 話 し 合 い は 、 政党 ・ 会派間 の信頼の醸成 と 、 お 互 い

を 「話 の で き る 議員 ・ 政党 ・ 会派j と し て 認め合 う 関 係 を 形成す る こ と に

寄与 し て い る 。 そ の結果、 少 し ずつ 「チ ー ム 議会」 がで き つ つ あ る 。 こ の

よ う な 体制づ く り が、 議会事務局体制の充実 と あ い ま っ て 、 そ の旺盛 な 活

動力 を 支 え て い る 。

! (仮称}機会懇級 !M
! 会制度 !W 
安否温扇面専一 - -� ， I 

執行筋からの劫雷、 参考人
招致、 公纏会の罰開催

i&!I!績鈴会B・ (政策立案を目槻に具体的な鍋査研究を行う会織)

大津市織会

l m姐服員会 i 

ι一嚇ののうち‘ 擁金z簿E嘗曇員金で費閑
が柿られた唱古に股量

星野i i- 平iiif joE 
図 4 ・ 1 大津市議会政策検討会議
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表4-1 大津市議会政策検討会議における取組

H 23(2∞8) 議員政治信理条例

H 24 (2∞9) いじめ 防止条例

H 25 (20l0) 「議会BCP (業務継続計画) J を策定

H 26 (2011 )  議会基本条例

砂 (2012) 災害対策基本条例

砂 (2013) いじめ 防止条例の改正

H 27(2014) 「議会 ミ ッ シ ョ ン ロ ー ドマ ッ プj を 策定

。 (2015) がん対策推進条例

H 28 (2016) 大津市議会 意思決定 条例 (1議決事件J 1専決処分 J の拡大)

継続中 の課題
- 議会 に お ける 行政評価

， (仮称) 土地利用基本条例

表 4 - 1 に は記載 さ れていないが、 平成29年度以降、 「若者の議会への 関

心 と 投票率向上への仕組みづ く り J(2019年 3 月 に市議会議長への 報告 と

市長への提言 を 提出 ) 、 「公文書管理の あ り 方J を テ ー マ に検討 を 進め てい

る 。

( 2 ) 大学 と のパー ト ナ ー シ ッ プ協定

龍谷大学、 立命館大学、 同志社大学 と の協定が締結 さ れて お り 、 政策検

討会議 に お け る 専門的知見の活用 や議員研修 を 推進す る 力 と な っ てい る 。

大学 と 自 治体 と の協力協定は数多いが、 議会独 自 の大学 と の協力協定 は ま

だ ま だ少ない。 こ こ に も 、 二元代表制 の一方の独立機関 と し て の、 大津市

議会の 意志が現れている と 言え る 。

( 3 ) 議会事務局体制 の充実

第 1 章で も 述べた よ う に 、 今 日 、 議会活動の活性化 と 改革の推進基盤 と

し て 、 議会事務 局 の 充実が共通認識 と なりつつ あ る 。 第 3 章で見た よ う に、

大津市 の議会事務 局 は他市 と 比べて人数及び組織体制 が充実 し て お り 、

「議会 局 」 と い う 名称の議会総務課 と 議事調査課の 2 課体制 で あ る 。 ま た 、

議会局職員 の意識 も 高 く 、 一種の 「軍師」 と し て議会改革 を 引 っ 張っ てい

る 。 議会局職員 は 、 も はやかつ て の よ う な議員 の 「世話係」 で は ない。 職

員 は 、 議会運営 と 議会活動 の 「先例Jr標準Jr横並びJr ひ と ご と 」 意識

を 脱却 し 、 ボトムア ッ プで改革 を 提起 し 、 「チ ーム議会J と し て 議員 と 議
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会事務局 (職員 ) が協働関係を構築 し て い る (5)。

( 4 ) 争点解説 と 議会質問の成果 を 伝 え る 『市議会 だ よ り 』

大津市議会の 「市議会 だよ り 」 に は大 き な 特徴があ る 。 そ の第一 は 、 議

会事務局 の責任で、 各議会審議での重要争点 に つ い て 、 市 当 局 の 主張 と 議

員 の賛成、 反対の議論を ま と め る こ と で、 市民 に何が争点 か を分か り や す

く 示 し て い る 。 例 え ば、 2019年 4 月 30 日 の 143号で は 、 前 年 か ら 市民 の 聞

で大 き な 関心 を 呼ん で い た 「市民セン タ ー 」 の支所機能 の集約化 な ど、 そ

の機能 の あ り 方 を め ぐ る 問 題 に つ い て 、 市 の 方針 だ け で な く 、 市 民 か ら

3 万筆以上の 反対署名が出 さ れた こ と 、 市 の 当 初 案 と 実施案 の 変更 内容等

を 紹介 し 、 「議会や市民の 意見が一定反映 さ れた 形 と な っ て い る 」 と 踏み

込ん だ解説 を し て い る 。 ま た 、 支所の人員減や取扱業務の 窓口時間の 見直

し に つ い て 、 「配置人員 数の再考 を 求め る 意見が相次い だ」 と 議論情況 を

紹介 し て い る 。 「賛成多数で可決」 と い う 、 た ん な る 報告 の 「市議会だよ

り 」 で は な く 、 「討議の広場」 と し て の 議会 と い う 方 向づけ を 明確 に し て

い る 。

第二の特徴は、 「市政 ピフォー ・ ア フ タ ー 」 欄 で は 、 「議員 の 質 問 と そ の

後 を 追跡 し ま し たJ と し て 、 議員 の 質 問 内容 と そ の 時の市の回答 を 並べ、

そ の要望が、 そ の後に予算が付い て 「実現」 し た 例 を 報告 し て い る 。 議会

審議での 質 問 や 要望の実現を 、 特定議員 の成果 と し て で は な く ( そ れ は 、

個々の議員 や 会派がそ の議会報告で行 う ) 、 「議会」 審議 に よ る 市民要求の

実現 と し て 報告 し て い る 。 こ のよ う に 大津市議会の 「市議会 だよ り 」 は 、

そ の改革理念で あ る 「チーム議会」 を 表現す る も の と な っ て い る 。

( 5 )  r市民の議会参加」

市民の議会参加 を 推進す る た め の方策 と し て 、 2020年 4 月 に市民生活 に

直結す る 重要 な 行政課題 に 関 し て 、 「賛成Jr反対」 双方の立場の市民等か

ら 議場で意見 を 聴 き 、 議会での議論 に 生 かす た め の仕組み と し て 、 「市民

課題広聴会J を 設置 し た (6)。 こ れ は 、 現行の法制度 と し て存在す る 公聴
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会の使い勝手が悪いた め 、 「市民 の議会参加 」 の推進の た め に 、 市議会規

程を 定め る こ と に よ り 、 機動的 に運用 で き る 制度 を 新設 し た と 評価で き る 。

( 6 ) 大津市議会の議会改革の評価

大津市議会は 、 早稲田大学 な どの調査で高い評価 を 受け て い る こ と も あ

り 、 多 く の視察があ る 。 高 く 評価 さ れつ つ も 、 「 と て も あ そ こ ま で は ゃ れ

ない」 と い う 感想 も あ る 。 改革 は事務局の努力 が大 き く 、 議員 か ら も 事務

局 に ヲ ! っ 張 ら れて こ こ ま で き た と い う 感想がだ さ れている 。 大津市議会 と

い う 先駆者 に刺激 さ れ、 第 3 章で見た よ う に滋賀県下 の他の議会 も 旧来の

慣習 に安んず る こ と な く 、 で き る こ と か ら 改革 を 進 め てい る 。 ま た、 滋賀

県下の市議会事務 局 で 「軍師ネ ッ トワ ー ク 」 を 形成 し 、 相互の研鑓 に 励 ん

でいる 。

第2節 議会基本条例の運用の検証例 : 米原市 と長浜市

滋賀県で、議会基本条例の運用 の評価 を行っ た の は、 県議会 と 大津市、 米

原市、 長浜市、 草津市、 野洲市の 5 議会であ っ た。 アンケート調査票 に示

さ れている よ う に、 草津市 と 野洲市 は議会改革特別委員会で年 1 回以上の

見直 し を 行い、 HPで公開 し ている 。 こ こ で は 4 年 に 1 度 の 本格 的 な 検証

を行っ ている 米原市 と 長浜市の二つ の市議会の評価 を 紹介 し 、 そ の 意味 を

考 え る 。 な お 、 二つ の議会 と も 早稲田大学マ ニ フェスト研究所の2018年の

改革度 ラ ンキングは高 く 、 長浜市が19位、 米原市が51位で あ る (7)。

そ も そ も 、 議会基本条例 の検証 ・ 評価 を行 う 目 的 は 、 議会基本条例 に定

め た改革事項を 実施 し た か ど う か、 実施 し た 改革内容の確認 と 実施 に よ っ

て明 ら か に な っ た 課題、 ま た未実施の場合は そ の 理 由 を 自 ら 考察す る こ と

に よ っ て 、 議会改革 を さ ら に進め、 議会力 を 強化 し 、 地方 自 治体の 目 的 で

あ る 住民の福祉の 向 上 と 市民 自 治の発展に努め る こ と に あ る 。

( 1 ) 米原市議会

米原市議会 は 、 2013(平成25) 年11月 に議会基本条例 を 制 定 し た 。 こ の
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条例の第28条 に は 「議会 は 、 4 年 に 1 固 ま た は必要 に応 じ、 こ の 条 例 の 目

的 が達成 さ れて い る か を 議会運営委員 会 に おいて検証す る 。 」 と 明示 し て

いる 。 それに基づいて2016 (平成28) 年 7 月か ら準備 を し 、 議会運営委員

会 と 全員協議会 で の 検証作業、 議員研修、 検証 ア ド バ イザー (大学 の専門

研究者) か ら の助言 と 協力 を 受 け 、 2017年11月に検証結果 を 公表 し た。 こ

の検証結果は紙面の大 き さ の 関係で本稿に は掲載で き ないので、 詳細 は 米

原市議会のHP を 参照 し ていた だ き たい(8)。

検証方法 は 、 第一 に 、 検証 シ ー ト を 作成 し 、 そ れ に そ っ て 検証作業 を

行 っ ている 。 具体的 に は 、 議会基本条例の条文 を ， 1 . 市民 に聞かれた 議

会 J， 2 . 議員 の 公平性 、 透明性J， 3 . 議会の体制の強化J ， 4 . 評価お

よ び検証」 に 4 分類 し 、 それを 12の具体的 な取組 目 標 に整理 し 、 12の取組

目 標 の それぞれ に 関連 し た 具体事業 を 項 目 と 実績 を 挙 げ て 検証す る 形 を

と っ てい る 。 公表 さ れた 評価結果 は非常 に わ か り やす く な っ てい る 。 第二

に 、 行政評価 の 手 法 も 入れ て 、 検証 シ ー トの 「評価結果J に 5 段階評価

(，未着手」 か ら 「 目 標達成J ま で) 、 「課題等」 に ア か ら カ ま で の 6段階評

価 ( ，要検討」 か ら 「そ の 他」 ま で) を 付 け てい る 。 第三に 、 認識の共有

の た め に 、 作業の過程で議員全員 に よ る 研修会 と 検証 シ ートの 内容 に つ い

て の 意見交換 を 行 っ ている 。 第四 に 、 今後の方 策 に ついて専門家の助言 を

受 け 、 議論 を し 、 専門家の外部評価 を 受 け ている 。

検証結果の 中 で重要 な こ と は 、 段階評価 の 点 数以上 に 、 「課題等Jが明

確 で あ る か、 そ し て 、 「今後の 方策」 が ど こ ま で具体的 かい う 点 で あ る 。

こ の点 は、 米原市の検証結果 は明瞭かつ具体的 に 書かれて お り 、 こ れが実

践 さ れれば、 議会活動のいっ そ う の活発化が期待 さ れ る 。

議会改革、 議会活動の活発化 と い う 課題 は 、 ア ド バ イザー が指摘す る よ

う に 「 ゴー ル の な い課題J で あ り 、 「継続的 な努力 」 が求め ら れ る 。 そ の

た め に も 議会活動 を 市民 に 「見 え る 化」 し 、 「市民 自 治 を 活発化」 す る こ

と が今後 と も 大 き な 課題であ る 。 米原市議会 は こ の検証結果 を 受 け 、 2017

(随法
.
20) 53-1 . 93 (93) 



論 説

年11月か ら 2021年10月 ま での新た な 議会改革実施計画 を 策定 し た。 そ こ で

は 、 議 員 の 任期の 4 年間 を 前後期に分け て具体的 な計画 を 立て てい る 。

「市議会だ よ り 」 の副題 は 、 市議会が 目 標 と す る 「討論の広 場」 で あ る 。

こ れは誌面 に も 現れて お り 、 重要議題 に 関 し て 争点 を 分か り やす く 伝 え る

工 夫 が試 み ら れて い る 。 例 え ば、 住民投票条例 に 関 し て は 、 「 ク ロ ー ズ

ア ッ プ討議 ク ロ討」 と い う 欄 で議会で の 「賛成Jí 反対」 討論 を 要約 し

て 論点 を 明確 に し 、 委員 会での票決数 と 本会議の票決数 も 掲載 し 、 結果 を

明確 に 知 る こ と がで き る よ う に さ れている (í市議会 だ よ り J58号、 2019

年10月30 日 ) 。 ま た 、 見 出 し の工夫 も さ れている 。 し か し 、 ど こ の 「議会

だ よ り も 」 悩 んでいる 点であ る が、 個々の審議 に ついて は 、 旧来通 り の 委

員 会報告、 議員 の 質 問 と 執行部の回答 を 書 く 形で あ り 、 市民 に 論点 を 分か

り やす く 伝 え る 所 ま で、は行 っ ていない。

他方で は別の 問題 も あ る 。 活発な 議会改革 に も かか わ ら ず、 市議会議員

選挙の投票率 は減少傾 向 に あ る 。 2005年76.84%、 2009年68.40%、 2013年

66.71 % と 低下 し てい る 。 2017年 は衆院選 と のダブ ル 選挙 で あ っ た た め に 、

68.35% と 少 し 持ち直 し た が、 2005年 に は及ばない。 市長選挙 は 、 2009年

68.73%、 2013年61.88%、 2017年51.73%であ り 、 市長選挙 よ り も 市議会議

員 選挙の方が、 市民 に と っ て よ り 身近 な 代表選出 であ る がゆえ に、 少 し投

票率が高い。 代表制民主主義 に おいて は選挙がそ の正統性 の最大根拠で あ

る 。 市民の投票参加 を 高め る た め の 、 市議会 と 市行政の総力 を 挙げての抜

本的 な 取 り 組みが求め ら れて い る 。 広域合併 と 議員 数の 減 少 に よ り 、 議

会 ・ 議員 と 行政が 「遠 く な っ たJこ と が大 き な影響 を 与 え ている と 考 え ら

れる が(9)、 それゆえ に創意あ る 取 り 組みが必要であ る 。

な お 、 市長提案で、 2019年 9 月に 自 治基本条例(平成25年制定) 17条 に

定 め ら れて い た が制 定 さ れ て な か っ た 常設型の住民投票条例 を 制 定 し た

( 9 対 8 で議会が可決) 。

( 2 ) 長浜市議会
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長浜市議会 は2013 (平成25) 年 9 月 に議会基本条例 を 制 定 し た 。 議会基

本条例の 第26条 に 「議会 は、 別に期間 を 定め、 こ の 条 例 の 目 的 が達成 さ れ

ている か ど う か を 議会運営委員 会 に おいて検証 し、 そ の結果 を 市民 に積極

的 に 公表す る も の と し ま す。 j と 規定 し て お り 、 こ の 規 定 に 基づいて 検証

を 行 っ た 。 検証作業 は2017年 3 月 に 開始 し、 検証結果が2017 (平成29) 年

9 月 に 公表 さ れた 。 検討結果 に ついて は、 紙面の 関係で こ こ に は掲載で き

な いの で、 長浜市議会のHP を 見ていた だ き たい(10)。

長浜市議会の議会改革の進め方は、 以下 の と お り で あ る 。 条 例 制 定 の 翌

年 (2014年) 10月 に 、 「議会 の 活性化 に 関 す る 検討 に つ い て 協 議及 び提

言」 を 行 う た め の議会活性化検討委員 会 を 設置 し た 。 こ の検討委員 会が、

条例 に 定 め た様々 な 議会改革の諸事項の具体的 な 実 施 に 関 し て 議論 を 行い、

議会運営委員 会・会派代表者会議・全員 協議会 と の往復作業 を 通じ て 答 申

を 出 す。 早急に対処すべ き 事項や中期的事項等 に区分け し、 進捗状況 を 管

理 し、 議員研修 も 実施 し つつ、 諸改革 を 着実 に 実施 し て き た。 こ の検討委

員 会 は、 議員 の半数以下で構成 さ れ (2020年 3 月 ま で は 9 人、 総議員 定数

は26人) 、 議長の諮問委員 会の性格で あ る 。 議会運営委員 会 は 議会の運営

業務があ る の で、 それ と は別の委員 会 を 設け る こ と は、 一つ の 方法で あ ろ

う 。 今後の 方 式 は、 検討中 と の こ と で あ る 。

検証方法は、 第 一 に 議会基本条例 の条項に即 し て議会活動・改革の検証

項 目 を 20 に 整理 し、 検証チェ ツ ク シ ート を 作成 し てい る 。 第二 に項 目 ご と

に 「現状等」 を 確認 し 、 「今後の取 り 組み 」 で 「要検討J I改善・拡充」

「継続j に分け、 具体的 に取 り 組む内 容 を 書いてい る 。 第三に 専門家 に よ

る 全議員研修 と 助言 を 経て、 検証作業 を行っ ている 。

ま た、 改革の不断の継続 と ス ピ ー ドい う 点 で も 高 く 評価 で き る 。 検証結

果 を 受 け て、 すぐ さ ま 議会活性化検討委員 会が、 「要検討」 と さ れた項 目

について順次検討 を 開始 し、 答申 を 出 し、 改革に着手 し ている 。 2019 (平

成31) 年 1 月 に は、 現在の議員 の任期中の 「市議会活性化検討ロー ドマ ツ
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プ」 を 作成 し 、 全議員 が課題 を 共有で き る よ う に し ている 。 そ し て 、 こ れ

に 基づいて、 具体的 な 実施案 を 答 申 し 、 着実 に実施 し てい る 。

し か し 、 こ の よ う な 議会改革 に も かかわ らず、 長浜市議会選挙で も 投票

率の低下が顕著で あ る 。 2010年64.14%、 2014年57.82%で、 2018年46.54%

と ついに半数 を 割 っ た 。 約 10年で約20% も 低下 し て お り 、 放置で き る 状態

で は な い。 市長選挙 も 同じ傾 向 で あ り 、 2010年58.4%、 2014年46.28%、

2018年43.98%で あ る 。 投票率が半数 に満た ない こ と は 、 地方議会 と 自 治

体が地域の 政治 と 住民 と の 関係の変化に対応 で き ていないこ と の表れであ

り 、 地方政治の危機で あ る 。 抜本的 な 本気の取 り 組みが求め ら れる 。

( 1 ) 主な議会改革の内容については、 大津市議会HP Iこれまでの主な議会改

草Jを参照。 https://www.city瓜su.lg.jp/gikai/kaikaku/13906755357 42.html 

大津市議会HP I議会活動の評価Jhttps://www.city .otsu.lg.jp/gikai/ 

newsl23495.html参照。

(2 ) ヒ ア リン グ内容は、 資料1 を参照。
(3 ) 早稲 田大学マニ フ ェ スト研究所HP、 https:l/www.waseda-manifesto.jp/

gikaikaikaku 

( 4 ) 大津市議会HP、 https://www. city.otsu招.jp/gikai/kaikaku/1459823122646. 

html 

( 5 ) 清水克士、 前掲、「議会局「軍師」 論」、 参照。

(6 ) 大津市議会HP、 https://www.city.otsu.lg.jp/gikai/news/32193.html

( 7 ) 早稲 田 大学マニ フ ェ スト研究所HP、 https://www.waseda・manifesto .jp/
gikaikaikaku 

( 8 ) 米 原 市H P 、 h t t p s : /  / w w w . c i ty . m a i b a r a . lg . j p / ma t e  r i  a l l f i l e s /  

group/52/28039176.pdf 

( 9  ) 平成の大合併と投票率低下との関係については、 堀内匠 11平成の大合併」
の効果としての投票率の低下Jr自治総研j 368号、 2009年 6 月、 86-108頁 ;

河村和穂 『市町村合併をめぐる政治意識と地方選挙』 木鐸社、 2010年、 参照。

(lQ) https・//www.city.nagahama.lg.jp/cms臼es/contents/0000oo3/3161/kensyou.

pdf 
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第 6 章 議会活性化 と議会改革の今後の課題

近年、 議会改革 は 第 2 ステ ージに入 札 議会改革のメニ ュ ー は 出 そ ろ い、

今後の重要 な 課題 は政策づ く り と 議会への市民参加 で あ り 、 そ の実現の た

め に は議 員 力 ・ 議会力 の 向 上 が必要 で あ る と 言 わ れ て い る (1)。 滋賀 県 下

の議会 で は さ ま ざ ま な体制上の制約や改革の取 り 組 み の 早い遅い も あ り 、

すべて の面で同 レベルの取 り 組みは難 しいで あ ろ う 。 そ の よ う な 条件の相

違 を 考慮 し つ つ も 、 本章で は こ れ ま で の 考 察 を 踏 ま え て 、 と く に 住 民 の

「 関 心 を 強 め る 、 協力 を 得 る 、 参加 を 得 る 」 と い う 点 か ら 、 今後の 課題 を

提起す る 。

第一 の 課題 は 、 議会改革お よ び議会活動の評価 と そ の公表で あ る 。 県 お

よ び13市 3 町で議会基本条例 は制定 さ れている が、 そ の 運用 状況 の 評価 を

含め て 、 議会改革 ・ 活動の評価 を 実施 ・ 公表 し てい る の は、 大津市、 長浜

市、 米原市、 草津市、 野洲市の 5 市 だ け で あ る 。 評価活動 は 持続的 な 議会

改革の基盤 と な る も の であ り 、 すべて の議会で取 り 組む こ と が求 め ら れ る 。

ま た 、 今後は そ の際、 住民参加や住民意見 を 取 り 入 れ る 努力 が必要 で あ る 。

第二は、 政策づ く り と そ の た め の 「議員 力 ・ 議会力 」 の 向上 で あ る 。 政

策づ く り の 方法 と し て 、 モデル と な る の は大津市議会の 政策検討会議であ

る 。 大津市議会の検討会議 は2008年 に 設置 さ れ、 本年で12年 の 蓄積 と 経験

を 積み重ねて お り 、 他の議会が一朝一夕 に真似で き る も の で は な い。 し か

し 、 そ れぞれの実情 に あ っ た政策協議の場 を つ く る こ と は可 能 であ ろ う 。

長浜市議会の よ う に 、 常任委員 会 レベルでの議員 聞 の 自 由 討議の機会 を 増

や す こ と 、 そ れ に よ る 議員 同士の信頼関係 を 醸成 す る こ と 、 「住民 と の 対

話JI住民懇談会」、 陳情 ・ 請願での市民の説明 と 質疑、 参考人招致 な ど を

通じて の住民の声 と い う 「政策資源Jの活用 な ど、 様々な 仕組み と 仕掛 け

を 通じ て 、 個々の議員 の力 と 議会全体の力 を 向 上 さ せ る こ と に よ っ て 、 議

会 に よ る 政策づ く り や政策提案が可能 に な る であ ろ う 。 実際 に 長浜市議会
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は常任委員 会の調査研究や市民 と の対話な どか ら 得 た 意見を 基 に 、 市長 に

対 し て 放課後児童 ク ラ ブ の あ り 方 、 学力 向上や 農業振興 な ど に つ い て の

「政策提言J を 行 っ て い る (2)。

第三は、 議会運営 に お け る 住民参加 の拡大で あ る 。 議員 は住民の代表で

あ る が、 複雑化 し た 今 日 の行政 ・ 社会 に お い て 、 議員 だ け ですべて の 課題

に適切に対応 す る こ と は困難であ る 。 それゆ え 、 積極的 に住民の協力や外

部の力 を 求め る べき であ る 。 議会運営 に お け る 住民参加 の形態 は 、 以下 の

よ う な 様々な形が想定 さ れる が、 それぞれの議会 に 適 し た も の を 大胆 に 取

り 入れ、 試行錯誤の 中 で よ り 良い形に近づ く こ と を 考 え る べき であ ろ う 。

①議会モ ニ タ ー 、 サ ボ ー タ ー制度の導入の検討

選任 は公募 を 基本 と し 、 地域でそ の存在や役割が認め ら れる よ う な措置

が必要で あ る 。

②多様な構成 の住民議会の実施

小学生に よ る 子 ど も 議会は多 く の議会で実施 さ れて お り 、 それな り の効

果が発揮 さ れて い る 。 中高生や階層 ・ 年齢別 ・ 性別 ・ テ ー マ 別あ る い は障

害 を も っ た 人 た ち な ど、 様々な形の住民議会 に拡大 し て い く 必要があ る 。

大津市議会で は2017年 に女子学生議会が実施 さ れた。 さ ら に 、 そ う し た住

民議会で の 議論の 内容 を 、 政策 と し て 実現す る こ と も 重要であ る 。 それに

よ っ て 、 参加 し た住民の 「参加 し がいJ["満足感」 つ ま り 有効性感覚が形

成 さ れ、 自 治体 と 議会への関心 と 参加意欲が高 ま る 好循環が作 ら れ る 。

③ 「議会への市民参加Jの拡大

請願 ・ 陳情や参考人招致、 市民広聴会の紹介で も 述べた よ う に 、 議会 を

「市民が参加 す る 議会j に 変 え る こ と が、 今 日 の議会改革の焦眉 の課題で

あ る 。 議員 や議会事務局が先例や 旧来の慣習 に拘束 さ れず、 様々な形での

「市民が参加す る 議会Jへの接近の試行 を 求め た い。 全国で は 、 す で に 傍

聴者 に発言 を認め る 議会 も あ る 。 そ の よ う な 実践 を 通じて 、 議会 を 議員、

首長、 住民の 「討議の広場J と す る こ と が、 住民 自 治の こ れか ら の形であ
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ろ う 。

④大学 な ど と の連携

多 く の 自 治体で大学 と の連携協定が締結 さ れて い る が、 そ の協定の議会

活動への拡大あ る い は 議会独 自 での連携協 定 の 締結 は 議 会 活 動 の 強化 に

と っ て 有効で あ る 。 内部資源に 限界があ る 場合は、 外部資源 を 活用 す る こ

と が機能強化の効果的 な 方法であ る 。 大津市のよ う な 政策づ く り や評価活

動 に お け る 支援、 彦根市のよ う な 議会 と 大学の相互参加 な ど、 様々な 形 で

の連携 を 図 る こ と が可 能 に な る 。

第四は 、 専門的知見の積極的 な 活用 で あ る 。 自 治体行政の様々 な 形の民

間化な ど、 自 治体行政の変化に伴い、 法制度や社会経済の複雑 な 問題 に つ

い て議会が判断 し な ければな ら な い こ と が今後増 え て く る で あ ろ う 。 専門

的知見の積極的活用 によ り 、 議会がよ り 科学的 ・ 客観的 に 執行部提案の妥

当性 を 判断す る 助け に な り 、 それ を 修正す る こ と が可能 に な る 。

第五は 、 議会報告会の改革で あ る 。 い ろ い ろ 試行錯誤 さ れて い る が、 文

字通 り の 報告会 で は 、 首長側の報告 と 変 わ ら な い と し て や め て い る と こ ろ

も あ る 。 逆に、 住民 の意見 を 聞 く こ と に 力 を いれて取 り 組 み が行われて い

る と こ ろ で は 継続 し て い る 。 住民の声 を 聞き 政策 を つ く る 機会、 ワ ー ク

シ ョ ッ プ方式で地域の課題 を 住民 と 議員 が一緒 に 考 え る 場な ど、 新た な位

置づけ を し つ つ 、 新た な形での 「議会 と 住民 と の対話」 の探求が求め ら れ

て い る 。

第 六 は 、 二元代表制の も と での議会の監視機能の強化で あ る 。 首長側 に

迎合せず、 住民の立場に立っ て行政を し っ か り チェ ッ ク す る こ と が、 住民

の 「議会への信頼J を 高め る う え でき わ め て重要で あ る 。 そ の 点 で、 第 1

章で も 紹介 し たよ う に 、 こ の間 い く つかの議会で首長提案の修正や 否決が

行 われて い る こ と は 評価でき る 。

第七 は 、 議会広報の改善であ る 。 米原市議会の 「議会だよ り 」 に お け る

住民の 目 を 引 き 付 け る た め の 、 週刊誌の見出 し風に し た キ ャ ッ チ面 の 作成

(龍法 '20) 53-1. 99 (99) 



論 説

や重要争点 を 取 り 上げた 「 ク ロー ズ ア ッ プ討論」 の紙面構成、 大津市議会

の 「議会だ よ り J に お け る 争点整理や 「市政 ピフォー ・ アフ タ ー 」 欄、 甲

賀 市議会の予算案 に 関す る 反対討論 と 賛成討論の要約紹介、 長浜市議会の

「委員間議論」 で の 意見や付言の紹介、 彦根市議会の一般会計予算案への

議会の疑問の紹介 と 修正内容の分か り やすい紹介な ど、 様々 な創意工夫が

試み ら れ、 「討論の広場J と し て の議会、 「政策実現の場 と し て の議会」 の

創造 に 向 け て の努力 が、 「議会だ よ り 」 で も 実践 さ れている こ と は高 く 評

価 で き る 。 こ の よ う な 改善がすべて の議会の 「議会 だ よ り 」 で 行 わ れ、

い っ そ う の工夫 と 改善が積み重ね ら れる こ と を期待 し た い。

第八は 、 「代表」 の 問題 で あ る 。 大規模合併が行 われ、 議員 定数が削減

さ れた結果、 人口の少 な い地区では、 いわゆる 「地域の代表」 が選 出 し に

く く な っ てい る と い う 問題があ る 。 総務省 の研究会で は 、 選挙区の導入な

ど も 提案 さ れている が、 こ れは一長一短があ る 。 こ の 問 題 に ついて は拙速

に結論 を だす の で は な く 、 住民の声が反映 さ れ る 議会づ く り の課題 と し て 、

住民の合意が得 ら れる よ う 慎重 な検討が必要であ る 。

第九 は 、 議会の情報公開 であ る 。 Q20で示 さ れている よ う に 、 守 山市、

日 野町、 竜王町や多賀町な ど、 全議案 に 関 す る 個 々 の 議員 の賛否 を 公 開 し

て い な い議会が 1 市 3 町存在す る 。 第 4 章第2節( 8 ) で述べ た が、 こ れ

は 早急 に 改善 さ れ る べ き で あ る 。 議案の議決 は議会の最大の仕事 で あ り

(決定権) 、 議案 に個々 の議員 が どの よ う な態度を と っ た か を 市民 に 知 ら せ

る こ と は、 議員 と 議会の説明責任の論理から当然であ り 、 議会の義務であ

る 。 市民 と 議会 と の情報の共有があ っ て こ そ、 市民の協力 と 参加 を 得 る こ

と がで き る の であ り 、 議会改革の大前提 と 言 え る 。

第十は 、 議会 に よ る 「 シ テ ィ ズンシ ッ プ教育」 の積極的展開 の必要であ

る (3) 。 そ れ は 、 議 員 に よ る 議会 制 度 の 説明 で は な く 、 青 少 年に対す る

「市民教育JI政治教育Jであ る 。 例えば、 議員 が学校 に 出 向 き 、 自 治体の

政治 と 政策 に ついて青少年 と 討論 を す る 、 ま た 青少年の前で議員 関 での討
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論 を 繰 り 広 げる と い う 、 「生の政治」 を 見せ る こ と で あ る 。 政 治 的 な 公平

性 を 保ちつ つ 、 自 治体の重要問題について生の政治議論 を 行 う こ と こ そ、

議会 と 議員 が 「真面 目 に働 き J、 「市政を 決定J し てい る 姿 を 青少年 に 見せ

る こ と に寄与す る であ ろ う 。 それは、 青少年 の 議会へ の 関 心 を 高め 、 投票

率 の 向 上 に も つ な が る であ ろ う 。

以上の よ う に 、 今 日 の 自 治体議会 は多 く の課題 に直面 し ている 。 議会 と

議員 の側か ら の、 それ ら の 着実 な 実行 を 通じて 「議会が市 民 の も の に な

る 」 こ と に 近づ く であ ろ う 。 他方で は 、 住民 自 身が 「議会 を 市民 の も の に

す る 」 た め に、 関 心 を 持ち、 可能な努力 を す る 必要があ る 。 そ の相 互作用

に よ っ て、 「住民 自 治」 の実現 に 近づ く であ ろ う 。

( 1 )駒林良則「地方議会改革の現状と課題J rしがの住民と自治j 341号、 2019年

12月 ; 江藤俊昭、 前掲、 『議会改革の第2ステ ー ジJ 参照。

(2) rながはま市議会だよりJ 57号、 令和2 (2020) 年 4 月15日。

(3 ) シ テ ィ ズ ン シ ッ プ教育については、 石 田 徹 ・ 高橋進・渡辺博明編 rr18歳選

挙権』 時代の シ テ ィ ズ ン シ ッ プ教育 日本と諸外国の経験と模索』 法律文化

社、 2019年。

お わ り に か え て

本稿で は触れる こ と がで き な か っ た が、 議会改革の重要課題 の 一 つ に、

議員 の代表性 の 問題があ る 。 現在の議員 の性別、 年齢別、 職業別の割合は

住民の構成 と の講離が激 し く 、 「代表性」 と い う 点で課題 を抱 え てい る 。

女性議員 の比率 は、 2017年12月 31 日 時点で都道府県議会10.1%、 政令市

議会17.3%、 市区議会15.0%、 町村議会10.9 %で あ る 。 2019年 の統一 地 方

選挙後の 6 月 1 日 現在 の市川房枝記念会女性 と 政治セン タ ー の調査で は 、

全国で14.0% と 過去最高に な っ たが、 それで も 2 割 に満たず、 女性議員 の

いない議会は全国で302(16.9%) あ る 。

年齢別で は、 60歳以上が都道府県議会50.2%、 市区議会36.4%、 町村議
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会19.1%であ り 、 40歳未満の若い人が圧倒 的 に 少数であ る 。 職業別 で も 、

都道府県議で は半数強が議員専業であ る が、 市区議で は報酬額の低い市 も

あ る た め に 、 議員専業は約 4 割、 町村議で は約2割強で あ り 、 町村議で は

農業・林業が約 3 分の 1 を占め る ほか、 圧倒的多数が 自 営業者 で あ り 、 サ

ラ リー マ ン労働者 は ほ と ん どい な い(1)。 いわゆる 「 な り 手不足」 の現象

は 滋賀 県で は ま だ顕著 で は ないが、 町議会では近い う ち に課題 に な る で あ

ろ う 。

様々な 人々が 「代表」 を 送 り た く と も 送れな い現在の 自 治体議会の環境、

議員の待遇、 選挙制度の仕組みは、 日 本社会の あ り 方 と 深 く 関係 し てい る 。

議会 と 市民感覚 と の 「ズ レ」 は 、 こ の よ う な構造が一 因 で あ る 。 議会改革

を 通じて、 こ の よ う な 住民構成 と の アンバ ラ ンスの解決方法や そ の カ バ ー

の 方法が、 意識的 に追求 さ れ る 必要があ る 。 それに よ っ て 、 住民 自 治 と 地

域の民主主義が発展す る 道が聞け る であ ろ う 。

( 1 )総務省 「 政 治 分 野 における男 女共同参画の推進に関する法律」の説 明
https://www.soumu.go.jp/main_contentl000622877.pdf 

都 道 府 県 議会制度研究会「 都 道 府 県 議会制度研究会報告書」、 令和 2

(2020) 年 3月30日、 7 頁、 https://www.gichokai.gr.jp/kenkyu/index.html

全国市議会議長会「市議会議員の属性に関する調J (令和元年 7月集計)
h t tp s : /  / w w w . s i g i c h o k a i . jp / r e  se  a rc h/ z o k  u s e i l 一 一i c s F i l e s /

afieldfìle/2019/12/16/R01zokuseisirabe.pdf 

全 国町村議会議長会「町村議会実態調査結果の概要J (令和元年 7月1 日現

在) https://www.nactva.gr必/htmllresearch/index.html。 市川 房枝記念会

女性と政治セン タ ー編 『女性参政資料集2019年版 全地方議会女性議員の現
状J 2020年、 市川房枝記念会女性と政治セン タ ー 出版部。 前田健太郎 『女性

のいない民主主義』 岩波新書、 2019年、 参照

資料編

資料 1 大津市議会局 の ヒ ア リ ン グ結果

日 時 2019年 5 月 30 日 (木) 10:00� 
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場所 大津市役所

出席 清水克士氏 (大津市議会局次長)

滋賀 自 治体問題研究所 高橋、 本多 、 山 口、 服部、 瓜生

[具体的 な質問項 目 と 回答]

Q l. こ の間、 各市町議会では議会改革 に取り組ん で き て い ま すが、 特徴

的 な 改革事例 を 教 え て 下 さ い。

・政策検討会議 (各会派か ら 一人、 少数意見が反映 さ れ る )

・大学 と のパートナ ー シ ッ プ協定の締結 (龍谷、 立命、 同支社) 、 イン

タ ーン シ ッ プ受け入れ

Q 2 . 議会改革の到達点 を どの よ う に評価 さ れてい ま すか ?

- 手法 を 整 え た と い う 段階

-市民の幸福度 を どれだけ向上 さ せた か と い う 点 は不十分

・議会の認知度 を 上 げる 点 に努力 (議長の名前)

Q 3 . 議会改革の結果発生 し ている 課題 について教 え て く だ さ い。

・ 一般的 に よ く 言われる の は、 議員 の 地元での活動が圧迫 さ れている 0

. 議員 の働 き 方改革がで き ていない。

- ど こ に特化 し てい く かが課題。

Q 4 . 議会 と 首長 と の 関係について 、 どの よ う に 考 え ま すか ?

- 緊張感が高 ま っ た と 言 え る 。 ねじれている か ら 改革が進 ん だ と も い え

る 。

- い ま ま で はスルー し ていた課題 に ついて監視機能が高 ま っ た 。

Q 5 . チェ ッ ク 機関 と し て 議会の役割 を どの よ う に 評価 さ れてい ま す か ?

- 監視機能が高 ま っ ている と 言 え る 。

・一 問一答方式、 再質問がい く ら で も で き る 。

Q 6. チェ ッ ク 機関 と し て の議会の役割が発揮 さ れた 事例 を あ げて く だ さ

u 、。
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- 議会だ よ り 2月号に掲載 さ れている よ う に 、 市民セン タ ー の統廃合 に

ついて、 議会が市長 を た だ し ている 。

. 2016年国保料金15%値上 げ案 : 議会か ら 8 %に 抑 え る 修正案 を 可決

(15%は繰 り 出 し を し ない)

Q 7 . 議員 の立候補者が減 っ ている 状況について ど う 考 え ま すか ?

・ 大津市 は 該 当 し ない。

Q 8 . 人口減 少 問 題 が議会 に どの よ う に あ ら われて く る と 予想 さ れ ま す

か ?

- 候補者が減 っ ている と こ ろ で は 問題。

- 大津市 は ま だ肌身で感じる 状況に は ない。

Q 9 . 議会は地域課題 に ついて どの よ う に取 り 組むべ き と 考 え ま すか ?

- 市民セン タ ー の広報問題。 市長に と っ て は票 を 減 ら す問題で も あ り 、

部分最適の総和 が全体最適 と な ら ない と い う ま さ に合成の誤謬が表れ

る 問題 を 議会が ど う 取 り 組むか と い う 問題に直面 し ている 。 た だ、 市

民の意識 レベルが ど こ に あ る か、 自 分の地域の こ と だ け を 考 え る と 全

体最適 と な ら ない。 地域の課題 を吸い上げる こ と がいいの か。 地域エ

ゴ を 代表がの み こ ん だ形で議論すべ き と 考 え る が、 実際 は市民 の 意見

を ス ト レ ートに取 り 上げている だ け な の で…。

Q lO. 各市町議会で議論 さ れている 特徴的 な 地域課題 について 教 え て く だ

さ い。

. 100条委員会が立 ち 上がっ ている と こ ろ 。 庁舎建 て 替 え 問題があ る 。

首長 と し て も で き ればや り た く ない…。 票 に な ら ない…。 長期ス パン

で ど う 考 え る か ?

- 議会 は 議事運営 の な かで市民意見 を 聞 く こ と を や ら な ければな ら ない。

公聴会 と い う 制 度があ る が活用 さ れていな し 、 地域意見 を 二分す る よ

う な 問題で も 市民意見を 聞 く 方法が確立 し ていない。

Q 11 . 議会活動 を 円 滑 に進め る た め の議会事務局 の役割 に ついて どの よ う
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に 考 え て お ら れ ま す か ?

. r議会事務局 「軍師J 論」 を 参照 し て い た だき た い 。

Q 12. 投票率の低下傾 向が続い て い ま すが、 こ の原 因 と 対策 に つ い て どの

よ う に 考 え て お ら れ ま すか ?

・ イン タ ーネ ッ ト投票 ・ 休み の 日 に投票 ・ 投票時間 の 延長 な どは 方 向 が

ずれて い る の で は な い か と 思 わ れ る 0

・ 学生 と 意見交換す る と 、 フ レ ッ シ ュ な 意見(具体的 な提案) が出 て く

る が、 社会人 に な る と 意識が う す れ る 。 学生の う ちに も っ と 考 え る 機

会 を 作 る 必要があ る 。

[議会報告会につ いて}

Q 13. 旧来の形の議会報告会では、 議員個人の考 え 方 と 異 な る 報告 を し な

ければな ら な い。 議会報告会の成果 と 到達点 を ど う 考 え る か ?

- 挫折 し て や め て い る と こ ろ が多 い が、 地域 に よ っ て や る 意義があ る と

こ ろ があ る 。 小規模 自 治体や職住一致 し て い る と こ ろ な ど。 議会報告

会 こ そ住民参加 と い う の は学者の意見。

[庁舎問題な ど を かか え て い る 自 治体で、 公聴会 を なぜ し な い の か ? 1 

- 法律がそ う い う こ と を 想 定 し て い な い。 実務的 に 日 程に は め 込め な い。

議案 と し て でて こ な い と 公聴会は 開 け な い。 大津で は 、 参考人招致 と

い う こ と に つ い て検討 し て い る 。

[通年議会化す る こ と に よ り 、 ど こ に違いがでて き た か ? 1 

- 委員 会が し ょ っ ち ゅ う 開かれ る よ う に な っ た 。 今 ま で機関 と し て合意

形成 でき な か っ た が、 議論す る こ と に よ っ て 、 会派 を こ え て 合意形成

でき る 。 すべてがそ う で は な い が…。

[反対 ・ 賛成の溝が埋 ま っ て き たか ? 1 

- 合意形成でき な い議会 ほ ど執行部の思 う つぼ、 と い う 意識が形成 さ れ

てき た 。
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「合意形成 に努め る j と い う 文言に ついて議論が さ れている 。

[議会改革の整理]

- 議会 だ よ り 。 手間暇がかか っ ている が、 知 り たい人 に は情報量が足 ら

ない し 、 興味ない人 に は字数が多い。 個別 の や り と り を 外 し た ほ う が

いいか を 議論 し か け ている 。

[議会事務局の ま と め に議員か ら 意見 は ? 1 

- 執行部か ら (書 き すぎ と いっ た ) 意見がでて く る こ と があ る 。

[議会の質問時間]

- 答弁 を 含め て一人60分が配分 さ れ る 。 大津は質問者が増 え て大変。

[政務活動費 について]

- 会派への支給 と 個人 と 両方あ る が、 大津は会派交付 の み。 県 は両方の

支給があ る 。 執行状況は 100%の会派 も あ る が、 平均 で 7 - 8 割。

[議員 の な り 手 と 報酬]

- そ こ そ こ の報酬がない と や っ ていけ ない。 専業でや っ ていけ る の は大

津市 と 草津市ぐ ら いか ? 市民の な かで議論が必要。

[政策検討会議に つ い て 、 成案に な ら なかっ た も のの一覧な どは1

. 資料 と し て は ない。

I越市政の市政運営 について]

・ 一般質 問 で は頻繁 に取 り 上 げ ら れてい る 。

資料 2 米原市議会、 彦根市議会の ヒ ア リ ン グ結果

ア ンケー ト 結果 に 基づ き 、 2020年 2 月 3 日 に 米原市 と 彦根市の議会事務

局 と 議会改革 を 担 当 し ている 議会運営委員会、 議会改革特別委員会委員長

に 対 し て 、 直接訪 問 し て 議会改革 の 取組状況等 に つい て のヒ ア リ ング を

行 っ た 。 研究会の質問 に対す る 両議会の回答要 旨 を以下 に紹介す る 。
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2 - 1 米原市語会

< 議会事務局 >

1 . 議会事務局 の体制 に つ い て

Q 1  現在の 5 人体制 は い つ 頃か ら ですか ?

- 議会基本条例 の制定 に伴い事務局 を 強化す る た め 、 平成28年度か ら 5

人体制 と な っ た 。 そ の 前 は 4 人体制で あ っ た 。

Q 2  臨時職員はフル タ イムの配置ですか ?

- 週 4 日 勤務、 勤務時聞 は 7 時間45分

Q 3  体制上の制約か ら 実施で き な い課題 は あ り ま す か ?

- 本音 を 言 え ば も う 1 - 2 人欲 し い。 議員定数は 、 合併当 時24人→20人

→18人で あ る 。 事務局 の仕事は庶務的 な 事 だ け で な く 、 法務的 な こ と

や 政策提言 的 な こ と も 必要であ る 。 議員定数 に つ い て 、 全国的 に は 更

に減員 し て い こ う と す る 動 き も あ る が、 当 市の規模や面積か ら すれば、

こ れが最低限の人数であ る 。 常任委員会 は 3 委員会。

Q 4  議会事務局 職員の平均在職年数は ?

- お おむね 2 年- 4 年、 局 長 は 2 年 目 、 次長 は 4 年 目 であ る 。

2 ， 政治倫理条例 に つ い て

Q 5  審査請求の乱用 の よ う な事態 を 想定 さ れて い ま すか、 審査請求の 事

例 は あ り ま し た か ?

. 平成28年 に 議員の プロ グ に つ い て不適切で あ る と の 審査請求があ り 、

審査会 を 5 回 開催 し た 。 対象の議員が委員長 で あ っ た の で、 本会議で

議論 し た 。 そ の 1 例 の み 。

Q 6 2018年度の請願 の 内容 を 教 え て 下 さ い。

- 主要農作物 の種子生産 に か か る 県条例の制定 に 関 す る 意見書の提 出 を

求め る (採択)

Q 7 2018年度の 意見書の 内容 を 教 え て 下 さ い。
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- 北方領土問題の解決促 進 を 求 め る (可決) 。

- 主要農作物 の種子生産 にかかる 県条例の制定 を 求 め る (可決) 。

Q 8  基本条例 の見直 し 評価が行わ れてい ま すが、 事務局 の事務 は大変で

す か ?

・ 事務 局 で資料 を 作成 し てい る が、 軸 は 議会。 議会運営委員 会で議論 し 、

全員協議会で確認。 評価 に は龍谷大学の 白 石教授 に指導 を 受 け 5 段階

評価 を行っ ている 。 最終的 に は満場一致であ っ た。 市民か ら の 問い合

わ せ は な いが、 行政視察が増 え た 。 評価の結果、 条例 を 変 え てい な し ミ。

評価 は シ ートに よ る 分類方法 に よ り 行っ ている 。

Q 9  市長の反聞 は どの よ う な 内容で行わ れ た の です か ?

- 平成29年 に 反問権が行使 さ れた。 革新系 の議員 の 質 問 に 対 し て 、 数字

の確認 を す る と と も に 、 質 問 の 内容に対す る 解釈について 、 自 治基本

条例 を 確認す る こ と を 議員 に 求め る 形で行わ れた。

Q IO 議員間討議 を 活発 に行 う た め の カ ギは 、 ど こ に あ る と 考 え ま すか ?

- ま ずは傾聴す る こ と が大事であ る 。 大原生涯学習 セン タ ー を 廃止す る

条例案 を 審議す る 際、 先ず委員 会 を 休憩 し て 自 由 討議 を 行っ た 。 そ の

議論に は、 常任委員 会 に 所属 し ていない議員 も 参加 し た 。

Q ll 議会報告会 に対す る 市民の声、 感想は ?

- 参加 人 数 は 少ないが、 2 年 ほ ど前 に報告会 は ワ ー ク シ ョ ッ プ方 式 に よ

る 参加型の討議す る 場 に 変 え た 。 令和元年 度 は 、 前年 に竜巻被害が起

こ っ た こ と も あ り 、 防災問題 を テ ー マ に し た。 次年度は伊吹北部 8 自

治会 を 対象 に 、 公共交通の整備を テ ー マ に 考 え ている 。

， í議会 だ よ り 」 を 見てい る 人 は 3 - 4 割 と い う 調査結果があ る 。 議会

だ よ り の見 出 し を 週刊 誌の 吊広告の よ う な 形に し た。 議会報告会 に参

加 し て良か っ た と 答え る 方 も いる が、 何の た め に し ている の か と い う

声 も あ る 。
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< 北村喜代隆 ・ 米原市議会運営委員 会委員 長 >

Q l  議会改革の現状 と 課題 に つ い て (基本条例 の評価 な ど も )

- 当 初 は少 し疑問 を 感 じ て い た が、 結果的 に み ん な が一つ に な っ て 課題

解決 に 向 け て 動 け る よ う に な り 、 議員 の 意識改革 に つ な が り 、 意見 を

ま と め て い こ う と い う こ と に な っ た 。

Q 2  議会 と し て の 政策能力 の 向上 に つ い て

- 最初 に 数人の議員 か ら 出 て き た 曳 山 の通 る 道路の埋設物 の 制 限 な どの

条例制定提案 を 行お う と 議論 し た が、 最終的 に は課題が多 く 断念 し た。

先週 に は保守系議員 が金沢大学 に 行 き 、 自 動運転 に つ い て の研修 を 受

け、 続 い て敦賀市の公園の子 ど も た ち に 人気 の あ る 遊具 の 視察 な ど、

政策能力 を 向上 さ せ る よ う な取組 も 行 っ て い る 。

Q 3  住民参加 に つ い て

- 注 目 し て も ら う に は、 子 ど も 議会な どの取組 も 重要。 住民 に よ る 議会

の サ ボ ー タ ー や モ ニ タ ー 制 度 を 作 っ て い く こ と も 必要 で は な い か と 考

え て い る 。

Q 4  議員 の な り 手不足 に つ い て

. 40歳代の議員 が 2 人で、 あ と は 高齢議員 が多 い 。 議員 報酬 に つ い て 、

第三者委員 会 を 設 け る な ど し て 、 引 き 上 げ を 図 る べ き だ と 思 う 。

Q 5  議会改革が進め ら れ る 一方で、 投票率の低下傾向 が続 い て い る こ と

の 原 因 と 対策 に つ い て

- 国政選挙は低下傾向 に あ る が、 市議会議員 選挙 は そ れ ほ どで も な い 。

議員 は 地域 と の い ろ い ろ な形の結びつ き が必要であ る 。 私 は各種団 体

の役員 を 数多 く し て い る 。 小学生 を 対象 に し た公民館講座 を 行 っ た 。

高校生 に 政治的関心 を 持 っ て も ら う た め 、 伊吹高校に協力 を 申 し 入 れ

た が、 ま だ実現 し て い な い。
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2 - 2  彦根市議会

< 議会事務局 >

1 . 議会事務局 の体制 に つ い て

Q 1  現在の 8 人体制 は い つ 頃か ら ですか ?

- 平成23年度頃か ら 8 人体制、 そ の 前 は 7 人。

Q 2  市長部局 でみ ら れ る 臨時職員 の配置は全 く な い の ですか ?

- 特 に 必要 と し て い な い。

Q 3  体制上の制約か ら 実施で き な い課題は あ り ま すか ?

- 特 に な い。

Q 4  議会事務局職員 の平均在職年数は ?

. 2 年 3 か月 (2019年12月 現在) 。

2 . 政治倫理条例 に つ い て

Q 5  審査請求の乱用 を 防止す る た め の議長権限は、 どの よ う な 事態 を 想

定 し て 設置 さ れた も の ですか ?

・ 審査請求が相手方 を 陥れ る よ う な事態 を 想定 し た。

Q 6  審査請求の事例 は あ り ま し た か ? ま た 、 議長権限が行使 さ れ、 審査

会 に か け ら れ な か っ た事例 は あ り ま すか ?

- 事例 は あ り ま せん。

Q 7 2018年度の請願 の 内容 を 教 え て下 さ い。

. (仮称) 彦根市新市民体育 セ ン タ ー の早期 開設 を 求め る (採択) 。

- 主要農作物 の種子生産 にかかる 県条例 の制 定 に 関す る 意見書の提 出 を

求 め る (採択) 。

- 饗庭野演習場での実弾射撃訓練の 中 止 を 求め 、 政府 に 意見書の提 出 を

求め る (不採択) 。

- 子 ど も の 医療費の完全無料化 を 、 中 学校卒業 ま で拡大す る こ と を 求め

る (不採択) 。
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- 市民体育 セ ン タ ー の建設の見直 し を 求め る (不採択) 0

・ 「消 費税増税 は 中 止」 の意見書提出 を 求 め る (不採択) 。

- 消 防 団 人事 に つ い て 、 市長の任命権者 と し て の役割発揮 を 求め る (不

採択) 。

Q 8 2018年度の意見書の 内 容 を 教 え て 下 さ い 。

- 彦根愛知 犬上地域新 ゴ ミ 処理施設建設候補地 の 見 直 し を 求 め る ( 可

決) 。

・ 主要農作物 の種子生産 に かか る 県条例 の 制 定 を 求め る (可決) 。

Q 9  基本条例 の見直 し 評価が行 わ れ な い理由 は何ですか ?

- 見直 し に つ い て は規程 に 定め て い る 。 改正 は さ れて い な い が、 マ ニ ュ

ア ル等の見直 し は し た。 昨年度、 評価 を 実施 し て い る 自 治体 に議会 と

し て 視察 を 行 っ た 。

Q I0 市長の 反 聞 は 、 どの よ う な 内容で行 わ れ た の です か ?

- 学校での配布物 に つ い て 、 ル ー ルや要綱 の よ う な も の が必要で、 は な い

か と い う 質 問 に 対 し て 、 市長が論点整理す る 形で反問 し た 。

Q ll 議員 間 討議 を 活発 に 行 う た め の カ ギ は 、 ど こ に あ る と 考 え ま す か ?

・ 議員 間討議は 4 年 間 に 1 回 だ け あ っ た。 議員 聞 に情報量の差があ る 。

事務局 でで き る の は助言 ア ドバ イ ス の み。 議会図書室 の 活用 は 改 築 中

の た め 、 あ ま り で き て い な い 。

Q 12 議会報告会 に 対す る 市民の声、 感想 は ? 議会報告会 に 対す る 議員 の

み な さ ん の声、 感想 は どの よ う ですか ?

・ 広聴委員 会が担当 し 、 3 つ の常任委員 会が テ ー マ 毎 に 報告会 を 開催 し

て い る 。 報告 は 少 な 目 に し て 、 意見 を 出 し て も ら う よ う に し て い る 。

庁舎の改築工事問題や予算 を 否決 し た 問題 に つ い て は 、 報告会で し て

い な い。 体育 セ ン タ ー の規模や座席数な ど に つ い て は議論 し た 。 議会

報告会での ワ ー ク シ ョ ッ プ方式 は 、 平成27年度か ら 行 っ て い る 。 滋賀

大学の協力 を 得 て い る 。 出 さ れた意見は政策提言 に 反映 し て い る 。
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< 彦根市議会改革委員 会委員 長 >

1 . 議会改革の現状 と 課題 に つ い て

- 議会改革特別委員 会 は常設 に近い委員会であ る 。 滋賀大学の柴 田雅美

先生の協力 を 得 て 行 っ て い る 。 課題は、 I C T の活用 や ル ー ル決め な

ど。

2 . 議会 と し て の 政策能力 の 向上 に つ い て

- 新 人 議 員 を 対象 に 2 - 3 日 か け て 、 「 政 策 能 力 がつ く に は 」 な ど の

テ ー マ で ワ ー ク シ ョ ッ プ方式の研修会 を 開催 し て い る 。 こ れ ま で は 、

会派の 中 で質 問 内容のす り 合わせがで き て い な か っ た が、 そ れが本年

度か ら で き る よ う に な っ た。

- 滋賀 大学の柴田雅美先生の授業の 5 コ マ を 市議会が担 当 し 、 学生相手

に講義等 を 行 っ て い る 。

3 . 住民参加 に つ い て

- 議会報告会の 開 催 に 向 け て 、 議員 自 ら が商業施設等で案内 ピ ラ 2400枚

を 配 り 、 参加 を 呼びか け た り し て 、 ワ ー ク シ ョ ッ プ方式で開催 し て い

る 。

4 . 議員 の な り 手不足 に つ い て

- 子 ど も 議会 を 市 内 の 17小学校 を対象 に 実施 し た 。 8 月 に研修 を 行 い 、

1 1 月 に 質問 を 議場で行 い 、 そ れ に 執行部が答 え る 形で行 っ た。 そ の 結

果 に つ い て は、 参考 に す る こ と があ っ て も 、 政策が実現 し た よ う な 例

は な い。

5 . 議会改革が進め ら れ る 一方で、、 投票率の低下傾向 が続 い て い る こ と の

原 因 と 対策 に つ い て

・ 議会で投票所の新設等 に つ い て も 、 選管へ要望 し て い る 。 「議会 だ よ

り 」 に つ い て も 学生の意見 を 聞 き な が ら 、 読んで、 も ら え る 広報紙 に な

る よ う 変 え て き て い る 。

(箆法 '20) 53-1， 112 (112) 



資料 3 県お よ び市町調査 (基本事項)
資料 3 - 1 県 お よ び市町調査 基本事項 1

滋賀県下の自治体議会改革の現状と課題

議員定数、 議員報酬、 一 時 金 、 年間 総報酬 (月 額x12+ 一時 金)

2 . 議員量 (人) 3 議員報酬月 額 ( 円 / 月 )

県. 市町名 条例
男性 女性 大員 謹 長

定量

大障市 381 30 8 。 日7.側

彦根市 24 1 19 5 。 臼4胸

長浜市 お 25 01 4飢側

近江八幡市 24 1 19 5 01 4民側

草申市 24 1 21 3 01 558，仰

守山市 22 1 18 3 1 1  492.0∞ 

栗東市 18 1 14 4 01 420.脚

甲賀市 24 1 19 4 1 1  45柾目的

野洲市 18 1  15  3 01 430.側

湖南市 18 1 1 1  6 11 440.鮒

高島市 18 1  15  3 01 400.卿

車近江市 お 22 2 1 1  4ぬ側

米軍市 18 1  16  2 01 4ω!∞o 

日 野町 1 4 1  1 2  2 01 320，。回目

竜王町 12 1 10 2 01 301.側

霊荘町 14 1 12 2 01 315，(削

畳蝿町 12 1 10 2 01 292.∞o 

甲良町 12 1  12 。 01 280.∞o 

隆司旦 12 10 2 01 246耳抽

資料 3 - 2 県お よ び市町調査 基本事項 2

政務活動費、 議会事務局 の体制

5 政務活動費

県、 市町名 議員一人あた り 2018年度平均
(阿/ 月 ) 執行車 ( % )

副謹長 謹 員

611凪珂 563.000 

454，側 405.側

4∞，側 針。側

4∞。側 3印刷

492，側 443，側

422.000 犯:2.000

357.000 3お且拍

3旺醐 35(剛

380，側 3団I側

3剖，側 3回、側

34乱世由 310，卿

3旬。側 370.側

330，∞o 3∞ ω。

却。側 230ω 

226;四E 201，側

お6，副首 2組側

214.側 l民側

2∞!ωo lπ，側

178.000 162.000 

闇 考

4 . 識員報酬一時金 (円/年) 年間報酬量額 (円)

謹 長 副謹長 議 員 議 長 副議長 議 員

2.456220 22臼2印 10.525.140 9.7槌220 9.0192ω 

2.114，制。 1.797.840 l却3ß∞ 8.522，倒。 7245.840 6.4臼B∞

1.849200 1.6(凪凪旧 1.487.4ω 7.369200 制限側 5.927.4∞ 

1ß29.1∞ 1，側 聞 1.447.2∞ 7.289.1∞ 6.4肱(伽 5.7672ω 

。 。 。 “96;側 5:似側 5.316.000 

。 。 01 5.904;側 5.侃4.000 4.国4.1日目

l鮒4∞ 1.4お，.140 日槌.510 邑728.4∞ 5.719.140 5214.510 

時{版刷 1567:側 1407側 7.209皿旧 6247.800 5.伺7.印加

1.6出.574 l必3.950 1.鈍8.374 6.816.574 6.ω3.950 5，548，訂4

1必i9，制 1.442.1白〕 1.328249 6，949，訓)1) 6加12.1匝) 5.5銘249

1.360，四国 1.防御 1，(別刷旧 似飢側 5236，側 4.774凪加

1.849200 1.567直田 1，487.4ω 7.3692∞ 6247，8(旧 E虫7，4∞

1.541.∞。 1，271.324 1.155.750 止341，ωo 5231.324 4.755，7印

1.286.4∞ 1.005刷 924，6∞ 5.126.4∞ 4，005，側 3，1倒S∞

1.159，ω2 870.筋4 η4.352 4π1，602 3.582.“4 &186ぉ2

。 。 01 3.7:加。酎抽 3.07虫館 2且目。明田

1.141.720 お6，739 723，349 4，645，720 3.404，739 2.943，349 

。 。 01 3，360，000 2.4∞1側 2.124胸

。 。 01 2，庄日E凪同 2.136，ω 1.944.000 

6 . 謹会事語局の体制

正職員数 嘱託職員 臨時 ・ 非常勤韓民
(人) (人) (人 )

謹賀県 耳目!側 87.02 
(金調に所高 し な い議員 1;1 幻 ( う ち I 人は育児

14  。

大串市 70，匝旧 74.50 

彦担市 20側 84.56 

長棋市譜 20，0∞ 54.30 

近江八幡市 20.0∞ 邸

草樟市 30.側 73 

守山市 250.脚円/年89% 6 

栗東市 2IX削 約75

甲賀市 200∞ 89 

野洲市 10;剖)1) 指9

湖南市 16鵬 68.64 

高島市 200ω 82.51 

東近江市 20，000 94.81 

米原市 10.00町 92 

日 野町 。

百凪世田) 体車中)

(た だ し 4 月 制24;側円)

16 

8 。

。

。

7 

l 

5 。

6 

3 。

3 。

5 。

6 。

5 。

2 1  0 

。

。

。

。

。

。

。

。

2 

0.5 
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論 説

議会聞憧碍lこ邑輯韓甘の臨時
0 1 

車買の配置 ( l 人)

資科 3 - 3 県お よ び市町調査 基本事項 3

議員 政治倫理条例

県、 市町名
7 謹員政治歯理条例

制定年月 日 特盟、 主な内容

謹賀県 平成15年10月 17 日 県議会議員の貰語 ・ 行動の盟範等政拍歯理規事を定める視程

大津市 平車お年12月 19日
議員が聾貝活動を 行 う 際に遵守すべ き 政拍歯理に関する 基本的事項を 定め る と と も に‘ 市民 と の信頼関

梧を聾 き . 公正で民主的な市政の尭展に寄与する こ と を 目 的に制定 し た も の

彦担市 平底訂年 3 月 26 日
議員町並量等の報告義曹を盟定、 審査請求が濫用 されない よ う に. 一定の場合lこ謹長権限で審査舎を 量

置 し 奇 い こ と がで き る 旨を盟定

長話市 平成18年 2 月n 日 議員 と しての品位 と 名暑を損な う こ と の ない よ う に行動す る こ と を定めてい る 。

近江八幡市 加19年 4 月 l 日 政拍惜理基準の明確化 ・ 審査舎の誼田

議員が明確な基準の も と で誇 り を も っ て市政を担いつつ市民に対する 説明責任 を十分に果たす と と も に

草幸市 平成却年 9 月初 日 市民が議員 を信額L‘ 岳要lこ応 じて議員町活動についての説明をまめ る こ と がで き る 仕組みを聞役L、

寺桂、 さ ら に大き な控割が期待きれる 市議会の世全な葺匡 を期 し て制定。

守山市 平成22年12月21 日 議員の貴曹、 世拍歯理基準等

栗東市

甲賀市 却18年12月お日 議員円買語、 政拍歯理基準等

野洲市 平成沼年 9 月訂 日 議員の責曹の他、 市民の世割を明記

車 1 � この条例は、 市制宮市民の融商な信託に よ る も の であ る こ と を語論 L 、 その付託に こ た え る た

時、 市長、 副市長、 教育長Eぴ市損金聾貝 の政拍歯理に関する畳樟の基本 と な る事項を定める こ と に よ

調南市 平成17年 9 月 初 日 り 、 市民全体の奉仕者 と して、 政拍憧理の確立 と 向上に聾め、 常に良心lこ提い、 誠実かっ公正にその麗

語 を 行 う べ き こ と を 僅 L ， あ わせて市民が市政の主権者 と し て の 自 覚の も と に行動する こ と を求時、

も っ て情串で民主的在市政の発展に寄与する こ と を 目 的 と する。

高島市 平成お年12月 9 日

東近江市 平成初年 9 月 24日 議員及び市民の古語、 政拍歯理基準等

来原市 平寵2伴 9 月 初 日
;'/\原市議会基本条例の規定に基づ き 、 来原市議会議員の貴輯や政拍歯理基準を定める こ と に よ 1) ， 議員

が市民の融商な信託に応え、 荷車で民主的な市量的発展に寄与する こ と を 目 的 と している。

日 野町 平成26年 3 月26日 可能町民生悼の托表者 と して、 その人措 と 歯理向上に聾め、 閲かれた民主的な町政の尭毘に寄与する

竜王町 な し

費荘町 な L

豊蝿町 な し

甲良町 な し

多賀町 な し

(龍法 '20) 53-1. 1 14 ( 1 14) 



資料 3 - 4 県お よ び市町調査 基本事項 4

委 員 会設償状況

滋賀県下の自治体議会改革の現状と課題

8 ， 委員会の設置状況

県、 市町名 常任委 特別書
予算委栴 決草委構 惜考

貝金融 その名称 貝全世 その名称 成人員 成人員
(人) (人)

韓萌 ・ 政晴 ・ 企章常怪委員会、 県民生活 ・
琵琶湖対策特別委員 会 、 地方創生 し が

土木交通常在委員 会、 環境 農水常怪垂
プ ラ ン ド推進対革特別 委 員 会 、 行酎政 ・

世賀県 5 
員 会 、 車生 ・ 産業常在委員会、 士融 ・ 普

6 闇 き 方改革特別委員会、 ス ポ ー ツ 橿興対 42 15 

事常任委員会
曜特別委員会、 決算特別委 員 会 、 予算特
別委員会

韓輯常怪委員会、 教育車生常任委員会、
公共施設対置特別委 員 会 、 防災対輩特別 2018 

大埠市 6 生活産業常怪委員会、 施設常任委員会、 3 
委員会、 生活支撞対輩特別委員会

37 37 
年度

予算常世委員会、 決算常桂委員会

- 企画韓萌消防常任委員 会、 ・ 市民産業建
彦根市 4 設常任 委 員 会 、 福祉病院教育常任葺貝 2 議会改革特別委員 会、 法算特別委員会 12  10  

会J 予算常任委員会

韓語教育常任委員 会 ・ 世車福祉常任委員
法算特別 委員会、 中心市宙地活性化調査

長浜市 4 会 ・ 産業建設常任委員会 予算常任委員 26 23 
主 特別番目金

近江八措市 4 予算 ， �書 教育厚生 ・ 産量建設 2 市庁舎聾闇等、 公共施設等樟討 24 15 

麓輯常柾委員 会 、 文教車生常任委員会、
予算審査特別委員 会、 出算審査特別委員

草坤市 3 
産業建設常任委員会

5 会、 都市再生特別委員 会、 議会改革推進 12 12 
特別't!員会、 韓合計画特別委員会

守山市 3 韓韓、 文教福祉、 車境生活都市桂摘 環境施設対革、 議会改革、 公共施設調査 9 

議会改革、 議会広報踊品、 国道パ イ パ ス
果車市 予算、 韓語、 文教祖祉、 車境建設 5 藍曲匝進、 意合計画、 法耳 (決算審査時 17 16 

のみ)

甲賀市 能輯、 厚生文教、 産業建設、 予算出拝 3 広報、 議会改革、 開票事萌不正謁査 n 22 

韓書官柾委員会、 文教福祉常在委員会、
議会改革推進特別委員会、 都市基盤整情

野洲市 3 
理境軽清建設常任委員会

3 特別番目金、 野洲市民荷院藍髄事業特別 17 17 
委員会

湖南市 5 予算、 決算、 睦時、 福祉教育、 産業紐情 2 議会改革推進、 庁舎整曲 9 8 

高島市 4 位曹、 文教福祉、 産量、 予算 決算 17 16 

韓輯常任委員 会 、 福祉教育 こ ど も 常任委
車近江市 4 員会、 産葉建設常任委員 会、 子草決算常 河川整情推進特別委員会 24 24 

fT:委員会

- 輯輔教育常任委員 会、 - 憧康福祉制E香 米原駅周辺都市盤情特別 委員会、 理境事
来原市 4 員会、 ・ 産量建設常任委員会、 予算常lf.吾 葉書I暗特別 委 員 会 、 市統合庁舎建設に関 18  8 

員 会 する特別委員会

日 野町 3 総務、 産葉建設、 厚生 5 
予算、 決算、 人 口 揖少対輩、 地域経商対

13 6 
策、 議会広報

竜王町 3 
�輯産業建設常柾委員 会、 教育民生常任

2 
地域活性化特別委員会、 議会広報特別委

1 1  1 1  
吾員会、 予算決算常任委員 会 員会

量荘町 3 
�輯産量建設常任委員 会 教育民生常任

2 
同和対置特別委員会、 予算 ・ 訣1):特別委

13 13  
委目会 ・ 広報常在委員会 目 会

豊郷町 4 
予算決算 ・ 量器産業建設 ・ 文教民生 ・ 諦

な し 12 12 
会広報

甲良町 3 
予算決算常任委員会、 詑韓民生常任番目

謹金広報特別委員会 11  1 1  
会、 産業建設立教常任委員会

多賀町 3 
�輯常任委員会、 産章建設常在委員会、

3 
議会改革特別委員会、 予算特別委 員 会 、

1 1  1 1  
広報常在委員会 決郵特別委員会

(龍法 '20) 53-1 ，  115 ( 1 15) 



論 説

資料 3 - 5 県お よ び市町調査 基本事項 5

請願、 意見書

県、 市町名
9. 2018年度調願 ・ 陳情
提出件量 掠択量

10. 2018年度意見書
11 低投票率対曜 と して実施 し てい る こ と をお書き く だ さ い

提案世 可能量
謹賀県 17 25 24 特lこ な し

大樟市 5 。 43 16 1 !若者の融会への関心と 投票率向上町仕組みづ く り J をテーマ に政措
検討会識を置置 L. 執行檀関への提言や議員 に よ る小学桂訪問を実施

彦担市 18 2 2 2 な L
長話市議 17 2 3 l な し
近江八幡市 。 13 8 特に 在 L
草樟市 1 件 l 件 4 3 な L
守山市 萌闇O 陳情 7 6 6 
栗東市 請圏書 l 、 陳情 ・ 要望13 I 

甲賀市 5 41 
野洲市 却 6 特に な し
湖南市 甜匝 : 1 件 陳情 2 件 請願 l 件 3 2 
高島市 l 。 7 7 特にな し
車近江市 7 。 10 6 遣事 日 当 日 の揖科タ ク シーの送迎
米原市 1 2 2 
日 野町 5 l 3 2 特に な し
竜王町 I 2 2 
費荘町 1 7 2 

豊郷町 2 2 特にな L
甲良町 l 4 3 
多賀町 2 2 

資料 3 -6 県お よ び市町調査 基本事項6 (議会図書室、 質問時間 )

10 議会図書室
の藍曲 ・ 利用 組 12. 本会議における聾員}人あた り の質問時間は何時間ですか 9
況

県、 市町名
1 . 充実、 よ 〈
利 用 2 . 時 々 利
用 3 ほ と ん ど l 2 . 3 4 .  
利用 さ れ て い な 内表宮間 ー位置問 謹案質問 その抽
い 4 . 全 〈 利用
さ れてい企い

世賀県 l 概ね印分 120分/年、 30 上記 2 に含む分俄会
所属議員 監 3 - 5 人の
金時=>40分

大串市 l 所属謹員 量 6 - 10人町
会揖=会455t ω5t 印分
所属議員量11 人以上町
会提=>白骨

彦担市 2 的 初 却

長揖市 2 1 35骨 + 会揖所属謹貝融
x 3 分 40骨 制限を し

近江八幡市 2 1 2 時間/議会 l 時悶/謹会

(飽法 '20) 53-1. 116 (116) 

5 .  
質 問 種
別 の 区
別 1;1 な
し ‘

補足説明

ft表賀聞は 5 人以上町会派のみ

当相提出議案に対 し て は議案質問
と 一位置問 を 同 時 に 実施 し てお り
発言時聞は合わせてω分。 追加提
出議案者 どに対 し て単挫で質問す
る場合は、 議案質問のみで印分。

一艦費 問 と 議案質寵を合わせて30
分

当 局の答弁時間1;1含ま な い

代表質問 は 2 人以上の金需の み。
個人質問町議員の持ち時間は30分
(左記図書は当局図書時間古む)



草樟市

守山市

栗東市

甲賀市

野洲市

湖南市

高島市

東近江市

末思市

日 野町

竜王町

霊荘町

豊郷町
甲良町

多賀町

滋賀県下の自治体議会改革の現状と課題

基礎時 間20分 + 金振幅
成 語民 監 x 5 分 (正副

2 謹畏 を 会慌構成議員数
に古み、 金眼 ご と の上
限はω骨)

3 1 40分/議会
3 0.75時間

2 1�5時間 + ( 3 分 x 会揖
の人世)/議会

2 1 40分

3 1 �5分 + ( 会 読 人数 一 l
人 x 5 分)

3 1 �0分 + ( 会 冊 人 世 x 5 
分)
原則、 各会据人置に議
員 l 人 当 た り 5 分 を 乗
じ た 時 間 に 、 各会眼10
分 を 加 算 す る れ そ の3 都度誠会運営委 員 会 に
て 決定す る 。 た だ し 、
ft 表 質 問 の 時 間 11， 1
日 間 で2∞分以内 と す る

3 1 40分/議会

3 

2 

3 

お分/調会

30骨/級会
05時間

05時間/損金

泊分
初分 (答弁古
ま ず)

泊分時間

25分以内 ( 3 
月 は 2 0 lH!
内)

30分/調会
l 時閲 (笹井
は除 ( )

30分

制臨時間な し

泊分/車会
3 回
時間制限な し

( 再 々 質 問 ま
で)
泊分

加分 (答弁含む)

制 限 な し 、 3
固 ま で

定めな し 定めなL 定めなし

同一線闇 3 回
ま で

時間制国
なL

3 却分/議会 質毘時間制聞な し l 議案3固まで
3 40分/議会
3 1 H 巴盟企主」 ー

代表質問 は 2 人以上の金振のみ

l '告抵却分以内

民表質問 は 2 人以上の会振のみ

代表質問は 2 人以上の金振のみ

資料 4 県 お よ び市町調査 議会改革関連事項
資料 4 - 1 県お よ び市町調査 議会改革関連 1 (議会基本条例)

県、 市町名 I 基本条例の見 置 し ゃ評個 (期間‘ 評個主体、 公表など) は 2 . 基本条例の運用実績の評価 と 公開 に 関 す る 課題があればお
どの よ う に定められていますか ， 書 き く だ さ い

説会基本条例の付則に お い て 、 「謹舎は、 一般選挙の執行桂 平成却年度に各会時ft表者会議 (公開で実施) において、 4長
おおむね 2 年 を 経過する ご と に 、 こ の条例の施行の状況につい 例の施行状況に揺る 検討がな さ れ、 「本県議会では、 こ れ ま で議

世賀県 て樟討を加え、 品要があ る と認める と き は、 その結果に基づい 会改革に は積極的に取 り 組み、 憤能の充実強化 を図 っ て き てい
て必要な措置を 講ずる も の と す る J と 定め ら れている。 る が、 こ れか ら も その取組11大変重要であ り 、 寺桂 も 躍続 し て

ft表者会議等で検討 し て い く j こ と が確認された。
条例の実行性を担保す る ため、 社会の実情等に合致 し た も ので

大樟市
あ る かを常に勘案 し、 条文改正の必要があ る と 認める と き は、 特にな し議会運営委貝金等で検討 し、 その結果に基づいて世正等の必要
な措置を講ずる こ と と Lている。

彦担市 年 l 回臥上見 直 L 。 議会改革特別委員 会で見直 し 未実施が課題

長浜市
議会運営委員会において樟証。 検証結果への対応が図 られた桂、
再検証を行 う 。 HPで公表。

近江八幡市 定めていない 評価制度の検討要

草樟市
年 l 回議会改革特別委員会で条例検証を行い、 検証結果を議会 定期的な韓証を 通 じて、 取組内容の整理を 図 っ て は い る が、 未
HPで公開。 実施の項 目 も あ り 、 検証的方法や実劫性の担保lこついて は課題。

(穂法 '20) 53-1 .  1 17  ( 1 17) 



論 説

守山市 な し

栗車市 特に定めな L

甲賀市 必要に応 じて検証 L. 改正 未評価

条例革お条の量定に よ り 必要に応 じて検証 し 、 適切な措置を講
議会改革推進特別委員会等で検証ら 改正内容 も HPで公開。

野洲市 じ る 。
(H242526.271こ 部改正)

(野洲市町議会改革 と して冊子作製 し公開。)

湖南市 現定な し

議会基本条例措お条見直 L 手続において定め られている (議会
見置 しゃ評価 ・ 検証の手続 き について‘ 具体的 に定め ら れて い

高島市 は、 こ の条例の 目 的が達成 さ れて い る か ど う かを検証 し 、 必要
に 臨 じ て こ の条例の見置 し を行う も の と する) 。

ないため、 実際に運用 さ れない。

車近江市 語会運営委員会で憤討

'"原市
見直し期間 ・ 4 年、 見車 L主体 . 議会運営委員会、 公表 語会
H P  

日 野町 定めな L 実績な し

竜王町 特に定めていない

霊荘町

畳郷町 制定な L 制定な L

甲良町

多賀町 特に定めていない 特に な し

資料 4 - 2 県お よ び市町調査 議会改革関連 2 (通年議会制)

3. r通年議会制J で審 5 議 員 聞 の 討議 の 実 施状
謹 日 教は ' ill. ? 

県、 市町名
4. r通年車会申IIJ についての評価や課題

l 増 え た 、 2 減 っ 1:ついてお書き く だ さ い 1 . 瞳車に行われて い る . 2 

た 、 3 変 わ ら な い 、
時々 行われて い る 、 3 . ほ と

4 採用 し て い な い ん ど行われていない、 4 全
〈 行われていない

大幅に倒産が変わ ら ぬ よ う 配車 して噂入
したため、 車入前 と 大 き な変化はな し 特

謹賀県 3
仁課題 も 生 じてい辛い。 こ う した中、 定例
会議会期中以舛lこ も 、 宥事に知事の招集

2 
を 持たず謹舎 を聞置で き る 体制が取れて
いる こ と は メ リ ッ ト であ り 、 評面で き る 。

緊急的 な行政探題や見害時な どへの迅速
大津市 l な 対応や市政に封する 監担慢控強化lこ右 l 

劫であ る。 本市議会では課題11特lこ止い。

彦担市 4 3 

長民市 4 

近江八幡市 4 採用 し て いをい

草津市 4 l 
守山市 加19年度から導入 4 

栗東市 4 3 

甲賀市 4 4 

弾 力 的 な 運営が睡 し ( . 執行部の ス ケ
野洲市 4 ジ ュ ー ル を 碑 り 、 行政事輯や住民サ ー ピ l 

スの低下を描 く 。

湖南市 4 4 

高島市 4 4 

車近江市 4 3 

米原市 4 2 

(龍法 '20) 53-1 . 118 ( 1 18) 

6 請 圏 、 陳情の採択 に あ
た っ て 、 反対の討詰11必ず行
われますか 9

1 . &対討詰は，e，・ず行われる
2.  &対討論が行われ辛い こ
と があ る 、 3 . 匡対討誼は行
われない、 4 . その地

2 

2 
2 
2 
2 

2 
2 

2 

2 
2 
9 “ 
2 



機賀県下の自治体議会改革の現状と 課題

日 野町 4
専 i長担分がな く な り 議会が審議に加われ
る が‘ 導入に は執行聞 と の調整が必要

竜王町 4 

霊荘町 4 

豊郷町 4 特にな L

甲良町 4 

多賀町 4 

資料 4 - 3 県 お よ び市町調査 議会改革関連 3 (住民対話)
7， 2018年度に議会 と して住民と の対話は どの よ う な

3 

2
全員賛成の場合以外1;1， 反対
討詰があ る

4 2 

4 2 

2 

も のが行われ ま したか ? 実施回数と 延べ参加入散 B 上記の回答での特定団体名、 特定テ ー マ 名 を お書 き く だ さ い

をお骨き く だ さ い

県、 市町名 l 謹会報告
2 特定団体 3 特定テー

dZ民h と の意見 マでの意 4 その弛 l 特定団体名 2 ， 特定テーマ名

交換金 見交換金

回量
延害加

回量
延参加

回世
証書加

回世
睡書加

人世 人監 人世 人世

I聞の魅力付に引 てJ í …: 1
置する活動についてJ rll葉大宇佐の教育の宜主や
卒業桂の 目 樟等lこついてJ r障害者の雇用拡大等を
り 巷 〈 課題と展望についてJ r部活動指導目の取 り 組

世賀県 9 囲 69人
みについてJ r琵琶湖に聞わる活動の現状や課題等に
ついてH生産量祉を駆り 立てる地域内での農産物の l
組 自 の甑売毘進についてJ r ソ ー シ ャ ル ・ イ ン パ ?
ト ボ ン ド に よ る 社会的課題の解決に向けた取 り 組
みの現杭 と 課題仁ついてJ r田24謹賀固1$強化拠点控
における韓技力向上についてJ

「 お お つ か がや さ ネ ッ ト ワ ー

大津市 4 回 221 人 ク J í大串市医師会J f大草市歯
科医師会J r大車市藁剤師会J

彦根市 4 回 223人

長浜市 4 困 加入 4 回
80人

地境づく り 協轟金、 連合自i古金 地境づ く り について、 止の世代につな ('地域力

近江八幡市 l 回 36人 4 回 81人 学重県育連結祖語会 等

草津市 l 固 65人

守山市

栗東市 l 回 19人

甲賀市 3 困 137人

野洲市 l 回 15人 2 回 白人
①都市計画担を考える会 岳部市計画担を いっ し ょ に考え よ う

(i)駅前自i自主 事駅前南口周辺整情事章

湖南市 7 回 加入

高島市 l 回 12人

車近江市 I 回 2∞人

来原市 シ ルバー人材セ ン タ ー、
F耽北部 8 自i古会員、 末原書事

米軍市 l 回 10人 7 回 70人
署、 車原市社全掴祉協議会、 米
原市商工会、 小泉以北 8 集落ま
ちづ( 1) 協謹金、 車原市女性の

会

' 農章問時者 (県良政連 日野支

日 野町 l 回 犯人 2 回 20人 l 囲 犯人 部、 相作骨官者会) - 人口i直少 ・ 地揖軽油

白 新成人

竜王町 l 回 31人 民生委員 ・ 児童委員協議会 地域活動の状況と 課題

(能法 '20) 53-1 .  1 19  ( 1 19) 



論 説

一 ' ー ， - ， 多賀町シ ルパ白人材セ ン タ ー

資料 4 - 4 県お よ び市町調査 議会改革関 連 4 (議員提案条例)

県、 市町名
提出件世

謹賀県 5 件

大串市 却件

産担市 16件

長棋市 4 件

近江八幡市 l 件

草樟市

守山市 な し

栗東市 l 件

甲賀市 7件

野洲市

調南市 17件

高島市

東近江市 2 件

来原市 U件

日 野町

竜王町

霊荘町 l 件

畳郷町 な し

甲良町 6 件

多賀町

9 過去 5 年間 (加14-却18年度) での議員提案条例

その内容 (条例案名)

「謹賀県歯お よ び口腔の憧車づ く り の推進に関する 晶例案J f謹賀県ス ポ ー ツ推進条例案J f謹賀県 自 転車
の安全で適正金利用の置進に闘する 条例案J f近江町地場産量お よ び近江町地場産品の握輿に関する条例
案J f近江町地酒で も て な し、 その普及を促進す る轟例案J

(2014年度)
大草市議会会議条例 (一部改正) 、 大幸市議会委員 会等樟聴条例 (一部改正)、 大津市議会会議長例 (一部
改正) 、 大申市議会委員会条例 (一部改正)、 大車市盟会基本条例 (制定)、 大津市民害等対置基本条例 ($11
定)、 大樟市議会会議条例 (一部改正) 、 大串市議会委員会条例 (ー部改正) 、 大樟市議会畠貝町議員報酬等
及び非常勤職員の報酬等に関する条例 (一部改正)
(却15年度)

大樟市議会委員 会条岡 (一部改正) 、 大津市議会議員 町聾員報酬等及び非常勤聴員の報闘等に聞する条例
(ー部改正) 、 大津市がん対置推進条例 (制定)
(却16年度)

大草市議会基本条例 (ー部改正) 、 大串市車会会議条例等 (一部世正)、 大津市議会意思挽定条例 (制定) 、
大津市議会委員会条例 (一部改正) 、 (加17年度) 、 大樟市議会会盟条例 (一部改正) 。 大串市監査委員長例
(一部改正)、 大草市議会委員会条例 (一部改正}
(2018年度)

大串市議会基本条例 (一部世正)

委員会条例町改正 な ど

長浜市議会委員会条例町一部を改正する条例 (却14-却17に 4 回改正)

近江八幡市議会議員政拍歯理条例

援金基本条例

甲賀市甲賀町某及び甲質的地酒を信楽瞳の器で も てなす条例
甲賀市議会議員政拍歯理条例

調南市議会委員会条例の一部を改正する条剖町制定について、 湖南市謹会会謹規則町一部を改正する 規則
円筒定について、 な ど

①地方自 治法施行令事152条 I 項草 3 号の法人を定める 条例の制定について
②車近江市歯Eび口睦の瞳鹿づ く り の推進に関する条例町制定について

①未鹿市議会委員会長倒的ー揮を改正する条例について ( 5 回) ②未車市議会議貝政拍歯理条例の飼定に
ついて ③未原市議会町議員報闘の額の特例lこ関する 晶例町車止lこついて @来車市語会議員政拍歯理条
例町一部を改正する晶倒について ⑤米原市議会議員の報酬 お よ び定量町在 り 方に関する審議会条例の制
定について ⑥未原市謹会的謹貝の定量を定める 条例町一部を改正す る 条例について ⑦米原市謹金書貝
会条例町制定について

議会改革条例町一部を改正する条例

甲良町特別職の韓民の桔与に関する条例の一部改正

(飽法 '20) 53-1. 120 ( 120) 
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5 件

却件

11件

4件

l 件

l 件

7 件

17件

2 件

l 件

6 件



滋賀県下の 自 治体議会改革の現状 と 課題

資料 4 - 5 県お よ び市町議査 議会改革関連 5 ( タ ブ レ ッ ト 端末の配備状況)

県、 市町名 13. タ ブ レ ッ ト 端末町議員への配情抗祝lこついて

I . 全議員 に配惜 し‘ 紙蝶体の配布 1;1行っ ていない 2 . 配慣 しているが希望す る 議員 lこ 1;1証媒体 も 配布
3 目 希望す る 議員 lこ 1;1紙蝶体のみを配布 4 . 配惜 していない

謹賀県 4 
大樟市 一部紙貴科を 昨用 {紙賢科の配布の右畢を費軒ごと lこ決めている)

彦担市 2 

畏浜市

近江八幡市 4 
草時I市

守山市 4 
栗東ilí 4 
甲賀市

野測市 4 
湖南市

商品市 4 
車近江市 4 
米原市 4 
日 野町

竜主町 4 

霊荘町 4 
豊郷町 4 
甲良町 4 
多賀町 4 

(龍法 '20) 53-1 .  121 (121) 



軍事

声量

資料 5 滋 賀 県 の 「議会改革 白 書2018年版」
- 下表は 「議会改革 白 書2016年版j について県お よ び市町の協 力 を 得て2018年 の状況 を 示 し た も のです。

2018JI'IJl:米で変更 ま た は訂正があ る 場合は該当番号に。 を 記 入 し で あ り ま す (。の あ る 項 目 でのOは20日年 1Jl:の状況です) 。

設問骨号 欄 に fJ割 問2018年度」 と あ る も の は、 2018年 度の状況の 回答です

質問No 質問 図書選択No. 世賀県 大津市 彦根市 長民市 近ffJ，幅市 草津市 守山市 栗東市 甲賀市 野洲市 湖南市 高島市 車近江市 米原市 日野町 竜王町 霊荘町 豊郷町 甲良町 多賀町

QI 議会&草体調 l 語会運営委員会 。 。 。 。 。 。
2 軒別委員会設田 。 。 。 。 。 。 。 。 。
3 謹目の調査会・韓首会 。
4 語目以外も参加組曲で憤討
5 ト41:J封初常設改革組職 。 。
6 その他の体制 。
7 改革取組軒丁、臨時解散 。 。

8 現在特E聾鼻聾1-7 非議当 。 。 。
Q21 l 1  議会基本長岡 l 韓討中

2 制定方針、韓討着手 。 。 。 。
3 16年3月間定見込み
4 17年7 月までに制定予定
5 16年中間定予定
6 制定苗み 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

7 制定商み、改正出み 。 。 。 。 。
8 聞定予定金L

Q2(21 現金基本長岡の l 昌運で評価・公開 。 。
運 用 実 輔 の 評 2 特関委で評苗・公開 。 。
自・公開 3 特問題髄で評恒世間

4 ト誹語当組曲で評個公開実施
5 評画実施、非企開 。 。
6 評面未実瞳 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

Q2131 昌幸基本長岡改 l 政書活動費へ盟定変更 。 。 。
正内容 2 語法案件の追加・聖E 。 。 。

3 住民投票条項の迫加・宜E
4 語会への住民事加条項追加 。
5 協謹・政革審謹組揖岳噴の追加
6 説会付属 調査担問晶墳の追加
7 卜6 に該当しい崎正 。 。 。 。
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質問Nα 質問 同容選択No. 世賀県 大津市 彦担市 長酷市 近江 骨市 草時市 守山市 栗車市 甲賀市 野洲市 湖南市 高島市 車近江市 末原市 日野町 竜王町 垂荘町 豊郷町 甲良町 多賀町

Q3 自i古基本条倒 l 制定に向Itて性討中 。
2 畠舎に固する量定のない長田 。 。

間定苗(まちづ〈り長岡等吉む)
3 講舎に関する蝿定吉b長田

。 。 。 。 。
制定苗(まちづ伸長岡等音む)

4 制定予定なし 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
Q4 議長選出時の l 本会謹で慢会設定 。

公的 所信表明 2 全協等本金書目外の唱で揖会設定 。 。 。 。 。 。 。 。
3 設定せず 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

Q5 ( l )  地方自i古法改正 l 龍定目謹出長闘の制定改正 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
(基本構想輩定 2 既存長聞に条項存在 。 。 。
義輯車止) 3 謹棋方式瞳止、新運営枠組み

4 1-3に詰当せf 。 。 。
5 特段の取担なL 。 。 。 。

Q5(2) 地方自詰法改正 l 通年割を長岡で定めた 。
(通年制) 2 控自畢岡・要輔で通年制実瞳 。 。

3 四間間 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
4 1-3に詰当せず

Q5(31 地方自i古法改正 l 謹呈による臨時金の掴聾 。
を受けての取組・ 2 本会謹での号車会‘嘗考人招致
櫨隈行桂 3 首長の長岡子耳且昨の再謹請求

期間却18年度 4 Hはまし 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
Q6 一問一答の導入 l 導入 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

2 未導入 。 。
Q7( l )  反問制度 l 要綱等で明文化して限定して導入 。 。 。

2 要嗣等で明文ltl接眼定で導入
3 法盟等で明文ltl限定して専入 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
4 法組等て明文化し無回定て部入 。
5 未導入 。 。 。 。 。

Q7(2ì 匡聞の実際 1 11われた 。 。 。 。 。 。 。
期間却18年度 2 行われなかった 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
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質問No 質問 図書選択No. 謹賀県 大詰市 彦担市 長浜市 iíìIA居市 草津市 守山市 栗東市 甲賀市 野洲市 湖南市 高島市 車近江市 未原市 日野町 竜王町 霊荘町 畳鶴町 甲良町 多賀町

Q8 畠目闇討語 l 要輔等で明文化

2 法盟等で明文化 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
3 明文化されていない 。 。 。 。 。

Q9 畠目間同盟の実 l 買監の時間曹に語事を止めて

晶状配 2 質畢の時間帯に轟事を止めずに 。
(祖世田署有) 3 質毘の時間帯とI!区別して謹事を止

めて
。

4 質量の時間帯とIt区別して謹事を止
。 。 。 。 。

めずに

5 討請の時間帯に事実上の謹員闇 討
。

書を行った

6 首長提出謹案の審査lこI!行bれな
。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

期間却18年度 地‘った

QI0(1 )  商圏陣情での市 l 市民の希望で量める 。 。 。 。 。
民の提案説明 2 謹金量喧凌と認めたとき 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

3 想定していない 。 。 。 。 。 。
QIO(2) 間眠障冊での市 l 園生があった 。 。 。 。 。 。

民の提案illl到の 2 担金量制‘った 。 。 。 。 。
事蹄 3 希望地脅かったので臣会が在地勺た 。 。 。 。 。 。

4 橿舎を茸けな曲、った 。 。 。 。 。 。
期間2018年度 5 薗聞臨惜がな地‘った

Q1 1  時聴者の量百 l 明文化した量定により認め‘謹事揖に
記揖

2 明文化した組定により認めたが、謹事

轟に記韻せず

3 謹呈等の寵量で認め‘車事量に記揖
LI， 

4 畢E専の量量で語めたが.量事量に

記昌世ず

5 認めていない 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
期間却18年度 6 希望地培地勺たので担金古吐語、った 。 。 。 。 。 。
Q12 公聴会・嘗考人 l 公聴会を聞置した

相量 2 事考人招致を行った 。 。 。 。 。 。 。 。
期間加18年度 3 行わな曲、った 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
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質問IINo. 質問 図書選択No. 謹賀県 大津市 彦龍市 長浜市 量証人留市 草申市 守山市 栗車市 甲賀市 野洲市 調南市 高島市 車近江市 米原市 日野町 竜王町 垂荘町 豊郷町 甲良町 多賀町

QI31 l 1  市民との対話 1 0困 。 。 。 。
開l閑却18年度 2 1回以上 91司 4回 5固 4 回 5回 l 回 6回 3 回 3 回 7回 1 回 9回 9回 2聞 1回 I 回

Ql3121 市民との対話の l 謹会報告主として 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
提舎の方式 2 特定の団体等との意見克換金 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
(檀監回答有) 3 住民のだれもが事加できる揖 。 x 。 。 。 。 。 。 。 。

4 持定テ マIこついての意見交聾の場 。 。 。 。 。 。 。
回答企L

Ql4 l l 1  本会議上程前の l 印刷物で町み閲覧可能 。 。 。 。 。
議 案 会 議 官 軒 2 印国曲での閲覧のほかホームページ

。 。の事前去閉 て潤E可能 。

3 非1':固 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
Ql4121 議案書の委日会 l 印覇地でのみ回覧可能 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

等審議前の事前 2 印国輯での閲覧のはかホームページ
。 。 。 。 。 。公開 で闇覧可置

3 非1':闇 。 。
Ql4 131  会議費軒の会議 l 印国曲でのみ回覧可睦 。 。 。 。

前の事前公開 2 印園�での困覧ほかホームページで
閲覧可能

3 非1':聞 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
4 謹案書阻911乙賢軒Ijない

Ql5 1 1 1  会謹の畳間�配 l 委員長または委員会の誹可によって
。 。 。 。 。 。 。 。(長岡上の鑑定) 掛聴可能

2 常在委員会のみ原則公開
3 常任委員会、時別委員会を原則公開 。 。 。
4 常任委員会‘特別委員会.謹会運官

。 。 。 。 。 。委員会をF剥畳間
5 すべての会議を原則畳間 。 。 。 。
6 地方自詰法のほか会謹告聞の条冊

の定めはない
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質問No. 質問l 回答選択No. 世賀県 大津市 彦担市 畏浜市 近江八関市 草津市 守山市 栗東市 甲賀市 野洲市 湖南市 高島市 車近江市 米原市 日野町 竜王町 世荘町 豊郷町 甲且町 多賀町

QI5(2) 常世岳民主の時 l 特段の事情がない限り認める週JII 、 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
臨 概Il詰望者li情聴可能

2 通常盟める運用、 スペースに阻りがあ
り、 希望者全員li入室できないことが 。 。 。 。 。
ある

3 -腔市民にli原聞として認めない運
用

4 希望があった時に判断 。 。 。 。
5 常世委員会未設置

Ql6 時聴者への謹案 l 責特のー部または皆居者用に用意し
。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

書や会議費軒提 た賢軒提棋
院 2 同じ賢軒を睡眠している 。 。 。 。 。 。 。 。 。

3 費軒提棋li行っていない 。 。
QI7 審査桂の 会謹賢 l 審査桂に、印国鞠でのみ聞置可能 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

軒公開 2 印国駒での闇覧のほか、ホームページ
。 。で閤覧可能

3 非公開 。 。 。 。 。 。
Ql8 常任委員会記揖 1 概要記揖で作底、 ホ ムページでli

。の内普及。公開 閲覧不可
状況 2 概要記揖で作成、ホームページでも聞

覧可能
3 要点記揖で作車、 、ホームベ-:Jでli

。 。 。 。 。 。
閲覧不可

4 要点記晶で作底、ホームページても困
。宜可能

5 全文記揖で作成、ホームページでli
。 。 。 。 。 。 。

閲覧不可
6 全文記量で作虚‘ ホームページで闇

。 。 。 。 。 。
覧可能

7 作成せず
8 常任署員会li非設置
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質問No 質問 図書選択No 融賀県 大串市 彦担市 長誤市 邸崎市 草津市 守山市 栗東市 甲賀市 野洲市 湖南市 高島市 車近江市 米原市 日野町 竜王町 霊荘町 豊郷町 甲良町 多賀町

QI9 ( 1 )  会議lX担(記揖) l 本会謹をオぷデマンド配信 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
のインターネット配 2 常任委員会をオンテマンド配信
信 (車置回答) 3 子草・iIt算委員会をオンデマンド配信

4 特別委員会をオンデマンド配信
5 全日協議会をオンデマンド配(.
6 その弛の会議をオぷテ'マンド配信 。
7 配信せず 。 。 。 。 。

QI9121 インタ ネ7ト上での l ユーチュ プで会議lXjl!を配信 。 。 。 。
動画監事fßサー 2 7ストリームで会謹lX担を配信 。
ピ1の利用(ヲイ7 3 1 、 2以外のサービスを利用 。 。 。 。 。 。 。
中盤の場合も官(rl

4 動画投稿・配信サービスli�Jmせず 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

Q20 議案に対する賛 l 全ての語草について各議目個別同時
。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

否町 公 開状担 否を公開
2 重要覇軍iこついてのみ各謹自の賛否 。

を公闇
3 全ての蓮華について金量単位の世否

を企聞
4 重要謹宰についてのみ会揖単位の 。

賛否告企闘
5 非公開 。 。 。 。

ω1 (1 )  矧により議決事件 l 追加している 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
を追加しているか 2 追加していをい 。

Q22( 1 )  謹 会 による轟軍 l 吾桂件量 。 1 I 
惇正01 201梓置の否決件量 。 。 。 。 I 

2 再提出桂可証件量 。 I l l 

期間却18年 度 初18年度の再提出桂可証件世 。 。 。 。

Q22(2) 謹会による謹宰 l 提出された蜂正案の件量 。 2 l 1 l 1 

惇正(2) 2018年度の惇正案の件監 I 。 。 。 。

2 可換された惇正の件畳 。 l 1 。

期間加18年度 2018年度の可決された 惇正案の件置 l 。 。 。

Q23 議員提案条問 l 提出された謹員提案長岡輩 。 1 。 1 。 2 

期間2018年度 2 可決された金問案 。 I 。 1 2 1 l 2 
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質問No 質問 回答選択No. 世賀県 大串市 彦棋市 長浜市 近宜 時市 草i�市 守山市 鼎車市 甲賀市 野洲市 湖南市 高島市 車近江市 米原市 日野町 竜王町 霊荘町 豊郷町 甲良町 多賀町

ω4 議 会 に よ る パ ブ l 議会基本書冊に閲するパヲjツクコメ
リックコメント ントを実施

2 謹告基本長岡且iIでの謹告や謹IIIこ
。

かかわる品開こ関するパプコメを実施

3 政晴的企�同事(上記以舛)の制定目
。 。

改躍に閲するパプコメを実障した

4 ( 1ト(割以外のパブコメを実施

期間却18年度 5 パプコメを実施してL唯い 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

Qお(1 ) 政植討論の場の l 特別企唱を設置している 。 。
設置 2 特聞な場li設置していをし， (常E要員

。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
童、特問委且金などで対応している)

Q25(21 具体的な岡田実 l 回世主簡はある 。 。
曲11 2 闘世主踊はない 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

Q26 専門前知見の活用 l 且方自i古怯仁基づ(専門曲面見の活用
(報量回答) 2 謹IW州改革市民やiI畠有畠者が

。
事加する担金を設置しての語査瞳討

3 公募市民や外部有畠者 {芋畠者)
等、 畠員以舛で構底される担聞を設
Eしての調査瞳討

期間却18年度 4 専門前知見の活用1IしてL吐い 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。

Q訂 事業目脂情計画 l 事轟事業評価 。 。 。
の評苗・点樟 2 肱龍評白 。
(極量回答) 3 政草書面

4 自i古体計画の量捧葺匝

5 まち ひと 仕事副生怯に基づ〈地方人
日t'ジョン暗定を畳けて、既存のI韮
本構l!lJの評価・点検

6 ト5に11融当しない方式での評価 。

型!型2018年度 7 �I萌事業専明評個lt実施していない 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 0 1  

(
部
将
.
N
〔))

臼
l
r

H
N
∞
(
お
∞)



熊
楠崎
清
l司
qu
E
芯
森
刷掛
山川
目片
M明
司)
州田
栄
作
猫
嗣阻

質問No 質問 図書選択No. 謹賀県 大津市 彦根市 長浜市 部崎市 草幸市 守山市 栗東市 甲賀市 野洲市 調南市 高島市 車置証市 米原市 日野町 竜王町 霊荘町 畳郷町 甲良町 多賀町

Q盟 ( 1 ) 特色晶る語会改 l 畠金τ�Twitter7カウントを取得点朋 。
革(1 1 2 議会でTwitter7カウント取得、ページ
(S略の判用) を開設 。 。 。 。

3 畠金でLlNEアカウ〉 ト を取帯、ページ
を開設

4 語会として[1 ]から[3] 以外のSNSサ
。イトを開設

5 謹会でネット上での>SN日t利用金L 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
Q担 (21 特色ある議会改 l 謹会運営にモーターサボーター等を

革(21 導入
( 語会モニタ町、 2 講案審議モニター サボ ト等を導入
サボーター制度) 3 謹会の政革審議にモニ ターサボー

ター専を導入
4 語会識貝と共に審議検討するモニ

ター，サボーター等を導入
5 広報件直支聾などを行うモニタ ・サ

。4トター等を事λ
6 [ 1 ] - [5] 1こ詰当しないモニター・サ

ポーターを導入
7 モニターサホ…ター等の制度It導入

。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。せず
Q由(31 特色ある講全世 l 謹主としてのI事章躍韓計画J(配PI

。 。 。革(31 を輩定
(虫害時などの対応) 2 虫害対置車部への間 与を制度化 。 。

3 畠貝行動マニュアルを量定 。 。 。 。 。
4 謹会(謹員)としての虫害時の行動を

。 。 。 。定めている
5 語会としての特1:定めたものはない 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
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